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令和6年度版

京都市国民健康保険

このガイドは
ご家庭で大切に保管
してください。

国民健康保険料は必ず納期内に納めましょう。
（保険料の納付は口座振替が便利です。）
国保の届出は必ず14日以内にしましょう。

発行/令和6年5月
京都市保健福祉局生活福祉部保険年金課 
TEL 075-213-5861 FAX 075-213-5857

４月 ６月 ７月

下旬
特定健康診査受診券発送
※�年度当初から加入している40
歳以上の方が対象です。

下旬
令和6年度の保険料納入
通知書発送

下旬
高齢受給者証（更新分）発送
※70～74歳の方のみが対象です。

８月 11月 ３月

月初から
限度額適用認定証等の交付
申請受付開始
下旬
所得申告書発送（当年度所得不明者）

月末まで
保険証（更新分）発送

下旬
所得申告書発送
※翌年度保険料の決定に使います。

京都市国保のカレンダー（主なもの）

年間
・３月中旬～４月中旬（年度末・年度当初）
・�６月中旬～７月下旬（当年度の保険料納入
通知書の発送後）
・８月（限度額適用認定証等の受付）

その他
・�毎月下旬（保険料納入（変更）通知書の発
送後）

・休日明けの開庁日

国保の届出・申請は、一部を除き郵送での手続が可能です。
窓口が混雑する時期は、受付させていただくまでに長時間お待たせする場合がござい
ますので、郵送による手続をぜひご活用ください。

国保の届出・お問合せは住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方
は京北出張所保健福祉第一担当）まで。
※ お問合せ先については61ページ参照

窓口の混雑する時期
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1

　国民健康保険（国保）をはじめとする医療保険制度は、
もしものときの病気やケガの治療のために普段からそれぞ
れの所得に応じた保険料を出し合い、医療費に充てる「助
け合い」の制度です。
　住民の皆さまには何らかの医療保険への加入が義務付け
られており（国民皆保険）、職場の健康保険に加入している
方、生活保護を受けている方及び後期高齢者医療制度の適
用を受ける方以外は、国保に加入することになっています。

国民健康保険（国保）
・自営業の方
・退職した方 
・�職場の健康保険の扶養
に入れない方

職場の健康保険の任意継続 
職場の健康保険に一定期間以
上加入されていた方は、退職
後に引き続き最大2年間は加
入を継続できます。

職場の健康保険
・会社員…協会けんぽ、健康保険組合
・公務員…共済組合
・船員…船員保険
・上記の健康保険の被扶養者の方

就職、転職 退職

後期高齢者医療制度
・75歳以上の方全員
・65歳～ 74歳の方で一定の障害があると認められた方（要申請）

医療保険制度について もくじ 国保に加入する方	－－－－－－－－－－－－－－－－� 2
国保の届出	－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－� 4
保険証	－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－� 6
保険証の廃止について	－－－－－－－－－－－－－－� 7
マイナンバーカードの保険証利用について	－－－� 8
保険給付が受けられないとき	 －－－－－－－－－� 9
国保で受けられる給付	 －－－－－－－－－－－－�10
　１	医療機関等にかかるとき	－－－－－－－－－�10
　２	入院したときの食事代	 －－－－－－－－－－�13
　３	いったん全額自己負担したとき	－－－－－�16
　４	海外で医療機関等にかかったとき	－－－－�17
　５	医療費が高額になったとき	 －－－－－－－�18
　６	高額医療・高額介護合算療養費制度	 －－�30
　７	出産したとき	－－－－－－－－－－－－－－－－�33
　８	亡くなったとき	 －－－－－－－－－－－－－－�33
　９	移送の費用が必要なとき	－－－－－－－－－－�34
　10	訪問看護ステーション等を利用したとき	－－�34
　11	特別な治療・サービスを受けるとき	－－－�34
交通事故と国保	 －－－－－－－－－－－－－－－－－�35
保険料	 －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－�36
　１	令和6年度保険料の計算方法	－－－－－－－－�37
　２	保険料の納め方	－－－－－－－－－－－－－－－�39
　３	保険料の減額	－－－－－－－－－－－－－－－－�43
　４	保険料を滞納していると	－－－－－－－－－�47
特定健康診査・特定保健指導	 －－－－－－－－－�48
後期高齢者医療制度	－－－－－－－－－－－－－－－�50
保健サービスを活用しましょう	－－－－－－－－�54
福祉医療費支給制度	－－－－－－－－－－－－－－－�56
介護保険制度	－－－－－－－－－－－－－－－－－－－�58
急病診療所・休日急病歯科中央診療所	－－－－�60
各種お問合せ先一覧	－－－－－－－－－－－－－－－�61

国保ガイド2024DIC2525.indd   2-1国保ガイド2024DIC2525.indd   2-1 2024/04/15   13:062024/04/15   13:06



1

　国民健康保険（国保）をはじめとする医療保険制度は、
もしものときの病気やケガの治療のために普段からそれぞ
れの所得に応じた保険料を出し合い、医療費に充てる「助
け合い」の制度です。
　住民の皆さまには何らかの医療保険への加入が義務付け
られており（国民皆保険）、職場の健康保険に加入している
方、生活保護を受けている方及び後期高齢者医療制度の適
用を受ける方以外は、国保に加入することになっています。

国民健康保険（国保）
・自営業の方
・退職した方 
・�職場の健康保険の扶養
に入れない方

職場の健康保険の任意継続 
職場の健康保険に一定期間以
上加入されていた方は、退職
後に引き続き最大2年間は加
入を継続できます。

職場の健康保険
・会社員…協会けんぽ、健康保険組合
・公務員…共済組合
・船員…船員保険
・上記の健康保険の被扶養者の方

就職、転職 退職

後期高齢者医療制度
・75歳以上の方全員
・65歳～ 74歳の方で一定の障害があると認められた方（要申請）

医療保険制度について もくじ 国保に加入する方	－－－－－－－－－－－－－－－－� 2
国保の届出	－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－� 4
保険証	－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－� 6
保険証の廃止について	－－－－－－－－－－－－－－� 7
マイナンバーカードの保険証利用について	－－－� 8
保険給付が受けられないとき	 －－－－－－－－－� 9
国保で受けられる給付	 －－－－－－－－－－－－�10
　１	医療機関等にかかるとき	－－－－－－－－－�10
　２	入院したときの食事代	 －－－－－－－－－－�13
　３	いったん全額自己負担したとき	－－－－－�16
　４	海外で医療機関等にかかったとき	－－－－�17
　５	医療費が高額になったとき	 －－－－－－－�18
　６	高額医療・高額介護合算療養費制度	 －－�30
　７	出産したとき	－－－－－－－－－－－－－－－－�33
　８	亡くなったとき	 －－－－－－－－－－－－－－�33
　９	移送の費用が必要なとき	－－－－－－－－－－�34
　10	訪問看護ステーション等を利用したとき	－－�34
　11	特別な治療・サービスを受けるとき	－－－�34
交通事故と国保	 －－－－－－－－－－－－－－－－－�35
保険料	 －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－�36
　１	令和6年度保険料の計算方法	－－－－－－－－�37
　２	保険料の納め方	－－－－－－－－－－－－－－－�39
　３	保険料の減額	－－－－－－－－－－－－－－－－�43
　４	保険料を滞納していると	－－－－－－－－－�47
特定健康診査・特定保健指導	 －－－－－－－－－�48
後期高齢者医療制度	－－－－－－－－－－－－－－－�50
保健サービスを活用しましょう	－－－－－－－－�54
福祉医療費支給制度	－－－－－－－－－－－－－－－�56
介護保険制度	－－－－－－－－－－－－－－－－－－－�58
急病診療所・休日急病歯科中央診療所	－－－－�60
各種お問合せ先一覧	－－－－－－－－－－－－－－－�61

国保ガイド2024DIC2525.indd   2-1国保ガイド2024DIC2525.indd   2-1 2024/04/15   13:062024/04/15   13:06



国保に加入する方

◆自営業者
◆農業、漁業従事者
◆退職などで職場の健康保険をやめた方（職
場の健康保険に退職後も引き続き加入（任
意継続）される方を除く。）
◆職場の健康保険などに加入していない方

　　住民基本台帳法の対象となり住民票が作成された方で、上記
の条件に該当する方は国保に加入しなければなりません。

　　また、住民票が作成されない方でも、「興行」「技能実習」
「家族滞在」「特定活動」「公用」の在留資格をお持ちで客観的
な資料等により3か月を超えて滞在すると認められる方は、国
保の対象となる場合があります。

　職場の健康保険などに加入している方、生活保護を受けている
方及び後期高齢者医療制度の適用を受ける方以外は、全ての方が
国保に加入することが必要です。次の方が該当しますので、速や
かに届出をしてください。

　国保に入る届出が遅れても、保険料は国保の被保険者となられた月ま
でさかのぼって納めていただきます。
　更に、届出が遅れたことにやむを得ない理由があると認められた場合
を除き、届出の日までに支払った医療費は、全額自己負担となります。

　国保をやめる届出が遅れると、誤って国保の被保険者として診療を
受けてしまうことがあります。
　この場合は、国保が負担した医療費（医療費の7割～8割分）を、後
日、返還していただくことがあります。
　ご注意ください。
※国保の届出については、4～5ページをご覧ください。

※保険料の納付は、便利で確実な口座振替をぜひご利用ください（口座
　振替については、42ページをご覧ください。）。

国保に入る日 国保をやめる日
職場の健康保険などをやめた日

転入した日

生活保護を受けなくなった日

出生した日

1

2

3

4

職場の健康保険などに加入した日
の翌日（国民健康保険組合に加入した場合
は、加入した日）

他の市町村及び国外へ転出した日
の翌日（転出と同日に他の市町村に転入する
場合に限り、その日）

生活保護を受け始めた日
死亡した日の翌日

国保に入る届出が遅れると

国保をやめる届出が遅れると

＊保険料は、入る月分から納め
ていただきます。

＊保険料は、やめる月の前月分
まで納めていただきます。

1

2

3
4

外国籍の方について

届出は14日以内に

2 3
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　届出は、14日以内に住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方
は、京北出張所保健福祉第一担当）で行ってください。
　届出が遅れると、納付済みの保険料をお返しできなくなるなど、一定の負担が
かかる場合があります。
　届出は、世帯主の方に手続をしていただく必要があります（代理人による届出に
は、委任状が必要になる場合があります。）。
　また、なりすましによる保険証の不正取得を防止するため、本人確認ができない
などの場合には、保険証を後日郵送で交付させていただくことがあります。

国保の届出

各種届出については、一部を除き郵送での手続が可能です。
様式は、 京都市保険年金課のホーム
ページからダウンロードできます。

京都市保険年金課 ダウンロードサービス
クリック
検 索

4 5

区分 こんなとき 届出に必要なもの

国
保
に
入
る
と
き  
※1

職場の健康保険や国民健
康保険組合をやめたとき

職場の健康保険をやめ
た証明書� ※2※3

保　
険　
証  

※4  

※5

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き
る
も
の

（
通
知
カ
ー
ド
・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
等
）
※6

顔
写
真
付
き
の
、
本
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
も
の

（
運
転
免
許
証
・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
・
パ
ス
ポ
ー
ト
等
）

市内に転入するとき

生活保護を受けなくなっ
たとき

保護受給証明書など
（廃止日がわかるもの）�※3

子どもが生まれたとき
母子健康手帳
＊�出産育児一時金の申請に必
要なものについては、33
ページをご覧ください。

※1 　�外国籍の方は、パスポートと在留カード（外国人登録証明書）又は特別永住者証明書
が必要です。外国籍の方の加入要件については、2ページをご覧ください。

※2　�職場の健康保険についての証明書は、職場又は国保組合でもらってください。
※3　�マイナンバーによる情報連携が開始されていますが、これまでから実施している保険

証の即日交付などの窓口サービスを確実に実施していくため、引き続き、必要書類
（職場の健康保険証等）の提出をいただくようご協力をお願いします。

※4　�既に国保に加入している世帯へ追加で加入される場合は、加入先世帯の世帯主の保険
証をお持ちください。ただし、追加で国保へ加入される方が新たにその世帯の世帯主
となる場合は、全員の保険証をお持ちください。

※5　�世帯の中に70歳〜74歳の方がおられる場合は、高齢受給者証を併せてお持ちください。
※6　�既に国保に加入している世帯に追加で加入される場合は、加入先世帯全員のマイナン

バーの記載が必要になります。ご家族の分もお調べのうえ、ご来庁ください。

区分 こんなとき 届出に必要なもの

国
保
を
や
め
る
と
き

職場の健康保険や国民健
康保険組合に入ったとき

職場の健康保険の保険証（未
交付のときは、職場の健康保険
に入った証明書 ※2 ※3 ※5）

保
険
証  

※5  

※7

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き
る
も
の
（
通
知
カ
ー
ド
・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
等
）※10

顔
写
真
付
き
の
、
本
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
も
の
（
運
転
免
許
証
・マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
・
パ
ス
ポ
ー
ト
等
）

市外及び国外に転出すると
き �
生活保護を受けるように
なったとき

保護受給証明書など�
（開始日がわかるもの）�※3

亡くなったとき ＊�葬祭費の申請に必要なもの
については、33ページをご
覧ください。

そ
の
他

市内で住所が変わったとき

保
険
証  

※5  

※9

世帯主が変わったとき�※8
世帯を分けたり、一緒に
したとき� ※8

修学によって市外へ転出
するとき 在学証明書

介護保険適用除外施設に
入所（退所）したとき

入所（退所）したこと
を証明するもの

保険証をなくしたとき
75歳の年齢到達により後期高齢者医療制度（50ページ参照）の適用
を受けた場合は、届出不要です。

※7　��国保をやめる方の保険証をお持ちください。ただし、世帯主が国保をやめることによ
り、世帯主を変更する場合は、全員の保険証をお持ちください。

※8　世帯主を変更する場合は、全員の保険証をお持ちください。
※9　�保険証の書換えが必要となる方の保険証をお持ちください。
※10	� お亡くなりになった方のマイナンバーが確認できるものは必要ありません。
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　届出は、14日以内に住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方
は、京北出張所保健福祉第一担当）で行ってください。
　届出が遅れると、納付済みの保険料をお返しできなくなるなど、一定の負担が
かかる場合があります。
　届出は、世帯主の方に手続をしていただく必要があります（代理人による届出に
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京都市保険年金課 ダウンロードサービス
クリック
検 索
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区分 こんなとき 届出に必要なもの

国
保
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入
る
と
き  
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保　
険　
証  
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※5

マ
イ
ナ
ン
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ー
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確
認
で
き
る
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の
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カ
ー
ド
等
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写
真
付
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・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
・
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ー
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等
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たとき
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（職場の健康保険証等）の提出をいただくようご協力をお願いします。

※4　�既に国保に加入している世帯へ追加で加入される場合は、加入先世帯の世帯主の保険
証をお持ちください。ただし、追加で国保へ加入される方が新たにその世帯の世帯主
となる場合は、全員の保険証をお持ちください。
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※6　�既に国保に加入している世帯に追加で加入される場合は、加入先世帯全員のマイナン

バーの記載が必要になります。ご家族の分もお調べのうえ、ご来庁ください。
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交付のときは、職場の健康保険
に入った証明書 ※2 ※3 ※5）
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き �
生活保護を受けるように
なったとき

保護受給証明書など�
（開始日がわかるもの）�※3

亡くなったとき ＊�葬祭費の申請に必要なもの
については、33ページをご
覧ください。

そ
の
他

市内で住所が変わったとき

保
険
証  
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世帯主が変わったとき�※8
世帯を分けたり、一緒に
したとき� ※8

修学によって市外へ転出
するとき 在学証明書

介護保険適用除外施設に
入所（退所）したとき

入所（退所）したこと
を証明するもの

保険証をなくしたとき
75歳の年齢到達により後期高齢者医療制度（50ページ参照）の適用
を受けた場合は、届出不要です。

※7　��国保をやめる方の保険証をお持ちください。ただし、世帯主が国保をやめることによ
り、世帯主を変更する場合は、全員の保険証をお持ちください。

※8　世帯主を変更する場合は、全員の保険証をお持ちください。
※9　�保険証の書換えが必要となる方の保険証をお持ちください。
※10	� お亡くなりになった方のマイナンバーが確認できるものは必要ありません。
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医療機関・薬局（以下「医療機関等」といいま
す。）に行くときは、窓口で保険証の提示又は電
子的確認（※）により、医療保険の被保険者資格の
確認を受けてください。保険証の提示等がない
場合は、医療費の全額を支払っていただきます。
急病などやむを得ないと認められる場合は、後

日申請により療養費（決定した額から自己負担を除いた額）が支給され
ます（16ページ参照）。
※電子的確認とは、医療機関等において、被保険者証を提示すること又は保険証利用登
録が完了しているマイナンバーカードを専用端末にかざすことにより、専用端末で被
保険者資格を確認する仕組みです。電子的確認については、情報連携に係るシステム
処理の都合上、一定のタイムラグが生じる場合があります。

　保険証は、国保の被保険者であるという証明書であり、医療機
関に行くときに必要なものです。大切に扱ってください。

職場で新しい保険証の交付を受けたときは、
すぐに届出をして、古い保険証を返還して
ください。そして、次に医療機関等に行く
ときは、月の途中でも新しい保険証を提出
してください(提出がなかったり遅れたりす
ると、国保が負担した医療費を後日、返還
していただくことがあります｡) 。

※届出に必要なものなどについては、4～5ぺージをご覧ください。 

交付されたら、記載内容に間違いがないか確認してください。

急病などに備えて、必ず手もとに保管してください。

他人に貸したり、他人から借りたりすることはできません。

コピーしたもの、有効期限が切れたものは使えません。

1

2

3

5

4

6

病気やケガと認められないものは、保険給付を受けることはできま
せん。
●正常な妊娠、出産
●経済上の理由による妊娠中絶
●健康診断、集団健診、予防接種、人間ドック等
●歯列矯正
●美容整形
●日常生活に支障のないわきが、
　しみ等の治療

そのほか次のようなときは、国保の給付を受けられません。

●医師や保険者（京都市）の指示に従わなかったとき
●自己の故意の犯罪行為による病気やケガ、又は故意による病気やケ
ガ（ケンカや泥酔などによるもののほか、道路交通法違反や自殺、
自殺未遂も含みます。）
●入れ歯を作ってから6か月以内に紛失等で再作製したとき

他の保険や法律による給付を受けることができるときは、国保の給
付を受けられません。

●仕事上の病気やケガ（労働災害）

1

2

3

保険証 正式には、｢国民健康保険被保険者証｣
といいます｡（　　　　　　　　　　　　 ） 保険給付が受けられないとき（　　　　　　　　　　　　 ） 保険証の廃止について

6 7

　現行の保険証については、令和6年12月2日に廃止されます。廃止日以降は、
保険証の発行ができなくなりますが、それまでに発行した新しい保険証は有効期
限まで使用できます。
　京都市では、毎年11月に保険証の一斉更新を行っており、令和６年度につい
ては、例年通り、保険証の一斉更新を行う予定です。令和6年12月２日以降、新
たに国民健康保険に加入される方や発行済みの保険証を紛失された方などについ
ては、保険証を発行できませんので、マイナ保険証をお持ちの方には、資格情報
のお知らせを、お持ちでない方には、資格確認書を交付します。

(1)	 資格確認書の交付対象者
		  ①マイナ保険証を保有していない方
		  ②�マイナ保険証を保有しているが、マイナ保険証の返納を予定している又はマ

イナ保険証での受診が困難な介護を必要とする高齢者や障害者等
		  ③マイナ保険証を保有していたが、マイナ保険証を紛失された方
		  ※②、③については、申請により資格確認書を交付します。

(2)	 資格情報のお知らせの交付対象者
		  ①マイナ保険証を保有されている方
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医療機関・薬局（以下「医療機関等」といいま
す。）に行くときは、窓口で保険証の提示又は電
子的確認（※）により、医療保険の被保険者資格の
確認を受けてください。保険証の提示等がない
場合は、医療費の全額を支払っていただきます。
急病などやむを得ないと認められる場合は、後

日申請により療養費（決定した額から自己負担を除いた額）が支給され
ます（16ページ参照）。
※電子的確認とは、医療機関等において、被保険者証を提示すること又は保険証利用登
録が完了しているマイナンバーカードを専用端末にかざすことにより、専用端末で被
保険者資格を確認する仕組みです。電子的確認については、情報連携に係るシステム
処理の都合上、一定のタイムラグが生じる場合があります。

　保険証は、国保の被保険者であるという証明書であり、医療機
関に行くときに必要なものです。大切に扱ってください。

職場で新しい保険証の交付を受けたときは、
すぐに届出をして、古い保険証を返還して
ください。そして、次に医療機関等に行く
ときは、月の途中でも新しい保険証を提出
してください(提出がなかったり遅れたりす
ると、国保が負担した医療費を後日、返還
していただくことがあります｡) 。

※届出に必要なものなどについては、4～5ぺージをご覧ください。 

交付されたら、記載内容に間違いがないか確認してください。

急病などに備えて、必ず手もとに保管してください。

他人に貸したり、他人から借りたりすることはできません。

コピーしたもの、有効期限が切れたものは使えません。

1

2

3

5

4

6

病気やケガと認められないものは、保険給付を受けることはできま
せん。
●正常な妊娠、出産
●経済上の理由による妊娠中絶
●健康診断、集団健診、予防接種、人間ドック等
●歯列矯正
●美容整形
●日常生活に支障のないわきが、
　しみ等の治療

そのほか次のようなときは、国保の給付を受けられません。

●医師や保険者（京都市）の指示に従わなかったとき
●自己の故意の犯罪行為による病気やケガ、又は故意による病気やケ
ガ（ケンカや泥酔などによるもののほか、道路交通法違反や自殺、
自殺未遂も含みます。）
●入れ歯を作ってから6か月以内に紛失等で再作製したとき

他の保険や法律による給付を受けることができるときは、国保の給
付を受けられません。

●仕事上の病気やケガ（労働災害）

1

2

3

保険証 正式には、｢国民健康保険被保険者証｣
といいます｡（　　　　　　　　　　　　 ） 保険給付が受けられないとき（　　　　　　　　　　　　 ） 保険証の廃止について

6 7

　現行の保険証については、令和6年12月2日に廃止されます。廃止日以降は、
保険証の発行ができなくなりますが、それまでに発行した新しい保険証は有効期
限まで使用できます。
　京都市では、毎年11月に保険証の一斉更新を行っており、令和６年度につい
ては、例年通り、保険証の一斉更新を行う予定です。令和6年12月２日以降、新
たに国民健康保険に加入される方や発行済みの保険証を紛失された方などについ
ては、保険証を発行できませんので、マイナ保険証をお持ちの方には、資格情報
のお知らせを、お持ちでない方には、資格確認書を交付します。

(1)	 資格確認書の交付対象者
		  ①マイナ保険証を保有していない方
		  ②�マイナ保険証を保有しているが、マイナ保険証の返納を予定している又はマ

イナ保険証での受診が困難な介護を必要とする高齢者や障害者等
		  ③マイナ保険証を保有していたが、マイナ保険証を紛失された方
		  ※②、③については、申請により資格確認書を交付します。

(2)	 資格情報のお知らせの交付対象者
		  ①マイナ保険証を保有されている方
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医療機関・薬局（以下「医療機関等」といいま
す。）に行くときは、窓口で保険証の提示又は電
子的確認（※）により、医療保険の被保険者資格の
確認を受けてください。保険証の提示等がない
場合は、医療費の全額を支払っていただきます。
急病などやむを得ないと認められる場合は、後

日申請により療養費（決定した額から自己負担を除いた額）が支給され
ます（16ページ参照）。
※電子的確認とは、医療機関等において、被保険者証を提示すること又は保険証利用登
録が完了しているマイナンバーカードを専用端末にかざすことにより、専用端末で被
保険者資格を確認する仕組みです。電子的確認については、情報連携に係るシステム
処理の都合上、一定のタイムラグが生じる場合があります。

　保険証は、国保の被保険者であるという証明書であり、医療機
関に行くときに必要なものです。大切に扱ってください。

職場で新しい保険証の交付を受けたときは、
すぐに届出をして、古い保険証を返還して
ください。そして、次に医療機関等に行く
ときは、月の途中でも新しい保険証を提出
してください(提出がなかったり遅れたりす
ると、国保が負担した医療費を後日、返還
していただくことがあります｡) 。

※届出に必要なものなどについては、4～5ぺージをご覧ください。 

交付されたら、記載内容に間違いがないか確認してください。

急病などに備えて、必ず手もとに保管してください。

他人に貸したり、他人から借りたりすることはできません。

コピーしたもの、有効期限が切れたものは使えません。
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病気やケガと認められないものは、保険給付を受けることはできま
せん。
●正常な妊娠、出産
●経済上の理由による妊娠中絶
●健康診断、集団健診、予防接種、人間ドック等
●歯列矯正
●美容整形
●日常生活に支障のないわきが、
　しみ等の治療

そのほか次のようなときは、国保の給付を受けられません。

●医師や保険者（京都市）の指示に従わなかったとき
●自己の故意の犯罪行為による病気やケガ、又は故意による病気やケ
ガ（ケンカや泥酔などによるもののほか、道路交通法違反や自殺、
自殺未遂も含みます。）
●入れ歯を作ってから6か月以内に紛失等で再作製したとき

他の保険や法律による給付を受けることができるときは、国保の給
付を受けられません。

●仕事上の病気やケガ（労働災害）

1

2

3

保険証 正式には、｢国民健康保険被保険者証｣
といいます｡（　　　　　　　　　　　　 ） 保険給付が受けられないとき

8 9

マイナンバーカードの保険証利用についてのお問合せ先
マイナンバー総合フリーダイヤル 　TEL:0120-95-0178
　　　受付時間（年末年始を除く）	 平　日　9時30分から20時00分まで
	 土日祝　9時30分から17時30分まで

○どんないいことがあるの？
　就職・転職・
引越をしても保
険証としてずっ
と使える！
　 医 療 保 険 者
が変わる場合は、
加入・脱退の届
出が引き続き必
要です。

　限度額適用認
定証がなくても
高額療養費制度
における限度額
を超える支払が
免除される！
＊ 70 歳未満で保
険料に滞納がある
方は、限度額区分
が確認できません。

　本人が同意す
れば、初めての
医療機関等でも、
特定健診情報や
今までに使った
薬 剤 情 報 が 医
師等と共有でき
る！

　マイナポータル（＊）で自
身の特定健診情報や薬剤
情報・医療費通知情報が
閲覧できる！
＊子育てや介護をはじめと
する行政手続の検索やオン
ライン申請がワンストップ
でできたり、行政からのお
知らせを受け取ることがで
きる自分専用のサイトです。

　マイナポータ
ルを通じた医療
費通知情報の自
動入力で、確定
申告の医療費控
除がよりカンタ
ンに ！

※�これまでどおり保険証でも受診は可能です。（令和6年 12月 2日以降の保険証の取扱いについては、
7ページをご参照ください。）
※�マイナ受付未対応の医療機関等では、保険証の提示が必要です。
※自治体独自の医療費助成等については書類の持参が必要です。

　マイナンバーカードの読み取り等に必要な機器が設置されている（マイナ受付に対応して
いる）医療機関等において、マイナンバーカードを保険証として利用できます。

マイナンバーカードの保険証利用についてマイナンバーカードの保険証利用について

　医療機関等の受付でマイナンバーカードを顔認証付きカードリーダー�
にかざして、本人確認と医療保険の被保険者資格を確認します。
　※�マイナンバーカードの保険証利用は、ICチップの中の「電子証明書」を使うため、医療機関等の受
付窓口でマイナンバー（12桁の数字）を取り扱うことはありません。

○どうやって使うの？

　マイナンバーカードを保険証として利用するためには、事前登録が必要です。ご自身のス
マートフォンやパソコンからマイナポータルへ接続し手続を行ってください。
　また、セブン銀行ATMからも登録が可能です。
　※登録方法等については、マイナポータルのホームページで確認できます。
https://myna.go.jp/html/hokenshoriyou_top.html

○保険証として利用するために事前登録を !!

　「マイナ受付」のステッカーやポスターが目印です。
　※マイナ受付対応の医療機関等は厚生労働省のホームページでも確認できます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16743.html

○どこの医療機関等で使えるの？
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 70歳以上の方に負担割合、発効期日等を記載した高齢受給者証を郵送により
交付します。診療を受ける際には、医療機関等の窓口で、高齢受給者証と保険
証の両方を提出又は電子的確認を受けていただく必要があります。

◆高齢受給者証が使えるのは・・・
　高齢受給者証に記載されている発効期日（70歳の誕生日の属する月の翌月1日と
なっています。ただし、1日生まれの方は当月1日となります。）からとなります。

（例）6月1日生まれの方　→　発効期日は6月1日です。
　　　6月2日生まれの方　→　発効期日は7月1日です。

◆負担割合の判定について
負担割合の判定は所得の情報に基づきます。例えば、令和5年中の所得情報
は、令和6年8月診療分から令和7年7月診療分までの負担割合の判定に適用され
ます。

◆高齢受給者証の差替えについて
所得更正や世帯員の加入、脱退等により、負担割合に変更があれば、高齢受
給者証の差替えを行います。新しい高齢受給者証をお渡ししますので、古い高
齢受給者証はお返しください。

　病気やケガをしたとき、医療機関等の窓口で保険証を提出又は電子的確認（6ペ
ージ参照）を受けることで、一部負担金（医療費の2～3割）を支払うだけで診療を
受けることができます（療養の給付）。

医療機関等にかかるとき（療養の給付）

一部負担金の割合について1

◆小学校就学前とは
　6歳に到達後最初の3月31日（4月1日生まれの方はその前日の3月31日）ま
での期間のことです。

◆現役並み所得者世帯とは
　国保に加入されている70歳～74歳の方の中で、1人でも市民税課税所得額
（※1）が145万円以上の方がいる世帯のことです。ただし、一定の条件に該当
する方は、負担割合が2割に変更になる場合があります。詳しくは、12ページ
をご覧ください。
　また、世帯に属する70歳～74歳の方全員の基礎控除（※2）後の総所得金額
等の合計額が210万円以下である場合には、2割となります。
※1　国保の世帯主となっている70歳～74歳の方で、同一世帯に合計所得が38万円以下（＊）である19

歳未満の被保険者がいる場合は、市民税課税所得額から19歳未満の被保険者1人につき、次の金
額を控除した額となります。
＊合計所得に給与所得が含まれる場合、給与所得控除に加え、さらに10万円を控除します。
①16歳未満の被保険者1人につき　33万円
②16歳以上19歳未満の被保険者1人につき　12万円

※2　基礎控除は、「所得控除」のことで43万円（ただし、合計所得金額が2,400万円超の場合は、
段階的に引き下がります。）です。

高齢受給者証について2

国保に加入されている方は次のような給付が受けられます。

国保で受けられる給付

10 11

対象被保険者 負担割合

70歳未満の方 小学校就学前 2割
小学校就学後〜69歳まで 3割

70歳以上の方 現役並み所得者世帯 3割
その他の世帯 2割
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災害など特別な事情により、一部負担金の支払いが困難で収入等が一定の基
準以下に該当した場合、申請により、一部負担金の減額、免除、徴収猶予が受
けられる場合がありますのでご相談ください。

現役並み所得者世帯は、負担割合が3割になりますが、次の条件1又は条件
2のいずれかに該当した場合は、負担割合と高額療養費の自己負担限度額が2割
の方と同じになります（高額療養費については18ページをご覧ください。）。
　なお、対象となる方には、ご案内をお送りします。

基準収入額の適用について
（3割負担から2割負担への変更について）

70歳～74歳の国保被保険者の方の
収入合計額（注1）

383万円未満

520万円未満

70歳～74歳の国保被保険者の人数

1人

2人以上

条件1　70歳～74歳の方のみで判定

注1 収入合計額とは、必要経費等（公的年金等控除、基礎控除、社会保険料控除等）を控除する
　　前の金額です。

注2 後期高齢者医療制度の被保険者の方のうち、直前に加入していた保険が国保の方の場合に限り
　　ます。

70歳～74歳の国保被保険者の方と
後期高齢者医療制度の被保険者の方の収入合計額

520万円未満

条件2　後期高齢者医療制度の被保険者の方（注2）を含めて判定

入院したときの食事代

一部負担金の減免制度3

12 13

＜表１＞　食事療養標準負担額
●令和６年５月まで

世帯の区分
食事療養標準負担額
食事代（1食）

市民税課税世帯 460円（※1）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 210円
（160円（※2））

70歳�
以上

区分Ⅱ（※4） 210円
（160円（※2））

区分Ⅰ（※4） 100円
●令和６年6月から

世帯の区分
食事療養標準負担額
食事代（1食）

市民税課税世帯 490円（※1）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 230円
（180円（※2））

70歳�
以上

区分Ⅱ（※4） 230円
（180円（※2））

区分Ⅰ（※4） 110円
※1　�小児慢性特定疾病の患者の方、指定難病の患者の方又は平成28年3月31日時点で既に1年継続して精神病床に入院して

おり、引き続き入院されている方は、280円（令和6年5月までは260円）になります。
※2　直近12か月の入院日数が90日を超えている場合、申請により180円（令和6年5月までは160円）に減額されます。
※3　�対象年度の市民税賦課期日である1月1日に日本国内に住所を有していない方を含む場合は課税世帯となります。
※4　区分Ⅱ、区分Ⅰの適用条件は22～ 24ページをご覧ください。

 食事療養標準負担額
　医療機関に入院した時には、食事代として次の＜表１＞のとおり食事療養標準負
担額を負担する必要があります。

 生活療養標準負担額
　療養病床に入院する65歳～ 74歳の方は原則、食事代と入院時の生活に要する費
用（光熱水費相当額）として14ページの＜表２＞のとおり生活療養標準負担額を
負担する必要があります。

　市民税非課税世帯の方は、認定証を医療機関の窓口に提出又は電子的確認による世帯区分の
確認を受けて、食事代の減額を受けることができます。認定証の交付を受けるには、保険証、
マイナンバーが確認できるものをお持ちのうえ、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域
にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）へ申請してください。
＊認定証の種類や申請方法などについては高額療養費のページで説明しております。
　詳しくは18～19ページをご覧ください。
＊�電子的確認による世帯区分の確認を受けられる場合は、原則、認定証の交付申請は不要となります。
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災害など特別な事情により、一部負担金の支払いが困難で収入等が一定の基
準以下に該当した場合、申請により、一部負担金の減額、免除、徴収猶予が受
けられる場合がありますのでご相談ください。

現役並み所得者世帯は、負担割合が3割になりますが、次の条件1又は条件
2のいずれかに該当した場合は、負担割合と高額療養費の自己負担限度額が2割
の方と同じになります（高額療養費については18ページをご覧ください。）。
　なお、対象となる方には、ご案内をお送りします。

基準収入額の適用について
（3割負担から2割負担への変更について）

70歳～74歳の国保被保険者の方の
収入合計額（注1）

383万円未満

520万円未満

70歳～74歳の国保被保険者の人数

1人

2人以上

条件1　70歳～74歳の方のみで判定

注1 収入合計額とは、必要経費等（公的年金等控除、基礎控除、社会保険料控除等）を控除する
　　前の金額です。

注2 後期高齢者医療制度の被保険者の方のうち、直前に加入していた保険が国保の方の場合に限り
　　ます。

70歳～74歳の国保被保険者の方と
後期高齢者医療制度の被保険者の方の収入合計額

520万円未満

条件2　後期高齢者医療制度の被保険者の方（注2）を含めて判定

入院したときの食事代

一部負担金の減免制度3

12 13

＜表１＞　食事療養標準負担額
●令和６年５月まで

世帯の区分
食事療養標準負担額
食事代（1食）

市民税課税世帯 460円（※1）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 210円
（160円（※2））

70歳�
以上

区分Ⅱ（※4） 210円
（160円（※2））

区分Ⅰ（※4） 100円
●令和６年6月から

世帯の区分
食事療養標準負担額
食事代（1食）

市民税課税世帯 490円（※1）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 230円
（180円（※2））

70歳�
以上

区分Ⅱ（※4） 230円
（180円（※2））

区分Ⅰ（※4） 110円
※1　�小児慢性特定疾病の患者の方、指定難病の患者の方又は平成28年3月31日時点で既に1年継続して精神病床に入院して

おり、引き続き入院されている方は、280円（令和6年5月までは260円）になります。
※2　直近12か月の入院日数が90日を超えている場合、申請により180円（令和6年5月までは160円）に減額されます。
※3　�対象年度の市民税賦課期日である1月1日に日本国内に住所を有していない方を含む場合は課税世帯となります。
※4　区分Ⅱ、区分Ⅰの適用条件は22～ 24ページをご覧ください。

 食事療養標準負担額
　医療機関に入院した時には、食事代として次の＜表１＞のとおり食事療養標準負
担額を負担する必要があります。

 生活療養標準負担額
　療養病床に入院する65歳～ 74歳の方は原則、食事代と入院時の生活に要する費
用（光熱水費相当額）として14ページの＜表２＞のとおり生活療養標準負担額を
負担する必要があります。

　市民税非課税世帯の方は、認定証を医療機関の窓口に提出又は電子的確認による世帯区分の
確認を受けて、食事代の減額を受けることができます。認定証の交付を受けるには、保険証、
マイナンバーが確認できるものをお持ちのうえ、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域
にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）へ申請してください。
＊認定証の種類や申請方法などについては高額療養費のページで説明しております。
　詳しくは18～19ページをご覧ください。
＊�電子的確認による世帯区分の確認を受けられる場合は、原則、認定証の交付申請は不要となります。
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14 15

入院した時の食事代と認定証に関するQ&A
Q 市民税非課税世帯ですが、減額を受けずに食事代を支払ったけど？

A 食事代は、認定証を医療機関の窓口に提出する又は電子的確認による世帯区分の確認を受けた場合に
減額されます。
減額を受けずに食事代を支払った場合は、認定証を医療機関に提出できなかった又は電子的確認によ

る世帯区分の確認を受けることができなかったやむを得ない理由があると認められるときに限り、申請に
より差額を支給することとなります。

Q 認定証はいつまで使えるの？

A 毎年7月末まで適用されます。8月以降も引き続き認定証が必要となる場合は、8月以降に改めて申請
する必要があります。
なお、世帯の区分に変更がある場合などは、年度途中でも認定証の回収又は交換を行います。

Q 入院日数が90日を超えているけど？

A 市民税非課税世帯で、申請月を含む直近12か月の入院日数が90日を超えている場合、住所地の区役
所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）へ申請をすると、13
ページの＜表1＞及び14ページの＜表2＞の※2の負担額（以下「長期該当」といいます。）が適用されます。
長期該当の認定証を医療機関に提出するか電子的確認による長期該当の確認を受けると、翌月1日から

減額されます。しかし、効力は91日目から発生していますので、91日目〜提出月の末までの食事代につ
いては、申請により差額を支給することとなります。
ただし、申請月の初日がすでに91日目を超えている場合、やむを得ない理由がない限り、効力は月の

初日までしか遡れません。
また、認定証をすでにお持ちの場合や電子的確認による世帯区分の確認を受けている場合で、入院日数が

90日を超えたときは、長期該当が適用されるためには、領収書等の入院期間のわかるものを添えて改めて申
請する必要があります。

＜表２＞生活療養標準負担額
●令和６年５月まで

世帯の区分

生活療養標準負担額
食事代（1食）

居住費
（1日）右の各項目に

該当しない方
医療の必要性の
高い方 指定難病の方

市民税課税世帯 460円
（420円（※1））

460円
（420円（※1）） 260円

370円
（指定難病の�
方は0円）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 210円 210円
（160円（※2））

210円
（160円（※2））

70
歳
以
上

区分Ⅱ
（※4） 210円 210円

（160円（※2））
210円

（160円（※2））

区分Ⅰ
（※4） 130円 100円 100円

●令和６年6月から

世帯の区分

生活療養標準負担額
食事代（1食）

居住費
（1日）右の各項目に

該当しない方
医療の必要性の
高い方 指定難病の方

市民税課税世帯 490円
（450円（※1））

490円
（450円（※1）） 280円

370円
（指定難病の�
方は0円）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 230円 230円
（180円（※2））

230円
（180円（※2））

70
歳
以
上

区分Ⅱ
（※4） 230円 230円

（180円（※2））
230円

（180円（※2））

区分Ⅰ
（※4） 140円 110円 110円

※1　医療機関によっては450円（令和6年5月までは420円）になります。
※2　直近12か月の入院日数が90日を超えている場合、申請により180円（令和6年5月までは160円）に減額されます。
※3　対象年度の市民税賦課期日である1月1日に日本国内に住所を有していない方を含む場合は課税世帯となります。
※4　区分Ⅱ、区分Ⅰの適用条件は22～ 24ページをご覧ください。
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入院した時の食事代と認定証に関するQ&A
Q 市民税非課税世帯ですが、減額を受けずに食事代を支払ったけど？

A 食事代は、認定証を医療機関の窓口に提出する又は電子的確認による世帯区分の確認を受けた場合に
減額されます。
減額を受けずに食事代を支払った場合は、認定証を医療機関に提出できなかった又は電子的確認によ

る世帯区分の確認を受けることができなかったやむを得ない理由があると認められるときに限り、申請に
より差額を支給することとなります。

Q 認定証はいつまで使えるの？

A 毎年7月末まで適用されます。8月以降も引き続き認定証が必要となる場合は、8月以降に改めて申請
する必要があります。
なお、世帯の区分に変更がある場合などは、年度途中でも認定証の回収又は交換を行います。

Q 入院日数が90日を超えているけど？

A 市民税非課税世帯で、申請月を含む直近12か月の入院日数が90日を超えている場合、住所地の区役
所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）へ申請をすると、13
ページの＜表1＞及び14ページの＜表2＞の※2の負担額（以下「長期該当」といいます。）が適用されます。
長期該当の認定証を医療機関に提出するか電子的確認による長期該当の確認を受けると、翌月1日から

減額されます。しかし、効力は91日目から発生していますので、91日目〜提出月の末までの食事代につ
いては、申請により差額を支給することとなります。
ただし、申請月の初日がすでに91日目を超えている場合、やむを得ない理由がない限り、効力は月の

初日までしか遡れません。
また、認定証をすでにお持ちの場合や電子的確認による世帯区分の確認を受けている場合で、入院日数が

90日を超えたときは、長期該当が適用されるためには、領収書等の入院期間のわかるものを添えて改めて申
請する必要があります。

＜表２＞生活療養標準負担額
●令和６年５月まで

世帯の区分

生活療養標準負担額
食事代（1食）

居住費
（1日）右の各項目に

該当しない方
医療の必要性の
高い方 指定難病の方

市民税課税世帯 460円
（420円（※1））

460円
（420円（※1）） 260円

370円
（指定難病の�
方は0円）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 210円 210円
（160円（※2））

210円
（160円（※2））

70
歳
以
上

区分Ⅱ
（※4） 210円 210円

（160円（※2））
210円

（160円（※2））

区分Ⅰ
（※4） 130円 100円 100円

●令和６年6月から

世帯の区分

生活療養標準負担額
食事代（1食）

居住費
（1日）右の各項目に

該当しない方
医療の必要性の
高い方 指定難病の方

市民税課税世帯 490円
（450円（※1））

490円
（450円（※1）） 280円

370円
（指定難病の�
方は0円）

市民税�
非課税世帯�
（減額適用後
の額）（※3）

70歳未満 230円 230円
（180円（※2））

230円
（180円（※2））

70
歳
以
上

区分Ⅱ
（※4） 230円 230円

（180円（※2））
230円

（180円（※2））

区分Ⅰ
（※4） 140円 110円 110円

※1　医療機関によっては450円（令和6年5月までは420円）になります。
※2　直近12か月の入院日数が90日を超えている場合、申請により180円（令和6年5月までは160円）に減額されます。
※3　対象年度の市民税賦課期日である1月1日に日本国内に住所を有していない方を含む場合は課税世帯となります。
※4　区分Ⅱ、区分Ⅰの適用条件は22～ 24ページをご覧ください。
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※1 診療内容明細書と領収明細書の様式は、区役所・支所保険年金課及び京北出
張所保健福祉第一担当にありますので、出国時にお持ちください（ホーム
ページからダウンロードもできます。）。治療を受けられたときは、かから
れた医療機関等で1か月分ごと、入院・外来ごとに診療内容明細書と領収明
細書に証明を受けてください。

　　なお、日本語以外で書かれている場合は、日本語に翻訳し、翻訳者の住所・
氏名を記載してください（ご自身による翻訳でもできます。)。

※2 海外で出産された場合は、33ページを参照してください。

国保に加入している方が、日本国外で治療を受けたときは、国保からの
給付は、申請に基づき後日支給されます。ただし、原則、治療を目的とし
て渡航したとき、日本国内で保険適用となっていない医療行為を受けたと
きは支給されません。
なお、日本国外の滞在期間が1年以上となる場合には、原則、海外転出

の届出とともに、国保の脱退の届出が必要です。

海外の医療機関等で行われ
た治療について治療費を負
担したとき（※2）

・医療機関等の発行した診療内容明細書及
び領収明細書（※1） 

・保険証
・世帯主の預（貯）金通帳
・海外に渡航した事実が確認できる書類
（旅券、航空券等）

・海外療養の調査に係る同意書

海外で医療機関等にかかったとき（海外療養費の支給）

次の①と②のいずれか低い額になります。
①同じ治療を日本国内で受けたと仮定した場合の医療費から自己負
担分を除いた額
②領収明細書の金額を支給決定日時点の為替レートで円に換算した
額から自己負担分を除いた額

療養費として支給される額

こんなとき 申請に必要なもの

各種申請については、一部を除き郵送での手続が可能です。
様式は、 京都市保険年金課のホーム
ページからダウンロードできます。

京都市国保給付関係 ダウンロードサービス
クリック
検 索

いったん全額自己負担したとき（療養費の支給）

16 17

　次の　 〜　 の給付は、申請に基づき、原則、口座振込により支給されます。住
所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福
祉第一担当）へ申請してください（申請から支給まで一定の期間を要します。）。
※給付を受ける権利は、原則、2年で消滅します。

　次のような場合で医療費の全額を支払ったときは、申請により国保が審査し、決
定した額から自己負担分を除いた額（5のみ決定した額）が後日支給されます。

こんなとき 申請に必要なもの
1�急病など、やむを得ないと認められる理由で、
医療機関に保険証を提出できなかった、又は電
子的確認を受けられなかったとき
※�1点10円を超える額を医療機関に支払われた場
合でも、1点10円の単価で計算します｡

・診療内容の明細書
（傷病名・治療内容及び回数・点数等が確
認できる医療機関が発行したもの）

・領収書
・保険証
・世帯主の預（貯）金通帳

2�柔道整復師、はり師、きゅう師、あん摩マッ
サージ指圧師にかかったとき
※�一部の施術師では、保険証を提出すれば、一部
負担金を支払うだけで済みます｡  

・医師の同意書
・施術内容の明細書
・領収書
・保険証
・世帯主の預（貯）金通帳

3�コルセットなどの治療用装具を購入したとき
（治療上必要なものに限られますので、症状固定
後のものや、美容上の目的のものは除きます｡）  
※�四肢のリンパ浮腫又は慢性静脈不全による難治
性潰瘍治療のため弾性着衣を購入した場合、対
象となる場合があります。

・治療用装具製作指示装着
　証明書
・領収書
・現物の写真
 （靴型装具の場合のみ）
・保険証
・世帯主の預（貯）金通帳  

4�輸血のための生血の費用を負担したとき ・医師の輸血証明書
・領収書
・保険証
・世帯主の預（貯）金通帳

5�腎移植、骨髄移植、臍帯血移植において、医師
の派遣及び腎、骨髄、臍帯血の搬送に要した費
用を負担したとき（臍帯血移植の場合は、医師
の派遣を除きます｡）

・医師の意見書
・領収書
・保険証 
・世帯主の預（貯）金通帳

6�移送時（34ページ参照）に医師等が医学的管理
を行ったとき（医学的管理の部分のみ療養費の
扱いとなります｡）

・医学的管理の明細書
・領収書
・保険証 
・世帯主の預（貯）金通帳
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※1 診療内容明細書と領収明細書の様式は、区役所・支所保険年金課及び京北出
張所保健福祉第一担当にありますので、出国時にお持ちください（ホーム
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クリック
検 索

いったん全額自己負担したとき（療養費の支給）
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　高額な受診の場合、「限度額適用認定証」を医療機関に提出又は電子的確認
（6ページ参照）による世帯区分の確認を受けることにより、毎月一つの医療機
関（同じ医療機関でも入院と入院以外、医科と歯科は、それぞれ別として計算
します。）でお支払いいただく金額が自己負担限度額（22～25ページ参照）まで
となります（20ページ図参照）。
　認定証の交付を受けるためには事前に申請が必要です。次のものをお持ちのう
え、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保
健福祉第一担当）へ申請してください。認定証に記載される有効期間は、申請さ

れた月の１日から翌年７月末（1月から7月までに申請された場合は同年7月末）ま
でとなりますので、８月以降も引き続き認定証が必要となる場合は、８月以降に改
めて申請が必要です。

　医療機関や薬局の窓口で支払った自己負担額（※１）が、暦月（月の初めか
ら終わりまで）で自己負担限度額（22～25ページ参照）を超えた場合に、超え
た金額を支給する制度です。
　※1　入院時の食事負担や差額ベッド代等は含みません。高額療養費の計算対象となる自己負担
　　　　額の計算の仕方については、20ページをご覧ください。

医療費が高額になったとき（高額療養費の支給）

高額療養費とは
　※2 初めて申請される場合、原則、マイナンバーの記載をお願いしますので、マイナンバーカード又は通

知カードと顔写真付きの本人確認書類をお持ちいただくとともに、対象となるご家族のマイナン
バーを事前に把握し、申請時に記載できるようご準備ください。

申請方法2
　高額療養費支給の対象となる方には、受診月の３か月後以降に、「高額療養費支
給のご案内について」と支給申請書をお送りします。支給申請書に必要事項を記入
し、同封の返信用封筒にて申請してください（窓口での申請手続をお願いする場合
もあります。）。
　なお、交通事故等の第三者行為による負傷の疑いがある場合や市民税の所得申
告をされていない方が世帯にいる場合等に、ご案内が届かないことがあります。
高額療養費の支給対象に該当すると思われる方で、受診した月から４か月以上た
ってもご案内が届かない場合は、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域に
お住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）へお問い合わせください。

限度額適用認定証について

　認定証には、①高額な受診をしたときの窓口での支払い（入院時の食
事負担や差額ベッド代等は除く。）を高額療養費の自己負担限度額まで
とする「限度額適用認定証」、②市民税非課税世帯の場合に入院時の食
事代を減額できる「標準負担額減額認定証」、③上記①②が適用される
「限度額適用・標準負担額減額認定証」の3種類があります。
　それぞれで交付条件や適用される内容が異なりますので、ご注意ください。

〈対象となる方と認定証の種類〉

認定証の種類

1

70歳以上の方のみの世帯の申請手続の簡素化について
　70歳以上の方のみの世帯の場合、原則、一度申請手続をされますと、その後、高
額療養費支給の対象となったときは、自動的に支給します。
　高額療養費の支給対象に該当すると思われる方で、受診した月から５か月以上た
っても、支給がない場合は、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住ま
いの方は、京北出張所保健福祉第一担当）までお問い合わせください。

・保険証、マイナンバーが確認できるもの（※２）申請に必要なもの

　限度額適用認定証は70歳～74歳の市民税課税世帯のうち現役並み所得者世帯（負
担割合が3割の方）で現役並みⅠ・現役並みⅡに該当する方及び市民税非課税世帯の
方、又は、70歳未満の方であれば、どなたでも対象となります（70歳～74歳の市民税
課税世帯のうち現役並みⅢ及び一般世帯に該当する方は、認定証の申請は必要ありま
せん。）。
　なお、電子的確認による世帯区分の確認を受けられる場合は、原則、認定証の申請は
必要ありません。
　それぞれの区分における自己負担限度額については、22〜25ページをご覧ください。

18 19

対象となる方 認定証の種類

70歳未満
（※3）

市民税課税世帯の方 ①限度額適用認定証

市民税非課税世帯の方 ②標準負担額減額認定証
③限度額適用・標準負担額減額認定証

70歳～
74歳

市民税課税世帯のうち、現役
並みⅠ、現役並みⅡの区分の方 ①限度額適用認定証

市民税非課税世帯の方 ③限度額適用・標準負担額減額認定証
※3　�70歳未満の方は、保険料の滞納があると限度額適用の認定が受けられない場合があります。
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対象となる方 認定証の種類

70歳未満
（※3）

市民税課税世帯の方 ①限度額適用認定証

市民税非課税世帯の方 ②標準負担額減額認定証
③限度額適用・標準負担額減額認定証

70歳～
74歳

市民税課税世帯のうち、現役
並みⅠ、現役並みⅡの区分の方 ①限度額適用認定証
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※3　�70歳未満の方は、保険料の滞納があると限度額適用の認定が受けられない場合があります。
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3 高額療養費の計算方法3
（1）自己負担額の計算の仕方
❶同じ医療機関でも入院と入院以外、医科と歯科は別々に計算
します。ただし、入院時に他の科で診療を受けたときは、歯
科以外は合算します。なお、院外処方で調剤を受けたとき
は、処方せんを交付した医療機関の診療と合算します。
❷保険適用の治療にかかる自己負担額が対象となります。入院時
の食事代・居住費や差額ベッド代、保険で認められていない
高度先進医療等にかかる費用や、総合病院等において、紹介
状を持参せずに受診した場合の定額負担などは対象外です。
❸医療機関から国保に送られてくる診療報酬明細書（レセプ
ト）に基づいて計算しますが、レセプトが審査によって減額
されたときは、減額後の額で計算します。
❹月の計算については、暦月（月の初めから終わりまで）単位
になります。そのため、複数月にわたって入院等をされた場
合でも、暦月単位で計算します。
❺上記❶の計算単位それぞれ一つでは、高額療養費の自己負担
限度額に達しない場合でも、同じ月内に自己負担額が21,000
円以上の場合が2回以上あったときは、それらの額を合算して
限度額を超えた分が支給されます（70歳～74歳の方は、
21,000円未満でも合算されます。）。

　医療機関や薬局の窓口で支払った額が自己負担限度額を超えた
場合で、ご案内が届かない場合や、その他ご不明な点があれば、
住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、
京北出張所保健福祉第一担当）までお問い合わせください。

（2）高額療養費の計算順序
一つの世帯に複数の国保被保険者がいる場合については、国保被

保険者全員の自己負担額を合算して高額療養費の計算を行います。
具体的な高額療養費の計算の順序は次のとおりです。

ア 70歳～74歳の方（「現役並み所得者世帯」を除く。）の個人ごと
の外来の自己負担額合計額が限度額（22ページ表中①の限度額
A）を超えた場合、超えた額を支給します。

イ 世帯の70歳～74歳の方全員の外来の自己負担額（アの支給があ
る場合は、アの高額療養費を支給した後の額）と入院の自己負担
額を合算し、70歳～74歳の世帯の限度額（23ページ表中②の限
度額Ｂ）を超えた場合、超えた額を支給します。

ウ 70歳～74歳世帯の高額療養費支給（イ）後の自己負担額と70歳
未満の方の自己負担額（21,000円以上の負担がある場合）を合
算し、世帯における国保被保険者全員で限度額（25ページの
「（4）70歳未満の方の自己負担限度額」）を超えた場合、超え
た額を支給します。

※限度額適用認定証等を使用し、一部負担金の支払いが自己負担限度額までとなった場合は、
世帯で合算するのは自己負担限度額（実際に負担した額）となります。

（例）70歳未満で一部負担金の割合が3割、市民税非課税世帯（自己負担限
　　度額35,400円）の方の場合

350,000円（総医療費の7割） 高額療養費分
114,600円

窓口負担額
35,400円

京都市から医療機関に直接支払う部分

総医療費 500,000円

限度額適用認定証を医療機関に提出又は電子
的確認による世帯区分の確認を受けた場合、
医療機関窓口でお支払いいただく金額が自己負
担限度額までとなります。

通常の一部負担金（総医療費
の3割）150,000円
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23

適用は、70歳の誕生日の属する月の翌月１日（１日生まれの方は　　　 　 当月１日）からとなります。
※表中の注釈（※１～※７）については、24ページをご覧ください。

（3）70歳～74歳の方の自己負担限度額

、

算定方法（①→②→③） ① ② ③

個人単位（外来）
個人ごとに外来の自己負担額を合算します。

世帯単位（外来＋入院）
世帯の70歳～74歳の方全員の外来の自己負
担額（限度額Aを超えた場合は、高額療養費
を支給した後の額）と入院の自己負担額を合算
します。

国保被保険者全員
①及び②で計算した、70歳
〜 74 歳の方の高額療養費
を支給した後の自己負担額
と、70歳未満の方の自己負担
額（21,000 円以上の負担が
ある場合。金額の考え方は20
ページをご覧ください。）を合
算し、25ページの限度額を超
えた場合、その額を支給しま
す。

高額療養費を支給する額
限度額A（世帯の区分ごとに以下の額）を超え
た場合、その超えた額を支給します。

限度額B（世帯の区分ごとに以下の額）を超
えた場合、その超えた額を支給します。

世
帯
の
区
分

市
民
税
課
税
世
帯

現
役
並
み
所
得
者
世
帯 

（※1）

課税所得690万円
以上【現役並みⅢ】

限度額A 　なし

限度額B �252,600円＋（総医療費の中で�
 842,000円を超えた額の１％）
〈多数該当 140,100円〉  （※ 7）

課税所得380万円
以上【現役並みⅡ】

限度額B �167,400円＋（総医療費の中で�
 558,000円を超えた額の１％）
〈多数該当 93,000円〉  （※ 7）

課税所得145万円
以上【現役並みⅠ】

限度額B �80,100円＋（総医療費の中で�
 267,000円を超えた額の１％）
〈多数該当 44,400円〉  （※ 7）

一般世帯
（※2）

限度額A 　18,000円
《年間限度額144,000円》  （※ 6）

限度額B 　57,600円
〈多数該当44,400円〉  （※ 7）

市
民
税　
　

�

非
課
税
世
帯

区 分Ⅱ　（※4） 限度額A 　  8,000円 限度額B 　24,600円

区 分Ⅰ　（※5） 限度額A 　  8,000円 限度額B 　15,000円（※3）

22 23
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※ 1	 現役並み所得者世帯
医療機関の窓口で支払う一部負担金の割合が 3割となる世帯。基準は 10
ページをご覧ください。

※ 2	 現役並み所得者世帯の中で、一部負担金の割合が 2割となる世帯を含み
ます（12ページ参照）。

※ 3	� 対象年度の市民税賦課期日である 1月 1日に日本国内に住所を有してい
ない方を含む場合は課税世帯となります。

※ 4	 区分Ⅱ
国保被保険者及び保険証に記載している世帯主が市民税非課税で、区分
Ⅰ以外の世帯

※ 5	 区分Ⅰ
国保被保険者及び保険証に記載している世帯主が市民税非課税で、全員
の各所得額（＊）が 0円の世帯
＊雑所得での公的年金等控除額は、80万円とみなして計算します。
＊�給与所得を含む場合は、さらに給与所得の金額から 10万円を控除します。

※ 6	 暦月単位で計算した高額療養費支給後の自己負担額が、年間（毎年 8月
1日から翌年 7月 31日の間）で 144,000 円を超えた場合、その超えた
額を支給します（29ページ参照）。

※ 7	 多数該当の場合の限度額
多数該当の考え方は 26～ 27ページをご覧ください。

★ �75 歳到達月及び京都府内の市町村間での住所異動月については、自己負担限
度額の特例が適用されます（28～ 29ページ参照）。

★ �65 歳未満の非自発的失業者については、対象者の給与所得を 30／ 100 と
みなして限度額区分の計算を行います。詳しくは 45ページをご覧ください。

（5）限度額の判定や特例について
❶限度額の判定
各世帯の限度額がどの区分に該当するかの判定は市民税の情報に
基づきます。
例えば、令和6年度市民税の情報は、令和6年8月から令和7年
7月診療分の高額療養費に適用します。また、年度途中に国保世帯
に加入、脱退があった場合は、その都度、限度額の見直しを行い
ます。

❷多数該当
　　一つの世帯で、過去12か月以内に3回以上の高額療養費の支給
（※）を受けた場合、自己負担限度額の区分によっては、4回目以
降は自己負担限度額が変わる場合があります。
※なお、70歳～74歳の方が22ページの個人単位（外来）の限度額
を超えて支給された高額療養費は含まれません。

（例）世帯単位の負担額
　（70歳未満の市民税非課税世帯の場合）

が高額療養費として支給されます。

4回目からは24,600円を超
えた額が支給されます。

1
月

2
月

3
月

4
回
目

3
回
目

2
回
目

1
回
目

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

35,400円

24,600円

（4）70歳未満の方の自己負担限度額

※1  基礎控除は、「所得控除」のことで４３万円（ただし、合計所得金額が2,400万円超
　　 の場合は、段階的に引き下がります。）です。
※2  多数該当の限度額
　　 多数該当の考え方は26～27ページをご覧ください。
※3  対象年度の市民税賦課期日である１月１日に日本国内に住所を有していない
　　 方を含む場合は課税世帯となります。
★65歳未満の非自発的失業者については、対象者の給与所得を30／100と
　みなして限度額区分の計算を行います。
　詳しくは45ページをご覧ください。

世帯の区分

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
901万円超

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
600万円超～901万円以下

市民税非課税世帯（※3） 月 35,400円（多数該当　24,600円）（※2）

月 57,600円（多数該当　44,400円）（※2）

月252,600円
総医療費の中で
842,000円を
超えた額の1％

（多数該当　140,100円）（※2）

月167,400円
総医療費の中で
558,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 93,000円）（※2）

市
民
税
課
税
世
帯

上
位
所
得
世
帯

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円超～600万円以下

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円以下

月 80,100円
総医療費の中で
267,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 44,400円）（※2）一
般
世
帯

自己負担限度額

［区分ア］

［区分イ］

［区分ウ］

［区分エ］

［区分オ］

24 25
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※ 1	 現役並み所得者世帯
医療機関の窓口で支払う一部負担金の割合が 3割となる世帯。基準は 10
ページをご覧ください。

※ 2	 現役並み所得者世帯の中で、一部負担金の割合が 2割となる世帯を含み
ます（12ページ参照）。

※ 3	� 対象年度の市民税賦課期日である 1月 1日に日本国内に住所を有してい
ない方を含む場合は課税世帯となります。

※ 4	 区分Ⅱ
国保被保険者及び保険証に記載している世帯主が市民税非課税で、区分
Ⅰ以外の世帯

※ 5	 区分Ⅰ
国保被保険者及び保険証に記載している世帯主が市民税非課税で、全員
の各所得額（＊）が 0円の世帯
＊雑所得での公的年金等控除額は、80万円とみなして計算します。
＊�給与所得を含む場合は、さらに給与所得の金額から 10万円を控除します。

※ 6	 暦月単位で計算した高額療養費支給後の自己負担額が、年間（毎年 8月
1日から翌年 7月 31日の間）で 144,000 円を超えた場合、その超えた
額を支給します（29ページ参照）。

※ 7	 多数該当の場合の限度額
多数該当の考え方は 26～ 27ページをご覧ください。

★ �75 歳到達月及び京都府内の市町村間での住所異動月については、自己負担限
度額の特例が適用されます（28～ 29ページ参照）。

★ �65 歳未満の非自発的失業者については、対象者の給与所得を 30／ 100 と
みなして限度額区分の計算を行います。詳しくは 45ページをご覧ください。

（5）限度額の判定や特例について
❶限度額の判定
各世帯の限度額がどの区分に該当するかの判定は市民税の情報に
基づきます。
例えば、令和6年度市民税の情報は、令和6年8月から令和7年
7月診療分の高額療養費に適用します。また、年度途中に国保世帯
に加入、脱退があった場合は、その都度、限度額の見直しを行い
ます。

❷多数該当
　　一つの世帯で、過去12か月以内に3回以上の高額療養費の支給
（※）を受けた場合、自己負担限度額の区分によっては、4回目以
降は自己負担限度額が変わる場合があります。
※なお、70歳～74歳の方が22ページの個人単位（外来）の限度額
を超えて支給された高額療養費は含まれません。

（例）世帯単位の負担額
　（70歳未満の市民税非課税世帯の場合）

が高額療養費として支給されます。

4回目からは24,600円を超
えた額が支給されます。

1
月

2
月

3
月

4
回
目

3
回
目

2
回
目

1
回
目

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

35,400円

24,600円

（4）70歳未満の方の自己負担限度額

※1  基礎控除は、「所得控除」のことで４３万円（ただし、合計所得金額が2,400万円超
　　 の場合は、段階的に引き下がります。）です。
※2  多数該当の限度額
　　 多数該当の考え方は26～27ページをご覧ください。
※3  対象年度の市民税賦課期日である１月１日に日本国内に住所を有していない
　　 方を含む場合は課税世帯となります。
★65歳未満の非自発的失業者については、対象者の給与所得を30／100と
　みなして限度額区分の計算を行います。
　詳しくは45ページをご覧ください。

世帯の区分

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
901万円超

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
600万円超～901万円以下

市民税非課税世帯（※3） 月 35,400円（多数該当　24,600円）（※2）

月 57,600円（多数該当　44,400円）（※2）

月252,600円
総医療費の中で
842,000円を
超えた額の1％

（多数該当　140,100円）（※2）

月167,400円
総医療費の中で
558,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 93,000円）（※2）

市
民
税
課
税
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上
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得
世
帯

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円超～600万円以下

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円以下

月 80,100円
総医療費の中で
267,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 44,400円）（※2）一
般
世
帯

自己負担限度額

［区分ア］

［区分イ］

［区分ウ］

［区分エ］

［区分オ］
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（5）限度額の判定や特例について
❶限度額の判定
各世帯の限度額がどの区分に該当するかの判定は市民税の情報に
基づきます。
例えば、令和6年度市民税の情報は、令和6年8月から令和7年
7月診療分の高額療養費に適用します。また、年度途中に国保世帯
に加入、脱退があった場合は、その都度、限度額の見直しを行い
ます。

❷多数該当
　　一つの世帯で、過去12か月以内に3回以上の高額療養費の支給
（※）を受けた場合、自己負担限度額の区分によっては、4回目以
降は自己負担限度額が変わる場合があります。
※なお、70歳～74歳の方が22ページの個人単位（外来）の限度額
を超えて支給された高額療養費は含まれません。

（例）世帯単位の負担額
　（70歳未満の市民税非課税世帯の場合）

が高額療養費として支給されます。

4回目からは24,600円を超
えた額が支給されます。

1
月

2
月

3
月

4
回
目

3
回
目

2
回
目

1
回
目

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

35,400円

24,600円

（4）70歳未満の方の自己負担限度額

※1  基礎控除は、「所得控除」のことで４３万円（ただし、合計所得金額が2,400万円超
　　 の場合は、段階的に引き下がります。）です。
※2  多数該当の限度額
　　 多数該当の考え方は26～27ページをご覧ください。
※3  対象年度の市民税賦課期日である１月１日に日本国内に住所を有していない
　　 方を含む場合は課税世帯となります。
★65歳未満の非自発的失業者については、対象者の給与所得を30／100と
　みなして限度額区分の計算を行います。
　詳しくは45ページをご覧ください。

世帯の区分

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
901万円超

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
600万円超～901万円以下

市民税非課税世帯（※3） 月 35,400円（多数該当　24,600円）（※2）

月 57,600円（多数該当　44,400円）（※2）

月252,600円
総医療費の中で
842,000円を
超えた額の1％

（多数該当　140,100円）（※2）

月167,400円
総医療費の中で
558,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 93,000円）（※2）

市
民
税
課
税
世
帯

上
位
所
得
世
帯

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円超～600万円以下

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円以下

月 80,100円
総医療費の中で
267,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 44,400円）（※2）一
般
世
帯

自己負担限度額

［区分ア］

［区分イ］

［区分ウ］

［区分エ］

［区分オ］

★多数該当の通算について
　平成 30年 4月診療分以降の高額療養費の該当回数については、京都府内の市町村間で
の住所異動（転居等）であって、異動後も世帯が同一であると認められる場合には、転居
前と転居後の該当回数を通算します。
　高額療養費の該当回数が通算される場合の例は以下のとおりです。

※�詳細については、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一�
担当）までお問い合わせください。26 27

　一の世帯のみで完結する住所異動（他の国保加入者を含む世帯と関わらない）の場合は、住
所異動前の世帯の該当回数を引き継ぎます。

●�京都府外への転出又は他の健康保険への加入後、再度京都府内の市町村に転入した場
合も、転出前の該当回数を引き継ぎます。

京都府内Ｘ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回

高額療養費該当回数 1回 高額療養費該当回数 2回

京都府内Ｘ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯
京都府外Ｙ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 1回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

●�京都府内 X市在住の世帯主Cさんが、京都市に転入すると同時に、京都市在住のA
さん世帯の世帯員となった場合

　世帯分離や世帯合併による住所異動の場合は、異動後の世帯主が、異動前に世帯主で
あった世帯における該当回数を引き継ぎます。
●�京都府内Ｘ市に在住のＡさん世帯が分離し、世帯主Ａさん及び世帯員Ｂさんが京都市
に転入した場合

京都府内Ｘ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回
世帯主Ｃさん

Ｃ世帯

高額療養費該当回数 0回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回

京都府内Ｘ市

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 1回

京都府内Ｘ市

世帯主Ｃさん
Ｃ世帯

高額療養費該当回数 3回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 1回
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（5）限度額の判定や特例について
❶限度額の判定
各世帯の限度額がどの区分に該当するかの判定は市民税の情報に
基づきます。
例えば、令和6年度市民税の情報は、令和6年8月から令和7年
7月診療分の高額療養費に適用します。また、年度途中に国保世帯
に加入、脱退があった場合は、その都度、限度額の見直しを行い
ます。

❷多数該当
　　一つの世帯で、過去12か月以内に3回以上の高額療養費の支給
（※）を受けた場合、自己負担限度額の区分によっては、4回目以
降は自己負担限度額が変わる場合があります。
※なお、70歳～74歳の方が22ページの個人単位（外来）の限度額
を超えて支給された高額療養費は含まれません。

（例）世帯単位の負担額
　（70歳未満の市民税非課税世帯の場合）

が高額療養費として支給されます。

4回目からは24,600円を超
えた額が支給されます。

1
月

2
月

3
月

4
回
目

3
回
目

2
回
目

1
回
目

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

35,400円

24,600円

（4）70歳未満の方の自己負担限度額

※1  基礎控除は、「所得控除」のことで４３万円（ただし、合計所得金額が2,400万円超
　　 の場合は、段階的に引き下がります。）です。
※2  多数該当の限度額
　　 多数該当の考え方は26～27ページをご覧ください。
※3  対象年度の市民税賦課期日である１月１日に日本国内に住所を有していない
　　 方を含む場合は課税世帯となります。
★65歳未満の非自発的失業者については、対象者の給与所得を30／100と
　みなして限度額区分の計算を行います。
　詳しくは45ページをご覧ください。

世帯の区分

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
901万円超

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
600万円超～901万円以下

市民税非課税世帯（※3） 月 35,400円（多数該当　24,600円）（※2）

月 57,600円（多数該当　44,400円）（※2）

月252,600円
総医療費の中で
842,000円を
超えた額の1％

（多数該当　140,100円）（※2）

月167,400円
総医療費の中で
558,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 93,000円）（※2）

市
民
税
課
税
世
帯

上
位
所
得
世
帯

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円超～600万円以下

世帯員各々の基礎控除（※1）
後の総所得金額等の合計
210万円以下

月 80,100円
総医療費の中で
267,000円を
超えた額の1％

（多数該当　 44,400円）（※2）一
般
世
帯

自己負担限度額

［区分ア］

［区分イ］

［区分ウ］

［区分エ］

［区分オ］

★多数該当の通算について
　平成 30年 4月診療分以降の高額療養費の該当回数については、京都府内の市町村間で
の住所異動（転居等）であって、異動後も世帯が同一であると認められる場合には、転居
前と転居後の該当回数を通算します。
　高額療養費の該当回数が通算される場合の例は以下のとおりです。

※�詳細については、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一�
担当）までお問い合わせください。26 27

　一の世帯のみで完結する住所異動（他の国保加入者を含む世帯と関わらない）の場合は、住
所異動前の世帯の該当回数を引き継ぎます。

●�京都府外への転出又は他の健康保険への加入後、再度京都府内の市町村に転入した場
合も、転出前の該当回数を引き継ぎます。

京都府内Ｘ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回

高額療養費該当回数 1回 高額療養費該当回数 2回

京都府内Ｘ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯
京都府外Ｙ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 1回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

●�京都府内 X市在住の世帯主Cさんが、京都市に転入すると同時に、京都市在住のA
さん世帯の世帯員となった場合

　世帯分離や世帯合併による住所異動の場合は、異動後の世帯主が、異動前に世帯主で
あった世帯における該当回数を引き継ぎます。
●�京都府内Ｘ市に在住のＡさん世帯が分離し、世帯主Ａさん及び世帯員Ｂさんが京都市
に転入した場合

京都府内Ｘ市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回
世帯主Ｃさん

Ｃ世帯

高額療養費該当回数 0回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 3回

京都府内Ｘ市

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん、Ｃさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 1回

京都府内Ｘ市

世帯主Ｃさん
Ｃ世帯

高額療養費該当回数 3回

京都市

世帯主Ａさん
世帯員Ｂさん

Ａ世帯

高額療養費該当回数 1回
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❸特定疾病
　厚生労働大臣が指定する特定疾病（血友病、人工透析が必要な慢性腎
不全及び血液凝固因子製剤に起因するHIV感染症）については、一つの医
療機関で入院又は外来ごとに1か月10,000円（★）を超えた額が支給され
ます。この特定疾病に係る治療を受けるときは、保険証と「特定疾病療養
受療証」を医療機関の窓口に提出又は電子的確認を受ける必要があります。
※特定疾病では、原則として、高額療養費が国保から医療機関に直接支払われるため、医療機関の窓
口では、10,000円（★）を支払うだけで済みます。

※院外処方を受け、医療機関と保険薬局への支払の合計が10,000円（★）を超えたときは、申請に
より10,000円（★）を超えた分が後から支給されます。

※慢性腎不全及びHIV感染症について、「障害者自立支援医療（更生医療・育成医療）」を利用され
る場合は、保険証と特定疾病療養受療証の提出又は電子的確認を受けるとともに、障害者自立支援
医療受給者証を医療機関の窓口に提出してください。
★上位所得世帯に属する70歳未満の被保険者の人工透析が必要な慢性腎不全に係る診療について
は20,000円

❹75歳到達月における限度額特例措置について
　75歳に到達されて、後期高齢者医療制度の被保険者となった場合に、
誕生月については、国保と後期高齢者医療制度でそれぞれの自己負担限度
額が適用され、負担が増える場合があります。
　これを防ぐため、自己負担限度額を本来の額の2分の1として高額療養
費の計算を行います。

●75歳に到達されて国保から後期高齢者医療制度に移行した方
　（1日生まれの方を除きます。）
●75歳に到達されて後期高齢者医療制度に移行された方が被用者保険や
国保組合の本人で、その方の扶養家族から国保に加入とした方
　（1日付けの加入を除きます。）

●高額療養費は世帯全体で計算します。そのため、特例に該当する方が
いても、世帯の状況によっては、最終的な支給額が変わらない場合が
あります。

対象者

その他

❺京都府内の市町村間の住所異動月における自己負担限度額の特例
　について
 京都府内の市町村間における住所異動のあった月については、異動前の
市町村国保と異動後の市町村国保における自己負担限度額をそれぞれ本
来の額の2分の1として高額療養費の計算を行います。
※上記の特例については、異動後の市町村国保において異動前と引き続き同じ世帯であることが認め
られる場合に適用されます。
※同一月に3市町村以上にまたがる住所異動があった場合についても、自己負担限度額はそれぞれの
市町村で2分の1となります。

※住所異動月においてそれぞれの市町村で高額療養費の支給があった場合でも、多数該当に係る該
当回数は、1月につき1回となります。

※70歳未満の方の高額療養費支給額計算において、合算対象となる自己負担額の基準額（21,000
円）についても、2分の1（10,500円）として計算します。

※住所異動月と75歳到達月が同月となった場合は、75歳到達月における限度額特例措置対象者の自
己負担限度額を4分の1として計算します。

❻70歳～74歳の個人単位（外来）における年間限度額の取扱いに
　ついて
　70歳～74歳における個人単位（外来）の自己負担限度額については、
平成29年8月以降、月当たりの自己負担限度額のほか、年間の自己負担限
度額が設けられています（現役並み所得者世帯の方を除きます。）。
　基準日（原則、毎年7月31日）時点で、一般世帯又は市民税非課税世帯
の区分に該当する方について、計算期間（毎年8月1日～翌年7月31日ま
で）中、一般世帯又は市民税非課税世帯の区分であった月の個人単位（外
来）における自己負担額の合計（月当たりの高額療養費が支給されている
場合は支給後の金額）が144,000円を超える場合、超えた額を支給します。

28 29
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❸特定疾病
　厚生労働大臣が指定する特定疾病（血友病、人工透析が必要な慢性腎
不全及び血液凝固因子製剤に起因するHIV感染症）については、一つの医
療機関で入院又は外来ごとに1か月10,000円（★）を超えた額が支給され
ます。この特定疾病に係る治療を受けるときは、保険証と「特定疾病療養
受療証」を医療機関の窓口に提出又は電子的確認を受ける必要があります。
※特定疾病では、原則として、高額療養費が国保から医療機関に直接支払われるため、医療機関の窓
口では、10,000円（★）を支払うだけで済みます。

※院外処方を受け、医療機関と保険薬局への支払の合計が10,000円（★）を超えたときは、申請に
より10,000円（★）を超えた分が後から支給されます。

※慢性腎不全及びHIV感染症について、「障害者自立支援医療（更生医療・育成医療）」を利用され
る場合は、保険証と特定疾病療養受療証の提出又は電子的確認を受けるとともに、障害者自立支援
医療受給者証を医療機関の窓口に提出してください。
★上位所得世帯に属する70歳未満の被保険者の人工透析が必要な慢性腎不全に係る診療について
は20,000円

❹75歳到達月における限度額特例措置について
　75歳に到達されて、後期高齢者医療制度の被保険者となった場合に、
誕生月については、国保と後期高齢者医療制度でそれぞれの自己負担限度
額が適用され、負担が増える場合があります。
　これを防ぐため、自己負担限度額を本来の額の2分の1として高額療養
費の計算を行います。

●75歳に到達されて国保から後期高齢者医療制度に移行した方
　（1日生まれの方を除きます。）
●75歳に到達されて後期高齢者医療制度に移行された方が被用者保険や
国保組合の本人で、その方の扶養家族から国保に加入とした方
　（1日付けの加入を除きます。）

●高額療養費は世帯全体で計算します。そのため、特例に該当する方が
いても、世帯の状況によっては、最終的な支給額が変わらない場合が
あります。

対象者

その他

❺京都府内の市町村間の住所異動月における自己負担限度額の特例
　について
 京都府内の市町村間における住所異動のあった月については、異動前の
市町村国保と異動後の市町村国保における自己負担限度額をそれぞれ本
来の額の2分の1として高額療養費の計算を行います。
※上記の特例については、異動後の市町村国保において異動前と引き続き同じ世帯であることが認め
られる場合に適用されます。
※同一月に3市町村以上にまたがる住所異動があった場合についても、自己負担限度額はそれぞれの
市町村で2分の1となります。

※住所異動月においてそれぞれの市町村で高額療養費の支給があった場合でも、多数該当に係る該
当回数は、1月につき1回となります。

※70歳未満の方の高額療養費支給額計算において、合算対象となる自己負担額の基準額（21,000
円）についても、2分の1（10,500円）として計算します。

※住所異動月と75歳到達月が同月となった場合は、75歳到達月における限度額特例措置対象者の自
己負担限度額を4分の1として計算します。

❻70歳～74歳の個人単位（外来）における年間限度額の取扱いに
　ついて
　70歳～74歳における個人単位（外来）の自己負担限度額については、
平成29年8月以降、月当たりの自己負担限度額のほか、年間の自己負担限
度額が設けられています（現役並み所得者世帯の方を除きます。）。
　基準日（原則、毎年7月31日）時点で、一般世帯又は市民税非課税世帯
の区分に該当する方について、計算期間（毎年8月1日～翌年7月31日ま
で）中、一般世帯又は市民税非課税世帯の区分であった月の個人単位（外
来）における自己負担額の合計（月当たりの高額療養費が支給されている
場合は支給後の金額）が144,000円を超える場合、超えた額を支給します。

28 29
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高額医療・高額介護合算療養費制度
　医療保険と介護保険の両保険における１年間の計算期間（毎年8月1日～翌年
7月31日まで）の自己負担額（＊）が高額になった場合、負担を軽減するため
に、自己負担限度額を超えた額が支給されます。
　ただし、医療保険か介護保険のどちらかしかお支払いがない世帯は除きます。
＊高額療養費及び高額介護サービス費として支給される額を除いた自己負担額であり、食費や居住
費、差額ベッド代などは合算の対象となりません。

　なお、医療保険では高額療養費の場合と同様に、70歳未満の方は21,000円以上の自己負担額が合
算の対象となります。

　 申請方法
　高額医療・高額介護合算療養費支給の対象となる方には、計算期間が経過し
た翌年の３月以降に、「高額医療・高額介護合算療養費について（お知ら
せ）」と支給申請書をお送りします。支給申請書に必要事項を記入し、同封の
返信用封筒にて申請してください。
　申請書については、基準日（原則毎年7月31日）時点で加入している医療保
険者に提出していただき、介護保険への提出は不要です。
（計算期間内に他の市町村の国保・介護、社会保険等に加入していた場合は、
申請書への記載が必要です。）
　なお、計算期間内に他の医療保険から京都市国保に加入した場合等に、ご案
内が届かないことがあります。高額医療・高額介護合算療養費の支給対象に該
当すると思われる方で、計算期間が経過した翌年の３月以降になってもご案内
が届かない場合は、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの
方は、京北出張所保健福祉第一担当）へお問い合わせください。

●支給決定について
　支給額については、計算期間内に支払われた自己負担額から、高額療養費・
高額介護サービス費として支給される額を除いた額を合算し、世帯ごとの高額
医療・高額介護合算療養費の自己負担限度額を超えた額が支給されます。
　なお、お支払いはそれぞれの医療保険・介護保険で支払われた額に応じ按分
のうえ、それぞれの医療保険・介護保険から支払われます。

　世帯の区分の考え方は高額療養費の場合と同様です。
詳しくは22～25ページをご覧ください。
　70歳未満の方は、自己負担限度額適用後の70歳～74歳の方の負担額と合算
して支給額を計算します。

高額医療・高額介護合算療養費制度の自己負担限度額 ●計算における世帯の考え方
　基準日（原則、毎年７月31日）に加入している医療保険単位で計算します。
　基準日時点に同じ医療保険に加入している場合、その加入者が計算期間内に
負担した医療費と介護サービス費を合算します。ただし、基準日時点で異なる
医療保険に加入している場合は、合算できません。
　そのため、次のような場合、同じ世帯であっても、別の医療保険となるため、
それぞれの医療保険で計算することになります。
　なお、計算期間中に加入している医療保険が変更となった場合など、合算対
象となる方の範囲が変わる場合があります。

（例）Aさん　77歳（基準日時点で、後期高齢者医療 に加入）

Bさん　74歳（基準日時点で、国民健康保険  に加入）
異なる医療保険なので、別に計算

30 31

70 歳～ 74歳
世帯の区分 自己負担限度額

市民税課税世帯
現役並み
所得者世帯

課税所得 690万円以上
［現役並みⅢ］ 2,120,000 円

課税所得 380万円以上
　　　　［現役並みⅡ］ 1,410,000 円

課税所得 145万円以上
　　　　［現役並みⅠ］ 670,000 円

一般世帯 560,000 円

市民税非課税世帯
区分Ⅱ 310,000 円
区分Ⅰ 190,000 円

70歳未満
世帯の区分 自己負担限度額

市
民
税
課
税
世
帯

上
位
所
得
世
帯

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
901万円超 2,120,000 円

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
600万円超～ 901万円以下 1,410,000 円

一
般
世
帯

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
210万円超～ 600万円以下 670,000 円

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
210万円以下 600,000 円

市民税非課税世帯 340,000 円
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高額医療・高額介護合算療養費制度
　医療保険と介護保険の両保険における１年間の計算期間（毎年8月1日～翌年
7月31日まで）の自己負担額（＊）が高額になった場合、負担を軽減するため
に、自己負担限度額を超えた額が支給されます。
　ただし、医療保険か介護保険のどちらかしかお支払いがない世帯は除きます。
＊高額療養費及び高額介護サービス費として支給される額を除いた自己負担額であり、食費や居住
費、差額ベッド代などは合算の対象となりません。

　なお、医療保険では高額療養費の場合と同様に、70歳未満の方は21,000円以上の自己負担額が合
算の対象となります。

　 申請方法
　高額医療・高額介護合算療養費支給の対象となる方には、計算期間が経過し
た翌年の３月以降に、「高額医療・高額介護合算療養費について（お知ら
せ）」と支給申請書をお送りします。支給申請書に必要事項を記入し、同封の
返信用封筒にて申請してください。
　申請書については、基準日（原則毎年7月31日）時点で加入している医療保
険者に提出していただき、介護保険への提出は不要です。
（計算期間内に他の市町村の国保・介護、社会保険等に加入していた場合は、
申請書への記載が必要です。）
　なお、計算期間内に他の医療保険から京都市国保に加入した場合等に、ご案
内が届かないことがあります。高額医療・高額介護合算療養費の支給対象に該
当すると思われる方で、計算期間が経過した翌年の３月以降になってもご案内
が届かない場合は、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの
方は、京北出張所保健福祉第一担当）へお問い合わせください。

●支給決定について
　支給額については、計算期間内に支払われた自己負担額から、高額療養費・
高額介護サービス費として支給される額を除いた額を合算し、世帯ごとの高額
医療・高額介護合算療養費の自己負担限度額を超えた額が支給されます。
　なお、お支払いはそれぞれの医療保険・介護保険で支払われた額に応じ按分
のうえ、それぞれの医療保険・介護保険から支払われます。

　世帯の区分の考え方は高額療養費の場合と同様です。
詳しくは22～25ページをご覧ください。
　70歳未満の方は、自己負担限度額適用後の70歳～74歳の方の負担額と合算
して支給額を計算します。

高額医療・高額介護合算療養費制度の自己負担限度額 ●計算における世帯の考え方
　基準日（原則、毎年７月31日）に加入している医療保険単位で計算します。
　基準日時点に同じ医療保険に加入している場合、その加入者が計算期間内に
負担した医療費と介護サービス費を合算します。ただし、基準日時点で異なる
医療保険に加入している場合は、合算できません。
　そのため、次のような場合、同じ世帯であっても、別の医療保険となるため、
それぞれの医療保険で計算することになります。
　なお、計算期間中に加入している医療保険が変更となった場合など、合算対
象となる方の範囲が変わる場合があります。

（例）Aさん　77歳（基準日時点で、後期高齢者医療 に加入）

Bさん　74歳（基準日時点で、国民健康保険  に加入）
異なる医療保険なので、別に計算

30 31

70 歳～ 74歳
世帯の区分 自己負担限度額

市民税課税世帯
現役並み
所得者世帯

課税所得 690万円以上
［現役並みⅢ］ 2,120,000 円

課税所得 380万円以上
　　　　［現役並みⅡ］ 1,410,000 円

課税所得 145万円以上
　　　　［現役並みⅠ］ 670,000 円

一般世帯 560,000 円

市民税非課税世帯
区分Ⅱ 310,000 円
区分Ⅰ 190,000 円

70歳未満
世帯の区分 自己負担限度額

市
民
税
課
税
世
帯

上
位
所
得
世
帯

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
901万円超 2,120,000 円

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
600万円超～ 901万円以下 1,410,000 円

一
般
世
帯

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
210万円超～ 600万円以下 670,000 円

世帯員各々の基礎控除後の総所得金額等の合計
210万円以下 600,000 円

市民税非課税世帯 340,000 円
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　世帯の区分の考え方は高額療養費の場合と同様です。
詳しくは22～25ページをご覧ください。
　70歳未満の方は、自己負担限度額適用後の70歳～74歳の方の負担額と合算
して支給額を計算します。

高額医療・高額介護合算療養費制度の自己負担限度額 ●計算における世帯の考え方
　基準日（原則、毎年７月31日）に加入している医療保険単位で計算します。
　基準日時点に同じ医療保険に加入している場合、その加入者が計算期間内に
負担した医療費と介護サービス費を合算します。ただし、基準日時点で異なる
医療保険に加入している場合は、合算できません。
　そのため、次のような場合、同じ世帯であっても、別の医療保険となるため、
それぞれの医療保険で計算することになります。
　なお、計算期間中に加入している医療保険が変更となった場合など、合算対
象となる方の範囲が変わる場合があります。

（例）Aさん　77歳（基準日時点で、後期高齢者医療 に加入）

Bさん　74歳（基準日時点で、国民健康保険  に加入）
異なる医療保険なので、別に計算

国保に加入している方が出産したときに支給されます（妊娠4か月（85日）以上の
死産・流産を含みます。）※2。申請方法は次のいずれかです。
①直接支払制度による申請
医療機関等で手続をすることで、出産育児一時金が国保から医療機関等へ直
接支払われる制度です。この制度を利用した場合、医療機関等の窓口での出産費
用のお支払いは出産育児一時金を超えた差額だけで済みます。
② 区役所等への申請
次のいずれかのときには、区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方

は、京北出張所保健福祉第一担当）での申請が必要です。申請のときに、直接支払
制度の利用の有無を確認させていただくことがあります。
・出産費用より出産育児一時金が多い場合に差額を申請するとき
・直接支払制度を利用しないとき
・海外で出産したとき

出産したとき（出産育児一時金の支給（50万円※1））
移送費は、①移送の目的である療養が保険療養として適切であること、②患者

が、療養の原因である傷病により移動できないこと、③移送が、緊急その他やむ
を得ないこと、④移送先の選定理由が合理的であることのいずれにも該当する
と認められる場合に支給します。移送費の額は、患者の状態に応じて必要な医
療を行える最寄りの医療機関まで最も経済的な経路及び交通機関の運賃で算定し
ます。したがって、医学的必要性があっても、個人的都合（親類の近くがいい
等）で遠隔地の医療機関まで移送した場合は、必要な医療を行える最寄りの医
療機関までの距離で減額算定します。

移送の費用が必要なとき（移送費の支給）

　在宅医療を受ける必要があると医師が認め、訪問看護ステーションなどを利用
したとき、費用の一部を支払うだけで、残りは国保から支払われます。

訪問看護ステーション等を利用したとき（訪問看護療養費の支給）

亡くなったとき（葬祭費の支給（5万円））

移送を必要とする意見書、
領収書（移送区間、距離、方法等のわかるもの）、
保険証、世帯主の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの

母子健康手帳、保険証、世帯主の預（貯）金通帳、医療機関等が交付す
る領収・明細書（直接支払制度の利用額の記載や産科医療補償制度の対象
となることを示すスタンプの押印がされています。）、医療機関等が交付する
直接支払制度の手続に関する文書（直接支払制度の利用の有無や申請先と
なる保険者が記載されています。）、医師の証明（死産、流産の場合）
【海外出産の場合】現地の公的機関・医療機関等に対して照会を行うこ
との同意書（ホームページからもダウンロード可能です。）、海外に渡航
した事実が確認できる書類（旅券・航空券等）も必要です。

○直接支払制度の利用ができない医療機関等については、医療機関等に受取りを委任することによ
って出産育児一時金が医療機関等へ直接支払われる「受取代理制度」が利用できる場合がありま
す。詳細については、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）又は医療機関等の窓口までお問い合わせください。
※1　産科医療補償制度の対象とならない場合は48万8千円となります。
※2　他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます。

国保に加入している方がお亡くなりになったとき、葬祭を行った方に支給されます。

保険証を訪問看護ステーションなどに提出してください。

一連の診療行為において、保険適用の治療と保険適用外の治療の両方を受けた
場合は、全てが保険適用外として扱われ、保険適用の治療についても全額自己負
担（10割負担）となります。
ただし、保険適用外の治療を受ける場合であっても、下記のような場合は、例外

的に保険適用の治療との併用が認められています。この場合、保険適用外の治療
は全額自己負担ですが、保険適用の治療については一部負担金を支払うのみで受
診いただけます（保険適用分で一部負担金を除いた額を保険外併用療養費とい
い、国保から医療機関へ直接支払われます。）。

特別な治療・サービスを受けるとき（保険外併用療養費の給付）

※他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます｡

区役所等への
申請に
必要なもの

区役所等への
申請に
必要なもの

（例）●入院時において差額ベッドや個室を利用した場合
　　　●歯の治療で、国保の使えない特別な材料を使った場合
　　　●高度先進医療や患者申出療養などを受ける場合

葬儀店の領収書・会葬礼状など（葬祭を行った方（喪主）の氏名が
記載されているもの）、保険証、葬祭を行った方の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの
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　世帯の区分の考え方は高額療養費の場合と同様です。
詳しくは22～25ページをご覧ください。
　70歳未満の方は、自己負担限度額適用後の70歳～74歳の方の負担額と合算
して支給額を計算します。

高額医療・高額介護合算療養費制度の自己負担限度額 ●計算における世帯の考え方
　基準日（原則、毎年７月31日）に加入している医療保険単位で計算します。
　基準日時点に同じ医療保険に加入している場合、その加入者が計算期間内に
負担した医療費と介護サービス費を合算します。ただし、基準日時点で異なる
医療保険に加入している場合は、合算できません。
　そのため、次のような場合、同じ世帯であっても、別の医療保険となるため、
それぞれの医療保険で計算することになります。
　なお、計算期間中に加入している医療保険が変更となった場合など、合算対
象となる方の範囲が変わる場合があります。

（例）Aさん　77歳（基準日時点で、後期高齢者医療 に加入）

Bさん　74歳（基準日時点で、国民健康保険  に加入）
異なる医療保険なので、別に計算

国保に加入している方が出産したときに支給されます（妊娠4か月（85日）以上の
死産・流産を含みます。）※2。申請方法は次のいずれかです。
①直接支払制度による申請
医療機関等で手続をすることで、出産育児一時金が国保から医療機関等へ直
接支払われる制度です。この制度を利用した場合、医療機関等の窓口での出産費
用のお支払いは出産育児一時金を超えた差額だけで済みます。
② 区役所等への申請
次のいずれかのときには、区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方

は、京北出張所保健福祉第一担当）での申請が必要です。申請のときに、直接支払
制度の利用の有無を確認させていただくことがあります。
・出産費用より出産育児一時金が多い場合に差額を申請するとき
・直接支払制度を利用しないとき
・海外で出産したとき

出産したとき（出産育児一時金の支給（50万円※1））
移送費は、①移送の目的である療養が保険療養として適切であること、②患者

が、療養の原因である傷病により移動できないこと、③移送が、緊急その他やむ
を得ないこと、④移送先の選定理由が合理的であることのいずれにも該当する
と認められる場合に支給します。移送費の額は、患者の状態に応じて必要な医
療を行える最寄りの医療機関まで最も経済的な経路及び交通機関の運賃で算定し
ます。したがって、医学的必要性があっても、個人的都合（親類の近くがいい
等）で遠隔地の医療機関まで移送した場合は、必要な医療を行える最寄りの医
療機関までの距離で減額算定します。

移送の費用が必要なとき（移送費の支給）

　在宅医療を受ける必要があると医師が認め、訪問看護ステーションなどを利用
したとき、費用の一部を支払うだけで、残りは国保から支払われます。

訪問看護ステーション等を利用したとき（訪問看護療養費の支給）

亡くなったとき（葬祭費の支給（5万円））

移送を必要とする意見書、
領収書（移送区間、距離、方法等のわかるもの）、
保険証、世帯主の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの

母子健康手帳、保険証、世帯主の預（貯）金通帳、医療機関等が交付す
る領収・明細書（直接支払制度の利用額の記載や産科医療補償制度の対象
となることを示すスタンプの押印がされています。）、医療機関等が交付する
直接支払制度の手続に関する文書（直接支払制度の利用の有無や申請先と
なる保険者が記載されています。）、医師の証明（死産、流産の場合）
【海外出産の場合】現地の公的機関・医療機関等に対して照会を行うこ
との同意書（ホームページからもダウンロード可能です。）、海外に渡航
した事実が確認できる書類（旅券・航空券等）も必要です。

○直接支払制度の利用ができない医療機関等については、医療機関等に受取りを委任することによ
って出産育児一時金が医療機関等へ直接支払われる「受取代理制度」が利用できる場合がありま
す。詳細については、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）又は医療機関等の窓口までお問い合わせください。
※1　産科医療補償制度の対象とならない場合は48万8千円となります。
※2　他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます。

国保に加入している方がお亡くなりになったとき、葬祭を行った方に支給されます。

保険証を訪問看護ステーションなどに提出してください。

一連の診療行為において、保険適用の治療と保険適用外の治療の両方を受けた
場合は、全てが保険適用外として扱われ、保険適用の治療についても全額自己負
担（10割負担）となります。
ただし、保険適用外の治療を受ける場合であっても、下記のような場合は、例外

的に保険適用の治療との併用が認められています。この場合、保険適用外の治療
は全額自己負担ですが、保険適用の治療については一部負担金を支払うのみで受
診いただけます（保険適用分で一部負担金を除いた額を保険外併用療養費とい
い、国保から医療機関へ直接支払われます。）。

特別な治療・サービスを受けるとき（保険外併用療養費の給付）

※他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます｡

区役所等への
申請に
必要なもの

区役所等への
申請に
必要なもの

（例）●入院時において差額ベッドや個室を利用した場合
　　　●歯の治療で、国保の使えない特別な材料を使った場合
　　　●高度先進医療や患者申出療養などを受ける場合

葬儀店の領収書・会葬礼状など（葬祭を行った方（喪主）の氏名が
記載されているもの）、保険証、葬祭を行った方の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの
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国保に加入している方が出産したときに支給されます（妊娠4か月（85日）以上の
死産・流産を含みます。）※2。申請方法は次のいずれかです。
①直接支払制度による申請
医療機関等で手続をすることで、出産育児一時金が国保から医療機関等へ直
接支払われる制度です。この制度を利用した場合、医療機関等の窓口での出産費
用のお支払いは出産育児一時金を超えた差額だけで済みます。
② 区役所等への申請
次のいずれかのときには、区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方

は、京北出張所保健福祉第一担当）での申請が必要です。申請のときに、直接支払
制度の利用の有無を確認させていただくことがあります。
・出産費用より出産育児一時金が多い場合に差額を申請するとき
・直接支払制度を利用しないとき
・海外で出産したとき

出産したとき（出産育児一時金の支給（50万円※1））
移送費は、①移送の目的である療養が保険療養として適切であること、②患者

が、療養の原因である傷病により移動できないこと、③移送が、緊急その他やむ
を得ないこと、④移送先の選定理由が合理的であることのいずれにも該当する
と認められる場合に支給します。移送費の額は、患者の状態に応じて必要な医
療を行える最寄りの医療機関まで最も経済的な経路及び交通機関の運賃で算定し
ます。したがって、医学的必要性があっても、個人的都合（親類の近くがいい
等）で遠隔地の医療機関まで移送した場合は、必要な医療を行える最寄りの医
療機関までの距離で減額算定します。

移送の費用が必要なとき（移送費の支給）

　在宅医療を受ける必要があると医師が認め、訪問看護ステーションなどを利用
したとき、費用の一部を支払うだけで、残りは国保から支払われます。

訪問看護ステーション等を利用したとき（訪問看護療養費の支給）

亡くなったとき（葬祭費の支給（5万円））

移送を必要とする意見書、
領収書（移送区間、距離、方法等のわかるもの）、
保険証、世帯主の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの

母子健康手帳、保険証、世帯主の預（貯）金通帳、医療機関等が交付す
る領収・明細書（直接支払制度の利用額の記載や産科医療補償制度の対象
となることを示すスタンプの押印がされています。）、医療機関等が交付する
直接支払制度の手続に関する文書（直接支払制度の利用の有無や申請先と
なる保険者が記載されています。）、医師の証明（死産、流産の場合）
【海外出産の場合】現地の公的機関・医療機関等に対して照会を行うこ
との同意書（ホームページからもダウンロード可能です。）、海外に渡航
した事実が確認できる書類（旅券・航空券等）も必要です。

○直接支払制度の利用ができない医療機関等については、医療機関等に受取りを委任することによ
って出産育児一時金が医療機関等へ直接支払われる「受取代理制度」が利用できる場合がありま
す。詳細については、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）又は医療機関等の窓口までお問い合わせください。
※1　産科医療補償制度の対象とならない場合は48万8千円となります。
※2　他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます。

国保に加入している方がお亡くなりになったとき、葬祭を行った方に支給されます。

保険証を訪問看護ステーションなどに提出してください。

一連の診療行為において、保険適用の治療と保険適用外の治療の両方を受けた
場合は、全てが保険適用外として扱われ、保険適用の治療についても全額自己負
担（10割負担）となります。
ただし、保険適用外の治療を受ける場合であっても、下記のような場合は、例外

的に保険適用の治療との併用が認められています。この場合、保険適用外の治療
は全額自己負担ですが、保険適用の治療については一部負担金を支払うのみで受
診いただけます（保険適用分で一部負担金を除いた額を保険外併用療養費とい
い、国保から医療機関へ直接支払われます。）。

特別な治療・サービスを受けるとき（保険外併用療養費の給付）

※他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます｡

区役所等への
申請に
必要なもの

区役所等への
申請に
必要なもの

（例）●入院時において差額ベッドや個室を利用した場合
　　　●歯の治療で、国保の使えない特別な材料を使った場合
　　　●高度先進医療や患者申出療養などを受ける場合

葬儀店の領収書・会葬礼状など（葬祭を行った方（喪主）の氏名が
記載されているもの）、保険証、葬祭を行った方の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの

交通事故と国保
　交通事故など第三者（自分以外の人）による行為で負傷した場合などは、原則、加害者が
治療費を負担することとなりますが、被害者の治療を優先するため、被害者の国民健康保険
を使って治療を受けることができます。
　この場合、治療費のうち、保険給付分（医療機関の窓口における自己負担を除く部分）に
ついては、一旦、京都市国民健康保険が負担し、後日、加害者に対して請求することとなり
ますが、被害者からの届（傷病届）の提出がなければ、加害者に請求することができません。
　加害者への請求が行われないと、本来、加害者が負担すべき治療費を国民健康保険が負担
することとなり、ひいては被保険者の皆さまの保険料負担の増加につながることになります。
第三者行為により負傷し、治療の際に国民健康保険を使用する場合は、必ず「傷病届」を提
出してください。※傷病届の提出は、法令により義務付けられています。
※�交通事故など第三者による行為が原因で介護保険を利用する場合については、京都市介護
認定給付事務センター（075-708-7711）にも別途届出が必要です。

　詳しくは、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）までお問い合わせください。

届出が必要な事例 ・交通事故（自転車によるものも含む）　　・不当な暴力や傷害行為によるケガ
・助手席などに同乗していたときの自損事故� など

示談は慎重に行ってください。
　交通事故などの場合は、被害者と加害者の過失割合を考慮して、京都市国保給付分のうち加害者の責任分を、
京都市から加害者に請求します。しかしながら、京都市へ傷病届を提出する前に示談が行われると、その取り決
めが優先して、加害者に請求できなくなる場合があります。必ず示談の前に京都市へ傷病届を提出してください。

届出に届出に
必要な必要な
ものもの

●傷病届 ●同意書 ●事故状況報告書 ●保険証 ●印鑑（スタンプ印不可）
※�用紙は区役所・支所の保険年金課、京北出張所保健福祉第一担当にあります。また、京都市のホーム
ページからもダウンロードできます（「京都市情報館　国民健康保険　傷病届」で検索してください。）。
●交通事故証明書　※発行については、自動車安全運転センターにお問い合わせください。
●�人身事故証明書入手不能理由書（下記に当てはまる場合のみ必要。）
・交通事故証明書の「照会記録簿（証明書右下）」の種別が、「人身事故」ではなく「物件事故」の場合。
・交通事故証明書が「人身事故」であっても、同証明書に被保険者の方のお名前が記載されていない場合。

34 35

④治療費の
うち京都市
国保給付分
の支払

治療費のうち
自己負担分の
請求

①京都市国保で受診
（治療費のうち自己負担分の支払）

③治療費の
うち京都市
国保給付分
の請求

検査・診療

被害者 医療機関

京都市国民健康保険加害者

⑤治療費のうち京都市国保給付分の請求

②第三者行為
　による傷病届

国保ガイド2024DIC2525.indd   34-35国保ガイド2024DIC2525.indd   34-35 2024/04/15   13:062024/04/15   13:06



国保に加入している方が出産したときに支給されます（妊娠4か月（85日）以上の
死産・流産を含みます。）※2。申請方法は次のいずれかです。
①直接支払制度による申請
医療機関等で手続をすることで、出産育児一時金が国保から医療機関等へ直
接支払われる制度です。この制度を利用した場合、医療機関等の窓口での出産費
用のお支払いは出産育児一時金を超えた差額だけで済みます。
② 区役所等への申請
次のいずれかのときには、区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方

は、京北出張所保健福祉第一担当）での申請が必要です。申請のときに、直接支払
制度の利用の有無を確認させていただくことがあります。
・出産費用より出産育児一時金が多い場合に差額を申請するとき
・直接支払制度を利用しないとき
・海外で出産したとき

出産したとき（出産育児一時金の支給（50万円※1））
移送費は、①移送の目的である療養が保険療養として適切であること、②患者

が、療養の原因である傷病により移動できないこと、③移送が、緊急その他やむ
を得ないこと、④移送先の選定理由が合理的であることのいずれにも該当する
と認められる場合に支給します。移送費の額は、患者の状態に応じて必要な医
療を行える最寄りの医療機関まで最も経済的な経路及び交通機関の運賃で算定し
ます。したがって、医学的必要性があっても、個人的都合（親類の近くがいい
等）で遠隔地の医療機関まで移送した場合は、必要な医療を行える最寄りの医
療機関までの距離で減額算定します。

移送の費用が必要なとき（移送費の支給）

　在宅医療を受ける必要があると医師が認め、訪問看護ステーションなどを利用
したとき、費用の一部を支払うだけで、残りは国保から支払われます。

訪問看護ステーション等を利用したとき（訪問看護療養費の支給）

亡くなったとき（葬祭費の支給（5万円））

移送を必要とする意見書、
領収書（移送区間、距離、方法等のわかるもの）、
保険証、世帯主の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの

母子健康手帳、保険証、世帯主の預（貯）金通帳、医療機関等が交付す
る領収・明細書（直接支払制度の利用額の記載や産科医療補償制度の対象
となることを示すスタンプの押印がされています。）、医療機関等が交付する
直接支払制度の手続に関する文書（直接支払制度の利用の有無や申請先と
なる保険者が記載されています。）、医師の証明（死産、流産の場合）
【海外出産の場合】現地の公的機関・医療機関等に対して照会を行うこ
との同意書（ホームページからもダウンロード可能です。）、海外に渡航
した事実が確認できる書類（旅券・航空券等）も必要です。

○直接支払制度の利用ができない医療機関等については、医療機関等に受取りを委任することによ
って出産育児一時金が医療機関等へ直接支払われる「受取代理制度」が利用できる場合がありま
す。詳細については、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）又は医療機関等の窓口までお問い合わせください。
※1　産科医療補償制度の対象とならない場合は48万8千円となります。
※2　他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます。

国保に加入している方がお亡くなりになったとき、葬祭を行った方に支給されます。

保険証を訪問看護ステーションなどに提出してください。

一連の診療行為において、保険適用の治療と保険適用外の治療の両方を受けた
場合は、全てが保険適用外として扱われ、保険適用の治療についても全額自己負
担（10割負担）となります。
ただし、保険適用外の治療を受ける場合であっても、下記のような場合は、例外

的に保険適用の治療との併用が認められています。この場合、保険適用外の治療
は全額自己負担ですが、保険適用の治療については一部負担金を支払うのみで受
診いただけます（保険適用分で一部負担金を除いた額を保険外併用療養費とい
い、国保から医療機関へ直接支払われます。）。

特別な治療・サービスを受けるとき（保険外併用療養費の給付）

※他の健康保険からこれに相当する給付を受けられる場合を除きます｡

区役所等への
申請に
必要なもの

区役所等への
申請に
必要なもの

（例）●入院時において差額ベッドや個室を利用した場合
　　　●歯の治療で、国保の使えない特別な材料を使った場合
　　　●高度先進医療や患者申出療養などを受ける場合

葬儀店の領収書・会葬礼状など（葬祭を行った方（喪主）の氏名が
記載されているもの）、保険証、葬祭を行った方の預（貯）金通帳

申請に
必要なもの
申請に
必要なもの

交通事故と国保
　交通事故など第三者（自分以外の人）による行為で負傷した場合などは、原則、加害者が
治療費を負担することとなりますが、被害者の治療を優先するため、被害者の国民健康保険
を使って治療を受けることができます。
　この場合、治療費のうち、保険給付分（医療機関の窓口における自己負担を除く部分）に
ついては、一旦、京都市国民健康保険が負担し、後日、加害者に対して請求することとなり
ますが、被害者からの届（傷病届）の提出がなければ、加害者に請求することができません。
　加害者への請求が行われないと、本来、加害者が負担すべき治療費を国民健康保険が負担
することとなり、ひいては被保険者の皆さまの保険料負担の増加につながることになります。
第三者行為により負傷し、治療の際に国民健康保険を使用する場合は、必ず「傷病届」を提
出してください。※傷病届の提出は、法令により義務付けられています。
※�交通事故など第三者による行為が原因で介護保険を利用する場合については、京都市介護
認定給付事務センター（075-708-7711）にも別途届出が必要です。

　詳しくは、住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）までお問い合わせください。

届出が必要な事例 ・交通事故（自転車によるものも含む）　　・不当な暴力や傷害行為によるケガ
・助手席などに同乗していたときの自損事故� など

示談は慎重に行ってください。
　交通事故などの場合は、被害者と加害者の過失割合を考慮して、京都市国保給付分のうち加害者の責任分を、
京都市から加害者に請求します。しかしながら、京都市へ傷病届を提出する前に示談が行われると、その取り決
めが優先して、加害者に請求できなくなる場合があります。必ず示談の前に京都市へ傷病届を提出してください。

届出に届出に
必要な必要な
ものもの

●傷病届 ●同意書 ●事故状況報告書 ●保険証 ●印鑑（スタンプ印不可）
※�用紙は区役所・支所の保険年金課、京北出張所保健福祉第一担当にあります。また、京都市のホーム
ページからもダウンロードできます（「京都市情報館　国民健康保険　傷病届」で検索してください。）。
●交通事故証明書　※発行については、自動車安全運転センターにお問い合わせください。
●�人身事故証明書入手不能理由書（下記に当てはまる場合のみ必要。）
・交通事故証明書の「照会記録簿（証明書右下）」の種別が、「人身事故」ではなく「物件事故」の場合。
・交通事故証明書が「人身事故」であっても、同証明書に被保険者の方のお名前が記載されていない場合。
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令和6年度1年間の保険料

　国保の保険料は、世帯ごとにかかります。保険料の内訳は次のとおりです。
保険料の内訳

平等割

均等割

所得割

1世帯当たりにかかる額

世帯の加入者数に応じてかかる額

世帯の所得に応じてかかる額

後期高齢者支援分
保険料（※1） 介護分保険料医療分保険料

介護保険第2号被保険者（※2）が
いる1世帯当たりにかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者で
ある加入者数に応じてかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者の
所得に応じてかかる額

16,610円（※1）
加入者数×25,790円（※2）

　１年分の医療分保険料
①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額 65万円

× 7.65100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

5,930円（※1）
加入者数×9,200円（※2）

１年分の後期高齢者支援分保険料

24万円

× 2.82100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

介護保険第2号被保険者がいる1世帯あたり4,910円
介護保険第2号被保険者数×9,970円

１年分の介護分保険料

17万円

× 2.56100
介護保険第2号被保険者各々の「令和5年中の総所得
金額等（※3）－基礎控除43万円（※4）」の合計

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

後期高齢者医療制度を支援するために納めていただ
く保険料で、全ての加入者にかかります。

※2 介護保険第2号被保険者については58、59ページをご覧ください。

※1 後期高齢者支援分保険料…

令和6年度保険料の計算方法保険料

　国保の保険料は皆さまの医療費や高齢者医療・介護に要する費用を社会全体で賄ってい
くために活用されるとともに、制度運営に欠かすことができない財源です。納期内の納付
にご協力をお願いします。（保険料の納付は便利な口座振替で。（42ページ参照））

　国民健康保険料は、医療分（被保険者の皆さまの医療費を賄うための保険料）、後期高齢
者支援分（後期高齢者医療制度への支援のための保険料）、介護分（40～64歳の被保険者
の皆さまに係る介護保険料）で構成されているため、医療費の増加や高齢化の進展により、
基本的には保険料も上昇する制度となっております。
　この間、京都市においては、一般会計からの財政支援や基金の活用といった多額の財源
を投入することで保険料が上昇しないよう努めており、令和６年度の保険料率は前年度と
同率に据え置いております。
　しかしながら、今後も医療費の増加や高齢化の進展が見込まれ、基金の残高もわずかに
なっていることを踏まえると、令和７年度以降は保険料の引上げを検討せざるを得ない状
況になると考えております。

令和6年度1年間の保険料

　国保の保険料は、世帯ごとにかかります。保険料の内訳は次のとおりです。
保険料の内訳

平等割

均等割

所得割

1世帯当たりにかかる額

世帯の加入者数に応じてかかる額

世帯の所得に応じてかかる額

後期高齢者支援分
保険料（※1） 介護分保険料医療分保険料

介護保険第2号被保険者（※2）が
いる1世帯当たりにかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者で
ある加入者数に応じてかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者の
所得に応じてかかる額

16,610円（※1）
加入者数×25,790円（※2）

　１年分の医療分保険料
①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額 65万円

× 7.65100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

5,930円（※1）
加入者数×9,200円（※2）

１年分の後期高齢者支援分保険料

24万円

× 2.82100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

介護保険第2号被保険者がいる1世帯あたり4,910円
介護保険第2号被保険者数×9,970円

１年分の介護分保険料

17万円

× 2.56100
介護保険第2号被保険者各々の「令和5年中の総所得
金額等（※3）－基礎控除43万円（※4）」の合計

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

後期高齢者医療制度を支援するために納めていただ
く保険料で、全ての加入者にかかります。

※2 介護保険第2号被保険者については58、59ページをご覧ください。

※1 後期高齢者支援分保険料…

令和6年度保険料の計算方法保険料

　国保の保険料は皆さまの医療費や高齢者医療・介護に要する費用を社会全体で賄ってい
くために活用されるとともに、制度運営に欠かすことができない財源です。納期内の納付
にご協力をお願いします。（保険料の納付は便利な口座振替で。（42ページ参照））

　国民健康保険料は、医療分（被保険者の皆さまの医療費を賄うための保険料）、後期高齢
者支援分（後期高齢者医療制度への支援のための保険料）、介護分（40～64歳の被保険者
の皆さまに係る介護保険料）で構成されているため、医療費の増加や高齢化の進展により、
基本的には保険料も上昇する制度となっております。
　この間、京都市においては、一般会計からの財政支援や基金の活用といった多額の財源
を投入することで保険料が上昇しないよう努めており、令和６年度の保険料率は前年度と
同率に据え置いております。
　しかしながら、今後も医療費の増加や高齢化の進展が見込まれ、基金の残高もわずかに
なっていることを踏まえると、令和７年度以降は保険料の引上げを検討せざるを得ない状
況になると考えております。

※1	 �平等割の軽減（44ページ参照）が適用される世帯の額は医療分8,310円又は12,460円、後期高齢者支援分2,970円又は4,450円です。
※2	 �未就学児被保険者に係る均等割の軽減（45ページ参照）が適用される被保険者の額は医療分12,895円、後期高齢者支援分4,600円です。
※3	 �総所得金額等とは、地方税法上の総所得金額（収入金額から必要経費を引いた額。社会保険料控除などの各種所得控除前。）のほか、

山林所得、土地・建物の譲渡所得（特別控除後）、確定申告又は住民税申告をした株式譲渡所得、配当所得なども含まれます（退職所
得は除く。）。

	 　例事業所得…事業収入金額－必要経費
	 　　給与所得…給与支払額－給与所得控除－所得金額調整控除
	 　　年金所得…支払年金額－公的年金等控除
	 　　＊非課税所得（障害年金、遺族年金等）は総所得金額等には含まれません。
※4	 �基礎控除は、合計所得金額（※5）に応じてそれぞれ次のとおりとなります。
	 ・合計所得金額2,400万円以下：43万円
	 ・合計所得金額2,400万円超～ 2,450万円以下：29万円
	 ・合計所得金額2,450万円超～ 2,500万円以下：15万円
	 ・合計所得金額2,500万円超：0万円
※5	 �合計所得金額とは、「総所得金額等」から以下の額を控除する前の金額です。
	 ・純損失や雑損失の繰越控除
	 ・譲渡損失の繰越控除
	 ・土地・建物の譲渡所得に係る特別控除
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令和6年度1年間の保険料

　国保の保険料は、世帯ごとにかかります。保険料の内訳は次のとおりです。
保険料の内訳

平等割

均等割

所得割

1世帯当たりにかかる額

世帯の加入者数に応じてかかる額

世帯の所得に応じてかかる額

後期高齢者支援分
保険料（※1） 介護分保険料医療分保険料

介護保険第2号被保険者（※2）が
いる1世帯当たりにかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者で
ある加入者数に応じてかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者の
所得に応じてかかる額

16,610円（※1）
加入者数×25,790円（※2）

　１年分の医療分保険料
①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額 65万円

× 7.65100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

5,930円（※1）
加入者数×9,200円（※2）

１年分の後期高齢者支援分保険料

24万円

× 2.82100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

介護保険第2号被保険者がいる1世帯あたり4,910円
介護保険第2号被保険者数×9,970円

１年分の介護分保険料

17万円

× 2.56100
介護保険第2号被保険者各々の「令和5年中の総所得
金額等（※3）－基礎控除43万円（※4）」の合計

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

後期高齢者医療制度を支援するために納めていただ
く保険料で、全ての加入者にかかります。

※2 介護保険第2号被保険者については58、59ページをご覧ください。

※1 後期高齢者支援分保険料…

令和6年度保険料の計算方法保険料

　国保の保険料は皆さまの医療費や高齢者医療・介護に要する費用を社会全体で賄ってい
くために活用されるとともに、制度運営に欠かすことができない財源です。納期内の納付
にご協力をお願いします。（保険料の納付は便利な口座振替で。（42ページ参照））

　国民健康保険料は、医療分（被保険者の皆さまの医療費を賄うための保険料）、後期高齢
者支援分（後期高齢者医療制度への支援のための保険料）、介護分（40～64歳の被保険者
の皆さまに係る介護保険料）で構成されているため、医療費の増加や高齢化の進展により、
基本的には保険料も上昇する制度となっております。
　この間、京都市においては、一般会計からの財政支援や基金の活用といった多額の財源
を投入することで保険料が上昇しないよう努めており、令和６年度の保険料率は前年度と
同率に据え置いております。
　しかしながら、今後も医療費の増加や高齢化の進展が見込まれ、基金の残高もわずかに
なっていることを踏まえると、令和７年度以降は保険料の引上げを検討せざるを得ない状
況になると考えております。

令和6年度1年間の保険料

　国保の保険料は、世帯ごとにかかります。保険料の内訳は次のとおりです。
保険料の内訳

平等割

均等割

所得割

1世帯当たりにかかる額

世帯の加入者数に応じてかかる額

世帯の所得に応じてかかる額

後期高齢者支援分
保険料（※1） 介護分保険料医療分保険料

介護保険第2号被保険者（※2）が
いる1世帯当たりにかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者で
ある加入者数に応じてかかる額
世帯の介護保険第2号被保険者の
所得に応じてかかる額

16,610円（※1）
加入者数×25,790円（※2）

　１年分の医療分保険料
①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額 65万円

× 7.65100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

5,930円（※1）
加入者数×9,200円（※2）

１年分の後期高齢者支援分保険料

24万円

× 2.82100
世帯員各々の「令和5年中の総所得金額等（※3）－
基礎控除43万円（※4）」の合計

介護保険第2号被保険者がいる1世帯あたり4,910円
介護保険第2号被保険者数×9,970円

１年分の介護分保険料

17万円

× 2.56100
介護保険第2号被保険者各々の「令和5年中の総所得
金額等（※3）－基礎控除43万円（※4）」の合計

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

①平等割額

②均等割額

③所得割額

最高限度額

後期高齢者医療制度を支援するために納めていただ
く保険料で、全ての加入者にかかります。

※2 介護保険第2号被保険者については58、59ページをご覧ください。

※1 後期高齢者支援分保険料…

令和6年度保険料の計算方法保険料

　国保の保険料は皆さまの医療費や高齢者医療・介護に要する費用を社会全体で賄ってい
くために活用されるとともに、制度運営に欠かすことができない財源です。納期内の納付
にご協力をお願いします。（保険料の納付は便利な口座振替で。（42ページ参照））

　国民健康保険料は、医療分（被保険者の皆さまの医療費を賄うための保険料）、後期高齢
者支援分（後期高齢者医療制度への支援のための保険料）、介護分（40～64歳の被保険者
の皆さまに係る介護保険料）で構成されているため、医療費の増加や高齢化の進展により、
基本的には保険料も上昇する制度となっております。
　この間、京都市においては、一般会計からの財政支援や基金の活用といった多額の財源
を投入することで保険料が上昇しないよう努めており、令和６年度の保険料率は前年度と
同率に据え置いております。
　しかしながら、今後も医療費の増加や高齢化の進展が見込まれ、基金の残高もわずかに
なっていることを踏まえると、令和７年度以降は保険料の引上げを検討せざるを得ない状
況になると考えております。

※1	 �平等割の軽減（44ページ参照）が適用される世帯の額は医療分8,310円又は12,460円、後期高齢者支援分2,970円又は4,450円です。
※2	 �未就学児被保険者に係る均等割の軽減（45ページ参照）が適用される被保険者の額は医療分12,895円、後期高齢者支援分4,600円です。
※3	 �総所得金額等とは、地方税法上の総所得金額（収入金額から必要経費を引いた額。社会保険料控除などの各種所得控除前。）のほか、

山林所得、土地・建物の譲渡所得（特別控除後）、確定申告又は住民税申告をした株式譲渡所得、配当所得なども含まれます（退職所
得は除く。）。

	 　例事業所得…事業収入金額－必要経費
	 　　給与所得…給与支払額－給与所得控除－所得金額調整控除
	 　　年金所得…支払年金額－公的年金等控除
	 　　＊非課税所得（障害年金、遺族年金等）は総所得金額等には含まれません。
※4	 �基礎控除は、合計所得金額（※5）に応じてそれぞれ次のとおりとなります。
	 ・合計所得金額2,400万円以下：43万円
	 ・合計所得金額2,400万円超～ 2,450万円以下：29万円
	 ・合計所得金額2,450万円超～ 2,500万円以下：15万円
	 ・合計所得金額2,500万円超：0万円
※5	 �合計所得金額とは、「総所得金額等」から以下の額を控除する前の金額です。
	 ・純損失や雑損失の繰越控除
	 ・譲渡損失の繰越控除
	 ・土地・建物の譲渡所得に係る特別控除
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　確定申告において、申告不要とされている特定配当等や特定株式等譲渡
所得を申告した場合は、これらの所得についても国民健康保険料を算定す
る際の所得に含まれます。

特定配当等及び特定株式等譲渡所得を申告する場合はご注意ください。

　保険料の納付義務者は世帯主です。世帯の国保被保険者数及び
所得に応じて計算した保険料を世帯主(国保被保険者でない世帯主
を含みます。)の方に納めていただきます。
※世帯主が国保から後期高齢者医療制度へ移行し、国保被保険者でなくなった場合でも、
ご家族の分の保険料を、国保被保険者でない世帯主に納めていただきます。

　保険料を完納していて、かつ新しい世帯主の方（国保被保険者）が保険料の納付
や届出等を行うことができること等を条件として、国保上の世帯主を国保被保険者
の方に変更することができます。詳しくは住所地の区役所・支所保険年金課（京北
地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）までご相談ください。

　口座振替又は納付書により金融機関・コンビニエンスストアなどで納め
ていただく方法です。40ページの特別徴収の要件に該当しない世帯は、普
通徴収により納めていただきます。
　普通徴収の場合、1年間の保険料を第1期（6月）から第10期（翌年
3月）の10回の納期に分割して納めていただきます。
　各納期(月)の納期限は月末です。ただし、第7期（12月）の納期限
は1月4日です。また、納期限の日が土曜日、日曜日、祝日にあたる場
合は、その日以後最初に到来する平日が納期限の日となります。
★年度途中から加入の世帯は、適用開始月からの保険料を、届出の翌月
から（届出が4月又は5月1日～15日の場合は6月から、届出が5月16
日～31日の場合は7月から）3月までの分割払いとなります。
　前年度以前分の保険料は、届出の翌月の1回払いとなります。

　保険料は、普通徴収（口座振替又は納付書）による納め方と、
特別徴収（年金からの引落し）による納め方があります。

保険料の納め方

普通徴収（口座振替又は納付書）

国保の被保険者でない世帯主を変更することができます。

1

便利で確実な口座振替をぜひご利用ください
（口座振替については42ページをご覧ください。）。

年度の途中に40歳や65歳に到達する方の介護分保険料
●年度の途中に40歳に到達する方の介護分保険料は、到達月から3月（10期）
までの月割りした額を納めていただきます（各月1日生まれの方は、前月に到
達することになります。）。
●年度の途中に65歳に到達する方の介護分保険料は、到達月の前月までの額を
3月（10期）までの納期に分割して納めていただきます。

年度の途中に被保険者数や所得に変更があった場合
●年度の途中で国保への加入・脱退に伴い被保険者数に増減があった場合、届
出をされた月にかかわらず、京都市国保の資格を有する月数に応じて保険料
を再計算します。
●また、税務署への修正申告等により、被保険者等の所得に変更が生じた場合
には、変更後の所得に基づき保険料を再計算します。
※保険料の賦課決定に係る期間制限は2年です。

年度の途中に75歳に到達する方の保険料
●世帯の中に、年度の途中に75歳に到達することにより後期高齢者医療制度へ移行
し、国保の資格を喪失する方がいる場合は、後期高齢者医療制度へ移行する月の
前月までの額を、3月（10期）までの納期に分割して納めていただきます。
●世帯全員が年度の途中に75歳に到達することにより後期高齢者医療制度へ移
行し、国保の資格を喪失する場合は、後期高齢者医療制度へ移行する月の前月
までの額を、原則として世帯全員の資格喪失日の前月までの納期に分割して納
めていただきます。

　前年中の所得が把握できない方に対して、所得についてお尋ねするために国民健
康保険用の所得申告書をお送りしますので、必ず期限までに申告してください。
　また、申告がなければ、法定減額及び条例減免の判定ができませんのでご注意く
ださい。

所得の申告にご協力を

　確定申告において、申告不要とされている特定配当等や特定株式等譲渡
所得を申告した場合は、これらの所得についても国民健康保険料を算定す
る際の所得に含まれます。

特定配当等及び特定株式等譲渡所得を申告する場合はご注意ください。

　保険料の納付義務者は世帯主です。世帯の国保被保険者数及び
所得に応じて計算した保険料を世帯主(国保被保険者でない世帯主
を含みます。)の方に納めていただきます。
※世帯主が国保から後期高齢者医療制度へ移行し、国保被保険者でなくなった場合でも、
ご家族の分の保険料を、国保被保険者でない世帯主に納めていただきます。

　保険料を完納していて、かつ新しい世帯主の方（国保被保険者）が保険料の納付
や届出等を行うことができること等を条件として、国保上の世帯主を国保被保険者
の方に変更することができます。詳しくは住所地の区役所・支所保険年金課（京北
地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）までご相談ください。

　口座振替又は納付書により金融機関・コンビニエンスストアなどで納め
ていただく方法です。40ページの特別徴収の要件に該当しない世帯は、普
通徴収により納めていただきます。
　普通徴収の場合、1年間の保険料を第1期（6月）から第10期（翌年
3月）の10回の納期に分割して納めていただきます。
　各納期(月)の納期限は月末です。ただし、第7期（12月）の納期限
は1月4日です。また、納期限の日が土曜日、日曜日、祝日にあたる場
合は、その日以後最初に到来する平日が納期限の日となります。
★年度途中から加入の世帯は、適用開始月からの保険料を、届出の翌月
から（届出が4月又は5月1日～15日の場合は6月から、届出が5月16
日～31日の場合は7月から）3月までの分割払いとなります。
　前年度以前分の保険料は、届出の翌月の1回払いとなります。

　保険料は、普通徴収（口座振替又は納付書）による納め方と、
特別徴収（年金からの引落し）による納め方があります。

保険料の納め方

普通徴収（口座振替又は納付書）

国保の被保険者でない世帯主を変更することができます。

1

便利で確実な口座振替をぜひご利用ください
（口座振替については42ページをご覧ください。）。

年度の途中に40歳や65歳に到達する方の介護分保険料
●年度の途中に40歳に到達する方の介護分保険料は、到達月から3月（10期）
までの月割りした額を納めていただきます（各月1日生まれの方は、前月に到
達することになります。）。
●年度の途中に65歳に到達する方の介護分保険料は、到達月の前月までの額を
3月（10期）までの納期に分割して納めていただきます。

年度の途中に被保険者数や所得に変更があった場合
●年度の途中で国保への加入・脱退に伴い被保険者数に増減があった場合、届
出をされた月にかかわらず、京都市国保の資格を有する月数に応じて保険料
を再計算します。
●また、税務署への修正申告等により、被保険者等の所得に変更が生じた場合
には、変更後の所得に基づき保険料を再計算します。
※保険料の賦課決定に係る期間制限は2年です。

年度の途中に75歳に到達する方の保険料
●世帯の中に、年度の途中に75歳に到達することにより後期高齢者医療制度へ移行
し、国保の資格を喪失する方がいる場合は、後期高齢者医療制度へ移行する月の
前月までの額を、3月（10期）までの納期に分割して納めていただきます。
●世帯全員が年度の途中に75歳に到達することにより後期高齢者医療制度へ移
行し、国保の資格を喪失する場合は、後期高齢者医療制度へ移行する月の前月
までの額を、原則として世帯全員の資格喪失日の前月までの納期に分割して納
めていただきます。

　前年中の所得が把握できない方に対して、所得についてお尋ねするために国民健
康保険用の所得申告書をお送りしますので、必ず期限までに申告してください。
　また、申告がなければ、法定減額及び条例減免の判定ができませんのでご注意く
ださい。

所得の申告にご協力を
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　確定申告において、申告不要とされている特定配当等や特定株式等譲渡
所得を申告した場合は、これらの所得についても国民健康保険料を算定す
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　保険料の納付義務者は世帯主です。世帯の国保被保険者数及び
所得に応じて計算した保険料を世帯主(国保被保険者でない世帯主
を含みます。)の方に納めていただきます。
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　前年度以前分の保険料は、届出の翌月の1回払いとなります。

　保険料は、普通徴収（口座振替又は納付書）による納め方と、
特別徴収（年金からの引落し）による納め方があります。
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（口座振替については42ページをご覧ください。）。
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●年度の途中に40歳に到達する方の介護分保険料は、到達月から3月（10期）
までの月割りした額を納めていただきます（各月1日生まれの方は、前月に到
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●また、税務署への修正申告等により、被保険者等の所得に変更が生じた場合
には、変更後の所得に基づき保険料を再計算します。
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し、国保の資格を喪失する方がいる場合は、後期高齢者医療制度へ移行する月の
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　初めて特別徴収となるとき（特別徴収開始年度）は、6～9月はこれ
までどおり普通徴収により納付いただき、年間保険料から普通徴収の納
付額を引いた残りを10月、12月及び翌年2月の3回に分割して特別徴収
により納付いただきます。
　翌年度以降は、4月、6月及び8月の各月は前年度2月の納付額と同じ
額を特別徴収により納付いただき（これを「仮徴収」といいます。）、
6月に決定する年間保険料額から仮徴収額を除いた額を、10月、12月
及び翌年2月の3回に分割して納付いただきます。

6月 7月 8月 9月 10月 12月 2月

普通徴収 特別徴収（本徴収）

前年度2月の納付
額と同じ額を納付

4月 6月 8月 10月 12月 2月

特別徴収（仮徴収）

翌年度以降特別徴収開始年度

特別徴収（本徴収）

　上の表の仕組みで特別徴収による納付額が決まるため、特別徴収で継
続して保険料を納付していただく方は、年間保険料額に変動がなくて
も、年度の前半（仮徴収）と後半（本徴収）で特別徴収額が変わること
になりますのでご注意ください。

特別徴収による保険料の納付額について

※端数がある場合は10月で調整します。

年間保険料－
仮徴収合計額 ÷3

（※） （※）（ ）年間保険料－
普通徴収合計額 ÷3（ ）

　世帯主の年金からの引落しにより納めていただく方法です。次の①～
③の全てにあてはまる世帯は、原則特別徴収となります。

特別徴収（年金からの引落し）2

①世帯内の国保被保険者全員が6月末日時点で65歳以上75歳未満である。
②世帯主（本市国保の被保険者でない世帯主は除く。）が4月1日現在で本
市に住所を有し、年額18万円以上の特別徴収対象年金を受けている。
③介護保険料の特別徴収がされており、国保と介護保険の1回当たりの
特別徴収の合計額が、1回の年金支払額の2分の1を超えない。
　ただし、次のア又はイの要件に該当する場合、特別徴収の対象にはな
りません。
ア　保険料の滞納がなく、口座振替によって保険料を納付している。
イ　世帯主がその年度中に75歳となり、後期高齢者医療制度へ移行する。

◆保険料の納付額は確定申告のときに、社会保険料控除として所得金額から控除できます。
　社会保険料控除は、保険料を納付された方（特別徴収の場合は徴収されたご本人）が適用を
受けられます。詳細は税務署又は京都市市税事務所個人市民税担当にお問い合わせください。

納付方法を口座振替に変更することができます
　口座振替により今後の保険料を確実に納付いただける方は、住所
地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）へのお申出により、納付方法を口座振替に変更
することができます。
　ご希望の方は、口座振替の申し込みと併せて納付方法の変更をお申
し出ください。お申出後、3～4か月後に特別徴収が停止されます。
口座振替の申込方法は42ページをご覧ください。
　なお、口座振替の選択は、保険料を確実に納付いただくことが要件
になります。このため、口座振替を選択された場合でも、翌年度の時
点で保険料の滞納があるときは、次回の本徴収（10月）から再び特
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りません。
ア　保険料の滞納がなく、口座振替によって保険料を納付している。
イ　世帯主がその年度中に75歳となり、後期高齢者医療制度へ移行する。

◆保険料の納付額は確定申告のときに、社会保険料控除として所得金額から控除できます。
　社会保険料控除は、保険料を納付された方（特別徴収の場合は徴収されたご本人）が適用を
受けられます。詳細は税務署又は京都市市税事務所個人市民税担当にお問い合わせください。

納付方法を口座振替に変更することができます
　口座振替により今後の保険料を確実に納付いただける方は、住所
地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）へのお申出により、納付方法を口座振替に変更
することができます。
　ご希望の方は、口座振替の申し込みと併せて納付方法の変更をお申
し出ください。お申出後、3～4か月後に特別徴収が停止されます。
口座振替の申込方法は42ページをご覧ください。
　なお、口座振替の選択は、保険料を確実に納付いただくことが要件
になります。このため、口座振替を選択された場合でも、翌年度の時
点で保険料の滞納があるときは、次回の本徴収（10月）から再び特
別徴収となりますのでご注意ください。
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　初めて特別徴収となるとき（特別徴収開始年度）は、6～9月はこれ
までどおり普通徴収により納付いただき、年間保険料から普通徴収の納
付額を引いた残りを10月、12月及び翌年2月の3回に分割して特別徴収
により納付いただきます。
　翌年度以降は、4月、6月及び8月の各月は前年度2月の納付額と同じ
額を特別徴収により納付いただき（これを「仮徴収」といいます。）、
6月に決定する年間保険料額から仮徴収額を除いた額を、10月、12月
及び翌年2月の3回に分割して納付いただきます。

6月 7月 8月 9月 10月 12月 2月

普通徴収 特別徴収（本徴収）

前年度2月の納付
額と同じ額を納付

4月 6月 8月 10月 12月 2月

特別徴収（仮徴収）

翌年度以降特別徴収開始年度

特別徴収（本徴収）

　上の表の仕組みで特別徴収による納付額が決まるため、特別徴収で継
続して保険料を納付していただく方は、年間保険料額に変動がなくて
も、年度の前半（仮徴収）と後半（本徴収）で特別徴収額が変わること
になりますのでご注意ください。

特別徴収による保険料の納付額について

※端数がある場合は10月で調整します。

年間保険料－
仮徴収合計額 ÷3

（※） （※）（ ）年間保険料－
普通徴収合計額 ÷3（ ）

　世帯主の年金からの引落しにより納めていただく方法です。次の①～
③の全てにあてはまる世帯は、原則特別徴収となります。

特別徴収（年金からの引落し）2

①世帯内の国保被保険者全員が6月末日時点で65歳以上75歳未満である。
②世帯主（本市国保の被保険者でない世帯主は除く。）が4月1日現在で本
市に住所を有し、年額18万円以上の特別徴収対象年金を受けている。
③介護保険料の特別徴収がされており、国保と介護保険の1回当たりの
特別徴収の合計額が、1回の年金支払額の2分の1を超えない。
　ただし、次のア又はイの要件に該当する場合、特別徴収の対象にはな
りません。
ア　保険料の滞納がなく、口座振替によって保険料を納付している。
イ　世帯主がその年度中に75歳となり、後期高齢者医療制度へ移行する。

◆保険料の納付額は確定申告のときに、社会保険料控除として所得金額から控除できます。
　社会保険料控除は、保険料を納付された方（特別徴収の場合は徴収されたご本人）が適用を
受けられます。詳細は税務署又は京都市市税事務所個人市民税担当にお問い合わせください。

納付方法を口座振替に変更することができます
　口座振替により今後の保険料を確実に納付いただける方は、住所
地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）へのお申出により、納付方法を口座振替に変更
することができます。
　ご希望の方は、口座振替の申し込みと併せて納付方法の変更をお申
し出ください。お申出後、3～4か月後に特別徴収が停止されます。
口座振替の申込方法は42ページをご覧ください。
　なお、口座振替の選択は、保険料を確実に納付いただくことが要件
になります。このため、口座振替を選択された場合でも、翌年度の時
点で保険料の滞納があるときは、次回の本徴収（10月）から再び特
別徴収となりますのでご注意ください。

　初めて特別徴収となるとき（特別徴収開始年度）は、6～9月はこれ
までどおり普通徴収により納付いただき、年間保険料から普通徴収の納
付額を引いた残りを10月、12月及び翌年2月の3回に分割して特別徴収
により納付いただきます。
　翌年度以降は、4月、6月及び8月の各月は前年度2月の納付額と同じ
額を特別徴収により納付いただき（これを「仮徴収」といいます。）、
6月に決定する年間保険料額から仮徴収額を除いた額を、10月、12月
及び翌年2月の3回に分割して納付いただきます。

6月 7月 8月 9月 10月 12月 2月

普通徴収 特別徴収（本徴収）

前年度2月の納付
額と同じ額を納付

4月 6月 8月 10月 12月 2月

特別徴収（仮徴収）

翌年度以降特別徴収開始年度

特別徴収（本徴収）

　上の表の仕組みで特別徴収による納付額が決まるため、特別徴収で継
続して保険料を納付していただく方は、年間保険料額に変動がなくて
も、年度の前半（仮徴収）と後半（本徴収）で特別徴収額が変わること
になりますのでご注意ください。

特別徴収による保険料の納付額について

※端数がある場合は10月で調整します。

年間保険料－
仮徴収合計額 ÷3

（※） （※）（ ）年間保険料－
普通徴収合計額 ÷3（ ）

　世帯主の年金からの引落しにより納めていただく方法です。次の①～
③の全てにあてはまる世帯は、原則特別徴収となります。

特別徴収（年金からの引落し）2

①世帯内の国保被保険者全員が6月末日時点で65歳以上75歳未満である。
②世帯主（本市国保の被保険者でない世帯主は除く。）が4月1日現在で本
市に住所を有し、年額18万円以上の特別徴収対象年金を受けている。
③介護保険料の特別徴収がされており、国保と介護保険の1回当たりの
特別徴収の合計額が、1回の年金支払額の2分の1を超えない。
　ただし、次のア又はイの要件に該当する場合、特別徴収の対象にはな
りません。
ア　保険料の滞納がなく、口座振替によって保険料を納付している。
イ　世帯主がその年度中に75歳となり、後期高齢者医療制度へ移行する。

◆保険料の納付額は確定申告のときに、社会保険料控除として所得金額から控除できます。
　社会保険料控除は、保険料を納付された方（特別徴収の場合は徴収されたご本人）が適用を
受けられます。詳細は税務署又は京都市市税事務所個人市民税担当にお問い合わせください。

納付方法を口座振替に変更することができます
　口座振替により今後の保険料を確実に納付いただける方は、住所
地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張
所保健福祉第一担当）へのお申出により、納付方法を口座振替に変更
することができます。
　ご希望の方は、口座振替の申し込みと併せて納付方法の変更をお申
し出ください。お申出後、3～4か月後に特別徴収が停止されます。
口座振替の申込方法は42ページをご覧ください。
　なお、口座振替の選択は、保険料を確実に納付いただくことが要件
になります。このため、口座振替を選択された場合でも、翌年度の時
点で保険料の滞納があるときは、次回の本徴収（10月）から再び特
別徴収となりますのでご注意ください。
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口座振替にするとこんなに便利です。

■振替日　各納期限の日
■申し込みに必要なもの

■振替開始

◆ご指定の口座から自動的に振り替えられますので、納め忘れがありません。
◆納付のために金融機関や郵便局等へ行く手間が省けます。
◆一度申込手続をすれば、翌年度以降も自動的に振り替えられます。

　●国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）
　●預（貯）金通帳　●金融機関への届出印
　●申込書（口座振替依頼書）
　　申込書（口座振替依頼書）は、取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収
　　納事務分室、各区役所･支所保険年金課・京北出張所にあります。

　通常、お申し込みいただいてから口座振替が開始されるまでに1か月半～2か月かか
ります。口座振替の手続の完了後、「口座振替開始のお知らせ」（はがき）で振替開始
時期等をご連絡します。口座振替が開始されるまでは納付書でお納めください。

　預（貯）金口座のある取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収納事務分室又は
住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福
祉第一担当）へお申し込みください。

※特別徴収の対象の方で、口座振替での納付に変更することを希望される場合、
別途お申出が必要です。詳しくは40ページをご覧ください。

保険料の納付は便利な口座振替で！

　金融機関のキャッシュカードがあれば、金融機関への届出印がなくても区役
所・支所・京北出張所窓口で簡単に口座振替の申込手続ができます。ぜひご利
用ください。
○このサービスで申込みができる金融機関（令和6年4月現在）
　京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、ゆうちょ銀行、滋賀銀行、三菱
UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、京都市農業協同組合、京都農業協同組
合、京都中央農業協同組合、京都府信用農業協同組合連合会

○受付場所
　住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保
健福祉第一担当）

○申込みに必要なもの
　上記金融機関のキャッシュカード（受付時に暗証番号を入力していただきます。カ
ードによっては、ご利用いただけない場合もあります。）
　国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）

ペイジー口座振替受付サービス

　世帯全員の令和5年中の所得（※1）の合計が下表の基準金額以下の場合
は、保険料の平等割と均等割が減額されます。世帯の中に本市が所得を把
握できない方がいる場合は、所得の申告をしていただく必要があります。

保険料の減額

減額割合（※4、※5） 備　　考

（平等割・均等割の）
7割

（平等割・均等割の）
5割

（平等割・均等割の）
2割

基準金額

43万円
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

43万円
＋（54万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

法定減額制度
については、
保険料決定時
に適用するた
め申請は不要
です。
減額後の保険
料で計算した
保険料納入通
知書を送付し
ます。

法定減額制度

※1 法定減額適用に係る判定の際の所得は、次の点が所得割算定の際の所得と異なります。
○被保険者でない国保上の世帯主及び国保から後期高齢者医療制度へ移行した方の所得も判定に含
まれます。

○事業収入の場合、青色専従者及び事業専従者控除は必要経費に含まれません。
○給与収入の場合、専従者給与額は含まれません。
○公的年金収入の場合、昭和34年1月1日以前生まれの方は、公的年金等控除に加え、さらに15万円を
控除します（なお、この15万円は保険料の所得割額を算出する際に用いる総所得金額等からは控除
されません。）。

○土地、建物等の譲渡所得は、譲渡所得に係る特別控除を差し引く前の金額となります。

※2 「被保険者数」は、賦課期日現在（4月1日。年度の途中で新たに国保に加入された世帯は適用開始日。）に
おける人数です（法定減額適用に係る判定の際の「被保険者数」には国保から後期高齢者医療制度へ
移行した方も含みます。）。

※3 「給与所得者等の数」は、一定の給与所得者（給与収入55万円超）と公的年金に係る所得を有する方（公
的年金等の収入金額60万円超（65歳未満）又は125万円超（65歳以上））の人数です（国保から後期高
齢者医療制度へ移行した方も含みます。）。

※4 平等割の軽減措置（半額又は4分の1軽減。44ページ参照）が適用される世帯は、軽減措置適用後の平
等割からさらに法定減額（7割、5割又は2割）が適用されます。

※5 未就学児の均等割軽減措置（45ページ参照）が適用される世帯は、法定減額（7割、5割又は2割）適用後
の均等割からさらに半額が軽減されます。

■申込先

43万円
＋（29万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

口座振替にするとこんなに便利です。

■振替日　各納期限の日
■申し込みに必要なもの

■振替開始

◆ご指定の口座から自動的に振り替えられますので、納め忘れがありません。
◆納付のために金融機関や郵便局等へ行く手間が省けます。
◆一度申込手続をすれば、翌年度以降も自動的に振り替えられます。

　●国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）
　●預（貯）金通帳　●金融機関への届出印
　●申込書（口座振替依頼書）
　　申込書（口座振替依頼書）は、取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収
　　納事務分室、各区役所･支所保険年金課・京北出張所にあります。

　通常、お申し込みいただいてから口座振替が開始されるまでに1か月半～2か月かか
ります。口座振替の手続の完了後、「口座振替開始のお知らせ」（はがき）で振替開始
時期等をご連絡します。口座振替が開始されるまでは納付書でお納めください。

　預（貯）金口座のある取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収納事務分室又は
住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福
祉第一担当）へお申し込みください。

※特別徴収の対象の方で、口座振替での納付に変更することを希望される場合、
別途お申出が必要です。詳しくは40ページをご覧ください。

保険料の納付は便利な口座振替で！

　金融機関のキャッシュカードがあれば、金融機関への届出印がなくても区役
所・支所・京北出張所窓口で簡単に口座振替の申込手続ができます。ぜひご利
用ください。
○このサービスで申込みができる金融機関（令和6年4月現在）
　京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、ゆうちょ銀行、滋賀銀行、三菱
UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、京都市農業協同組合、京都農業協同組
合、京都中央農業協同組合、京都府信用農業協同組合連合会

○受付場所
　住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保
健福祉第一担当）

○申込みに必要なもの
　上記金融機関のキャッシュカード（受付時に暗証番号を入力していただきます。カ
ードによっては、ご利用いただけない場合もあります。）
　国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）

ペイジー口座振替受付サービス

　世帯全員の令和5年中の所得（※1）の合計が下表の基準金額以下の場合
は、保険料の平等割と均等割が減額されます。世帯の中に本市が所得を把
握できない方がいる場合は、所得の申告をしていただく必要があります。

保険料の減額

減額割合（※4、※5） 備　　考

（平等割・均等割の）
7割

（平等割・均等割の）
5割

（平等割・均等割の）
2割

基準金額

43万円
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

43万円
＋（54万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

法定減額制度
については、
保険料決定時
に適用するた
め申請は不要
です。
減額後の保険
料で計算した
保険料納入通
知書を送付し
ます。

法定減額制度

※1 法定減額適用に係る判定の際の所得は、次の点が所得割算定の際の所得と異なります。
○被保険者でない国保上の世帯主及び国保から後期高齢者医療制度へ移行した方の所得も判定に含
まれます。

○事業収入の場合、青色専従者及び事業専従者控除は必要経費に含まれません。
○給与収入の場合、専従者給与額は含まれません。
○公的年金収入の場合、昭和34年1月1日以前生まれの方は、公的年金等控除に加え、さらに15万円を
控除します（なお、この15万円は保険料の所得割額を算出する際に用いる総所得金額等からは控除
されません。）。

○土地、建物等の譲渡所得は、譲渡所得に係る特別控除を差し引く前の金額となります。

※2 「被保険者数」は、賦課期日現在（4月1日。年度の途中で新たに国保に加入された世帯は適用開始日。）に
おける人数です（法定減額適用に係る判定の際の「被保険者数」には国保から後期高齢者医療制度へ
移行した方も含みます。）。

※3 「給与所得者等の数」は、一定の給与所得者（給与収入55万円超）と公的年金に係る所得を有する方（公
的年金等の収入金額60万円超（65歳未満）又は125万円超（65歳以上））の人数です（国保から後期高
齢者医療制度へ移行した方も含みます。）。

※4 平等割の軽減措置（半額又は4分の1軽減。44ページ参照）が適用される世帯は、軽減措置適用後の平
等割からさらに法定減額（7割、5割又は2割）が適用されます。

※5 未就学児の均等割軽減措置（45ページ参照）が適用される世帯は、法定減額（7割、5割又は2割）適用後
の均等割からさらに半額が軽減されます。

■申込先

43万円
＋（29万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）
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口座振替にするとこんなに便利です。

■振替日　各納期限の日
■申し込みに必要なもの

■振替開始

◆ご指定の口座から自動的に振り替えられますので、納め忘れがありません。
◆納付のために金融機関や郵便局等へ行く手間が省けます。
◆一度申込手続をすれば、翌年度以降も自動的に振り替えられます。

　●国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）
　●預（貯）金通帳　●金融機関への届出印
　●申込書（口座振替依頼書）
　　申込書（口座振替依頼書）は、取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収
　　納事務分室、各区役所･支所保険年金課・京北出張所にあります。

　通常、お申し込みいただいてから口座振替が開始されるまでに1か月半～2か月かか
ります。口座振替の手続の完了後、「口座振替開始のお知らせ」（はがき）で振替開始
時期等をご連絡します。口座振替が開始されるまでは納付書でお納めください。

　預（貯）金口座のある取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収納事務分室又は
住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福
祉第一担当）へお申し込みください。

※特別徴収の対象の方で、口座振替での納付に変更することを希望される場合、
別途お申出が必要です。詳しくは40ページをご覧ください。

保険料の納付は便利な口座振替で！

　金融機関のキャッシュカードがあれば、金融機関への届出印がなくても区役
所・支所・京北出張所窓口で簡単に口座振替の申込手続ができます。ぜひご利
用ください。
○このサービスで申込みができる金融機関（令和6年4月現在）
　京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、ゆうちょ銀行、滋賀銀行、三菱
UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、京都市農業協同組合、京都農業協同組
合、京都中央農業協同組合、京都府信用農業協同組合連合会

○受付場所
　住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保
健福祉第一担当）

○申込みに必要なもの
　上記金融機関のキャッシュカード（受付時に暗証番号を入力していただきます。カ
ードによっては、ご利用いただけない場合もあります。）
　国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）

ペイジー口座振替受付サービス

　世帯全員の令和5年中の所得（※1）の合計が下表の基準金額以下の場合
は、保険料の平等割と均等割が減額されます。世帯の中に本市が所得を把
握できない方がいる場合は、所得の申告をしていただく必要があります。

保険料の減額

減額割合（※4、※5） 備　　考

（平等割・均等割の）
7割

（平等割・均等割の）
5割

（平等割・均等割の）
2割

基準金額

43万円
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

43万円
＋（54万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

法定減額制度
については、
保険料決定時
に適用するた
め申請は不要
です。
減額後の保険
料で計算した
保険料納入通
知書を送付し
ます。

法定減額制度

※1 法定減額適用に係る判定の際の所得は、次の点が所得割算定の際の所得と異なります。
○被保険者でない国保上の世帯主及び国保から後期高齢者医療制度へ移行した方の所得も判定に含
まれます。

○事業収入の場合、青色専従者及び事業専従者控除は必要経費に含まれません。
○給与収入の場合、専従者給与額は含まれません。
○公的年金収入の場合、昭和34年1月1日以前生まれの方は、公的年金等控除に加え、さらに15万円を
控除します（なお、この15万円は保険料の所得割額を算出する際に用いる総所得金額等からは控除
されません。）。

○土地、建物等の譲渡所得は、譲渡所得に係る特別控除を差し引く前の金額となります。

※2 「被保険者数」は、賦課期日現在（4月1日。年度の途中で新たに国保に加入された世帯は適用開始日。）に
おける人数です（法定減額適用に係る判定の際の「被保険者数」には国保から後期高齢者医療制度へ
移行した方も含みます。）。

※3 「給与所得者等の数」は、一定の給与所得者（給与収入55万円超）と公的年金に係る所得を有する方（公
的年金等の収入金額60万円超（65歳未満）又は125万円超（65歳以上））の人数です（国保から後期高
齢者医療制度へ移行した方も含みます。）。

※4 平等割の軽減措置（半額又は4分の1軽減。44ページ参照）が適用される世帯は、軽減措置適用後の平
等割からさらに法定減額（7割、5割又は2割）が適用されます。

※5 未就学児の均等割軽減措置（45ページ参照）が適用される世帯は、法定減額（7割、5割又は2割）適用後
の均等割からさらに半額が軽減されます。

■申込先

43万円
＋（29万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

口座振替にするとこんなに便利です。

■振替日　各納期限の日
■申し込みに必要なもの

■振替開始

◆ご指定の口座から自動的に振り替えられますので、納め忘れがありません。
◆納付のために金融機関や郵便局等へ行く手間が省けます。
◆一度申込手続をすれば、翌年度以降も自動的に振り替えられます。

　●国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）
　●預（貯）金通帳　●金融機関への届出印
　●申込書（口座振替依頼書）
　　申込書（口座振替依頼書）は、取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収
　　納事務分室、各区役所･支所保険年金課・京北出張所にあります。

　通常、お申し込みいただいてから口座振替が開始されるまでに1か月半～2か月かか
ります。口座振替の手続の完了後、「口座振替開始のお知らせ」（はがき）で振替開始
時期等をご連絡します。口座振替が開始されるまでは納付書でお納めください。

　預（貯）金口座のある取扱金融機関、郵便局、京都市保険年金課収納事務分室又は
住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福
祉第一担当）へお申し込みください。

※特別徴収の対象の方で、口座振替での納付に変更することを希望される場合、
別途お申出が必要です。詳しくは40ページをご覧ください。

保険料の納付は便利な口座振替で！

　金融機関のキャッシュカードがあれば、金融機関への届出印がなくても区役
所・支所・京北出張所窓口で簡単に口座振替の申込手続ができます。ぜひご利
用ください。
○このサービスで申込みができる金融機関（令和6年4月現在）
　京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、ゆうちょ銀行、滋賀銀行、三菱
UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、京都市農業協同組合、京都農業協同組
合、京都中央農業協同組合、京都府信用農業協同組合連合会

○受付場所
　住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保
健福祉第一担当）

○申込みに必要なもの
　上記金融機関のキャッシュカード（受付時に暗証番号を入力していただきます。カ
ードによっては、ご利用いただけない場合もあります。）
　国保記号番号がわかるもの（国保の保険証、納入通知書、領収書など）

ペイジー口座振替受付サービス

　世帯全員の令和5年中の所得（※1）の合計が下表の基準金額以下の場合
は、保険料の平等割と均等割が減額されます。世帯の中に本市が所得を把
握できない方がいる場合は、所得の申告をしていただく必要があります。

保険料の減額

減額割合（※4、※5） 備　　考

（平等割・均等割の）
7割

（平等割・均等割の）
5割

（平等割・均等割の）
2割

基準金額

43万円
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

43万円
＋（54万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）

法定減額制度
については、
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法定減額制度

※1 法定減額適用に係る判定の際の所得は、次の点が所得割算定の際の所得と異なります。
○被保険者でない国保上の世帯主及び国保から後期高齢者医療制度へ移行した方の所得も判定に含
まれます。

○事業収入の場合、青色専従者及び事業専従者控除は必要経費に含まれません。
○給与収入の場合、専従者給与額は含まれません。
○公的年金収入の場合、昭和34年1月1日以前生まれの方は、公的年金等控除に加え、さらに15万円を
控除します（なお、この15万円は保険料の所得割額を算出する際に用いる総所得金額等からは控除
されません。）。

○土地、建物等の譲渡所得は、譲渡所得に係る特別控除を差し引く前の金額となります。

※2 「被保険者数」は、賦課期日現在（4月1日。年度の途中で新たに国保に加入された世帯は適用開始日。）に
おける人数です（法定減額適用に係る判定の際の「被保険者数」には国保から後期高齢者医療制度へ
移行した方も含みます。）。

※3 「給与所得者等の数」は、一定の給与所得者（給与収入55万円超）と公的年金に係る所得を有する方（公
的年金等の収入金額60万円超（65歳未満）又は125万円超（65歳以上））の人数です（国保から後期高
齢者医療制度へ移行した方も含みます。）。

※4 平等割の軽減措置（半額又は4分の1軽減。44ページ参照）が適用される世帯は、軽減措置適用後の平
等割からさらに法定減額（7割、5割又は2割）が適用されます。

※5 未就学児の均等割軽減措置（45ページ参照）が適用される世帯は、法定減額（7割、5割又は2割）適用後
の均等割からさらに半額が軽減されます。

■申込先

43万円
＋（29万5千円×被保険者数（※2））
＋10万円×（給与所得者等の数（※3）－１）
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� 国保から後期高齢者医療制度へ移行した方がいる世帯への軽減措置
《平等割の軽減措置について》
　世帯主又は世帯員の一部が国保から後期高齢者医療制度へ移行したことにより、単
身世帯（国保被保険者が1人のみの世帯。以下「国保単身世帯」といいます。）となる
世帯は、最大で5年間、医療分保険料と後期高齢者支援分保険料の平等割額が半額に軽
減されます（介護分保険料の半額措置はありません。）。
　また、上記の半額措置が終了する世帯については、引き続き最大3年間、医療分保険
料と後期高齢者支援分保険料の平等割額の4分の1に相当する金額が軽減されます。
　なお、国保単身世帯であるかどうかは、世帯の国保被保険者が後期高齢者医療制度
へ移行した時点又は賦課期日（4月1日）現在で判定します。
＊�年度途中で世帯の国保被保険者が後期高齢者医療制度へ移行し、国保単身世帯になった場合は、そ

の日の属する月以降の保険料に適用されます。
＊�保険料の法定減額（43ページ参照）が適用となる世帯は、平等割の軽減措置適用後の金額からさら

に法定減額（7割、5割又は2割）が適用されます。
＊�国民健康保険の世帯構成を変更した場合、平等割の軽減措置が適用されないことがありますので、

ご注意ください。

《法定減額適用にあたっての特例措置》
　これまで法定減額が適用されていた世帯について、世帯主又は世帯員の一部が国保
から後期高齢者医療制度に移行したことによって世帯の国保被保険者数が減少しても、
国保から後期高齢者医療制度へ移行した方の所得及び人数を含めて法定減額の判定を
行うことによって、これまでと同様の法定減額が適用されます。

� 職場の健康保険の被扶養者であった65歳以上の方への軽減措置
　職場の健康保険に加入していた方が75歳到達等で後期高齢者医療制度へ移行した場
合、被扶養者の方も扶養を外れることになります。この方が65歳以上であれば、国保
に加入された場合（以下「旧被扶養者」といいます。）、以下の減免を受けることがで
きます。この減免を受けるためには必ず申請が必要です。

44 45

後期高齢者医療へ移行した方がいる世帯への軽減措置

所 得 割 当面の間：免除

均 等 割 旧被扶養者に該当した日の属する月以降2年を経過する月まで：半額

平 等 割 旧被扶養者に該当した日の属する月以降2年を経過する月まで：半額
※旧被扶養者のみで構成されている世帯のみ

　世帯の中に未就学児（令和6年度分保険料については平成30年4月2日以降生まれの
被保険者）がいる場合は、未就学児に係る均等割額が半額に軽減されます（申請不要）。
※�年度途中で世帯に未就学児が加入した場合は、その日の属する月以降の保険料に適用されます。
※�保険料の法定減額（43ページ参照）が適用される世帯に属する場合は、法定減額適用後の均等割額

からさらに半額を軽減します。

未就学児がいる世帯への軽減措置

　世帯に出産する予定の国民健康保険被保険者又は出産した被保険者（以下、出産被
保険者）といいます。）がある場合に、以下の減額制度が適用されます。

対 象 者
令和5年11月1日以降に出産予定の国民健康保険の出産被保険者の方
※�妊娠85日（4か月）以上の出産が対象です（死産、流産、早産及び人工妊娠中絶の場
合も含みます）。

対象期間

単胎妊娠：�出産予定月（又は出産日）の前月から出産予定月（又は出産日）の
翌々月まで【4か月相当分】

多胎妊娠：�出産予定月（又は出産日）の3か月前から出産予定月（又は出産日）
の翌々月まで【6か月相当分】

減額措置
上記対象期間に係る出産被保険者の所得割額及び均等割額が減額されます。
※�国民健康保険料が最高限度額に達している世帯については、当該制度の減額後、引き
続き最高限度額を超える場合は、保険料の減額がされないことがあります。

受付期間 出産予定日の6か月前から届出ができます。出産後の届出も可能です。

産前産後期間の国民健康保険料の減額制度

　世帯内に、離職した方でア又はイに該当する方がいる場合には、以下の軽減措置が
適用されます。この軽減措置を受けるためには必ず届出が必要です。

対
　
象
　
者

ア

特定受給資格者：倒産、解雇等の理由により再就職の準備をする時間的余裕が
なく、離職を余儀なくされた方
雇用保険受給資格者証及び雇用保険受給資格通知の離職理由欄：11、12、21、
22、31、32

イ
特定理由離職者：期間の定めのある労働契約が更新されなかったことその他�
やむを得ない理由により離職した方
雇用保険受給資格者証及び雇用保険受給資格通知の離職理由欄：23、33、34

軽減措置
前年の給与所得を30／ 100とみなして
①国民健康保険料を計算します。
②高額療養費等の限度額区分の判定を行います。

対象期間 離職した日の翌日の属する月から翌年度末まで
申請書類 ハローワークが発行する雇用保険受給資格者証及び雇用保険受給資格通知

※�離職日時点で、65歳以上の方は対象外となります。ただし、保険料については条例減免が受けられ
る場合がありますので、お早めにご相談ください。

非自発的失業者への保険料等の軽減措置
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� 国保から後期高齢者医療制度へ移行した方がいる世帯への軽減措置
《平等割の軽減措置について》
　世帯主又は世帯員の一部が国保から後期高齢者医療制度へ移行したことにより、単
身世帯（国保被保険者が1人のみの世帯。以下「国保単身世帯」といいます。）となる
世帯は、最大で5年間、医療分保険料と後期高齢者支援分保険料の平等割額が半額に軽
減されます（介護分保険料の半額措置はありません。）。
　また、上記の半額措置が終了する世帯については、引き続き最大3年間、医療分保険
料と後期高齢者支援分保険料の平等割額の4分の1に相当する金額が軽減されます。
　なお、国保単身世帯であるかどうかは、世帯の国保被保険者が後期高齢者医療制度
へ移行した時点又は賦課期日（4月1日）現在で判定します。
＊�年度途中で世帯の国保被保険者が後期高齢者医療制度へ移行し、国保単身世帯になった場合は、そ

の日の属する月以降の保険料に適用されます。
＊�保険料の法定減額（43ページ参照）が適用となる世帯は、平等割の軽減措置適用後の金額からさら

に法定減額（7割、5割又は2割）が適用されます。
＊�国民健康保険の世帯構成を変更した場合、平等割の軽減措置が適用されないことがありますので、

ご注意ください。

《法定減額適用にあたっての特例措置》
　これまで法定減額が適用されていた世帯について、世帯主又は世帯員の一部が国保
から後期高齢者医療制度に移行したことによって世帯の国保被保険者数が減少しても、
国保から後期高齢者医療制度へ移行した方の所得及び人数を含めて法定減額の判定を
行うことによって、これまでと同様の法定減額が適用されます。

� 職場の健康保険の被扶養者であった65歳以上の方への軽減措置
　職場の健康保険に加入していた方が75歳到達等で後期高齢者医療制度へ移行した場
合、被扶養者の方も扶養を外れることになります。この方が65歳以上であれば、国保
に加入された場合（以下「旧被扶養者」といいます。）、以下の減免を受けることがで
きます。この減免を受けるためには必ず申請が必要です。
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後期高齢者医療へ移行した方がいる世帯への軽減措置

所 得 割 当面の間：免除

均 等 割 旧被扶養者に該当した日の属する月以降2年を経過する月まで：半額

平 等 割 旧被扶養者に該当した日の属する月以降2年を経過する月まで：半額
※旧被扶養者のみで構成されている世帯のみ

　世帯の中に未就学児（令和6年度分保険料については平成30年4月2日以降生まれの
被保険者）がいる場合は、未就学児に係る均等割額が半額に軽減されます（申請不要）。
※�年度途中で世帯に未就学児が加入した場合は、その日の属する月以降の保険料に適用されます。
※�保険料の法定減額（43ページ参照）が適用される世帯に属する場合は、法定減額適用後の均等割額

からさらに半額を軽減します。

未就学児がいる世帯への軽減措置

　世帯に出産する予定の国民健康保険被保険者又は出産した被保険者（以下、出産被
保険者）といいます。）がある場合に、以下の減額制度が適用されます。

対 象 者
令和5年11月1日以降に出産予定の国民健康保険の出産被保険者の方
※�妊娠85日（4か月）以上の出産が対象です（死産、流産、早産及び人工妊娠中絶の場
合も含みます）。

対象期間

単胎妊娠：�出産予定月（又は出産日）の前月から出産予定月（又は出産日）の
翌々月まで【4か月相当分】

多胎妊娠：�出産予定月（又は出産日）の3か月前から出産予定月（又は出産日）
の翌々月まで【6か月相当分】

減額措置
上記対象期間に係る出産被保険者の所得割額及び均等割額が減額されます。
※�国民健康保険料が最高限度額に達している世帯については、当該制度の減額後、引き
続き最高限度額を超える場合は、保険料の減額がされないことがあります。

受付期間 出産予定日の6か月前から届出ができます。出産後の届出も可能です。

産前産後期間の国民健康保険料の減額制度

　世帯内に、離職した方でア又はイに該当する方がいる場合には、以下の軽減措置が
適用されます。この軽減措置を受けるためには必ず届出が必要です。

対
　
象
　
者

ア

特定受給資格者：倒産、解雇等の理由により再就職の準備をする時間的余裕が
なく、離職を余儀なくされた方
雇用保険受給資格者証及び雇用保険受給資格通知の離職理由欄：11、12、21、
22、31、32

イ
特定理由離職者：期間の定めのある労働契約が更新されなかったことその他�
やむを得ない理由により離職した方
雇用保険受給資格者証及び雇用保険受給資格通知の離職理由欄：23、33、34

軽減措置
前年の給与所得を30／ 100とみなして
①国民健康保険料を計算します。
②高額療養費等の限度額区分の判定を行います。

対象期間 離職した日の翌日の属する月から翌年度末まで
申請書類 ハローワークが発行する雇用保険受給資格者証及び雇用保険受給資格通知

※�離職日時点で、65歳以上の方は対象外となります。ただし、保険料については条例減免が受けられ
る場合がありますので、お早めにご相談ください。

非自発的失業者への保険料等の軽減措置
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保険料を滞納していると…
　災害などの特別の事情がないにもかかわらず、保険料を滞納している世帯に対し
ては、負担の公平性を保つため、法令の規定に基づき、次のような措置をとることに
なります。いずれの場合も、保険料を納める義務はなくなりません。

　保険証の有効期限を短縮して交付します。
保険証の有効期限の短縮

　入院や外来診療で一部負担金が高額療養費の自己
負担限度額までの支払いで済む、限度額適用認定
（18、19ページ参照）が受けられない場合があります。

限度額適用の認定不可

　保険証を返還していただきます。代わりに、一旦医療費を全額自己負担しな
ければならない「国民健康保険被保険者資格証明書（資格証明書）」を交付し
ます。
　「資格証明書」で診察を受けた場合、全額自己負担となりますが、後日、自己
負担分を除いた額（特別療養費）の給付を申請できます。

保険証の返還及び資格証明書の交付

財産の差押処分
　財産を調査し、給与、預（貯）金、生命保険、年金、不動産等の財産を差し押
さえます。

延滞金
　納期限までに納付が無い場合、保険料の他に延滞金を納めていただくことに
なります。

給付の一時差止め
　療養費、高額療養費、特別療養費等の現金
給付の全部又は一部の支払を一時差し止める
場合があります。

� 条例減免制度
　災害その他の事情により、保険料の納付が困難で、次のような基準に該当するとき
は、申請により保険料の減額等が受けられる場合があります。
　なお、この制度は、原則保険料が賦課された後の最初の納期内に申請がないと、保
険料の全額を対象とした減額はできません（※）ので、お早めにご相談ください。
※�第10期の納期限を過ぎると、保険料の減額はできません。また、過年度分保険料については、保険

料が賦課された後のその納期内に申請がない限り、減額ができません（賦課の期間制限が適用され
る保険料は納期内の申請であっても減額ができません。）。

※�減額が適用される場合、減額決定月以降の「各納期ごとの納付額」を減額し、保険料年額が減額決
定後の額となるよう変更します。

※�保険料の納付が困難な理由が認められて保険料が減額された後、年度内にその理由がなくなったり
改善したときは、申告していただかなければなりません。

●条例減免の種類

※矯正施設等入所者を対象とした減額制度等、その他の事情でも減額等が受けられる場合があります
　のでお問い合わせください。

一般減額

災害減免

退職や廃業、営業不振等により令和6年中の所得額が令和5年中
の所得額に比べて大幅に減少すると見込まれる場合
※所得減少の割合や令和6年中の所得金額により、保険料の減額ができない
　ことがあります。
※「申請時の見込み所得」と「翌年度に確定する令和6年中の実績所得」
　が著しく異なる場合は、減額の額の見直し又は取消しを行う場合があり
　ます。

●火災・震災・風水害などの自然災害により家屋やその他財
産に被害を受けた場合　●資産の盗難に遭った場合
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保険料を滞納していると…
　災害などの特別の事情がないにもかかわらず、保険料を滞納している世帯に対し
ては、負担の公平性を保つため、法令の規定に基づき、次のような措置をとることに
なります。いずれの場合も、保険料を納める義務はなくなりません。

　保険証の有効期限を短縮して交付します。
保険証の有効期限の短縮

　入院や外来診療で一部負担金が高額療養費の自己
負担限度額までの支払いで済む、限度額適用認定
（18、19ページ参照）が受けられない場合があります。

限度額適用の認定不可

　保険証を返還していただきます。代わりに、一旦医療費を全額自己負担しな
ければならない「国民健康保険被保険者資格証明書（資格証明書）」を交付し
ます。
　「資格証明書」で診察を受けた場合、全額自己負担となりますが、後日、自己
負担分を除いた額（特別療養費）の給付を申請できます。

保険証の返還及び資格証明書の交付

財産の差押処分
　財産を調査し、給与、預（貯）金、生命保険、年金、不動産等の財産を差し押
さえます。

延滞金
　納期限までに納付が無い場合、保険料の他に延滞金を納めていただくことに
なります。

給付の一時差止め
　療養費、高額療養費、特別療養費等の現金
給付の全部又は一部の支払を一時差し止める
場合があります。

� 条例減免制度
　災害その他の事情により、保険料の納付が困難で、次のような基準に該当するとき
は、申請により保険料の減額等が受けられる場合があります。
　なお、この制度は、原則保険料が賦課された後の最初の納期内に申請がないと、保
険料の全額を対象とした減額はできません（※）ので、お早めにご相談ください。
※�第10期の納期限を過ぎると、保険料の減額はできません。また、過年度分保険料については、保険

料が賦課された後のその納期内に申請がない限り、減額ができません（賦課の期間制限が適用され
る保険料は納期内の申請であっても減額ができません。）。

※�減額が適用される場合、減額決定月以降の「各納期ごとの納付額」を減額し、保険料年額が減額決
定後の額となるよう変更します。

※�保険料の納付が困難な理由が認められて保険料が減額された後、年度内にその理由がなくなったり
改善したときは、申告していただかなければなりません。

●条例減免の種類

※矯正施設等入所者を対象とした減額制度等、その他の事情でも減額等が受けられる場合があります
　のでお問い合わせください。

一般減額

災害減免

退職や廃業、営業不振等により令和6年中の所得額が令和5年中
の所得額に比べて大幅に減少すると見込まれる場合
※所得減少の割合や令和6年中の所得金額により、保険料の減額ができない
　ことがあります。
※「申請時の見込み所得」と「翌年度に確定する令和6年中の実績所得」
　が著しく異なる場合は、減額の額の見直し又は取消しを行う場合があり
　ます。

●火災・震災・風水害などの自然災害により家屋やその他財
産に被害を受けた場合　●資産の盗難に遭った場合
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特定保健指導を３か月間利用した　60代男性の例
〈最初の面接〉
  健診結果の説明を聞いて、食事内容や運動等の工夫について担当者と相談しました。
〈３か月間の取組〉

〈３か月後〉腹囲 2.5cm 減少しました！

①　ヨーグルトを無糖に変える
②　菓子パンをバターロールに変える
③　買い物は徒歩で行く

「特定健康診査」は、自覚症状なく進行する生活習慣病のリスクを早期に発見し、
予防するための大切な健診です。また、「特定保健指導」は、特定健康診査の結果
から、生活習慣病の発症リスクが高くなっている方に、一人ひとりのお体の状態に
合わせて、生活習慣を見直すサポートを行うものです。
ぜひ、ご自身の健康管理にお役立てください！

《特定健康診査・特定保健指導に関するお問合せ先》
  京都市保健福祉局生活福祉部保険年金課　（電話：075－213－5862）

◆健診結果のお知らせ

◆特定保健指導のご案内

※75歳になられた方は、後期高齢者医療制度の健診を受けていただくことになります。

特定健康診査・特定保健指導の流れ
京都市国保にご加入の40歳以上の方が対象です。
毎年度、4月下旬に右記の書類を送付します。

○ 受診券
○ 受診票（問診票）
○ 受診の手引き4月～9月に新たに加入された方には、加入翌月に送付します。

10月以降に加入された方は、翌年度から対象となります。（ ）

年に１回、健康状態をチェックしましょう！

特定健康診査・特定保健指導 健診結果のお知らせと特定保健指導のご案内

内臓脂肪型肥満
腹囲又は
BMIで判定

血糖値が高め 血圧が高め

脂質異常 喫煙歴がある

〈メタボリックシンドロームを含む生活習慣病のリスク〉

● 健診の結果から、特定保健指導対象者を選定します。

利用は無料

　受診から概ね１か月半後に、健診結果と健康な生活を送るための情報を併せてお
知らせします。検査値や総合判定をご確認いただき、これからの健康づくりにいか
しましょう。

● 対象となられた方には、「京都市国保の特定保健指導」のご案内と「特定保健指導
利用券」をお送りします。特定健診を、人間ドック健診機関・個別健診指定医療機
関で受診された方は受診された機関で、集団健診を受診された方は京都市保健福祉
局生活福祉部保険年金課でお受けください。

● 特定保健指導では、健康づくりの専門家が面接などで普段の生活習慣を一緒に振り返
り、これからもより健康に生活できるよう、生活習慣の改善をサポートします。

達成しやすい目標を
一緒に考えてもらい、
気軽に取り組むこと
ができた。今まで気
にしていなかったカ
ロリーを目安にすることで、目標を達成
することができた。

受診方法1 以下の3通りの方法から、年度中いずれか1回に限り受診できます。
①個 別 健 診	（指定医療機関）		  ≪予約先：同左≫
②集 団 健 診	（区役所・支所等）	 ≪予約先：WEB・電話（予約センター）≫
③人間ドック	（人間ドック健診機関）	≪予約先：同左≫
※�②集団健診の平日日程では、胸部（結核・肺がん）検診、大腸がん検診を同時に
受診できます。

健診当日
の持ち物2 ⃝受診券　⃝保険証　⃝受診票（問診票）

⃝受診料金	 ①個別健診・②集団健診：500円（65歳以上 無料）
	 ③人間ドック：13,000円程度
	 　※健診機関及びオプション検査の有無によって料金が異なります。

⃝②集団健診を受診の場合は、事前に送付する検尿容器（検尿後）
⃝③人間ドックを受診の場合は、各健診機関から指定された物

検査項目3 問診、身体計測、診察、血圧測定、血液検査、尿検査、心電図検査（65歳
以上の方等）、眼底検査（※１）、その他がんの検査等（人間ドックのみ）
※1　�眼底検査は、②集団健診では実施しません。①個別健診では一部の指定医療

機関で、医師から必要と判断された場合のみ実施します。

48 49
詳しい内容は、「受診の手引き」をご覧ください。

特定健康診査　≪受診には予約が必要です≫

異常なし 要指導 要医療
これからも、毎年、健診を
受け、健康状態を確認しま
しょう。

生活習慣の改善を要する検
査項目があります。
食習慣・運動習慣を見直し
ましょう。

精密検査や治療等が必要
です。健診結果をお持ちに
なって、早めに医療機関で
受診しましょう。
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制度の加入について

　以下に該当する方は、国保から脱退して、一人ひとりが後期高齢者医療制
度の被保険者となります。各申請は住所地の区役所・支所保険年金課（京北
地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）で受け付けています。

※1 令和6年12月2日以降は原則マイナ保険証をご使用いただくことになり、被保険者証の
交付はありません。マイナ保険証をお持ちの方は「資格情報のお知らせ」を、マイナ保
険証による資格確認を受けることができない状況の方は「資格確認書」を交付します。

75歳以上の方全員
（加入を除外される場合があります。） 届出不要 被保険者証

１人に
１枚交付65歳以上75歳未満で、一定の障害を

有すると認められた方
障害程度の
認定申請（※2）
が必要

　次の条件に該当する方は、障害の程度が明らかにできる年金証書、
身体障害者手帳等の書類を添付して申請をすることができます。

●身体障害者手帳の等級の1級から3級、4級で音声機能又は言語機能
の障害、4級で下肢障害の1号、3号又は4号に該当する方

 （1号：両下肢のすべての指を欠く、3号：1下肢を下腿の2分の1以上
で欠く、4号：1下肢の機能の著しい障害）

●療育手帳Ａ判定の方
●精神障害者保健福祉手帳1級又は2級の方
●国民年金証書（障害年金等級1級又は2級）をお持ちの方

障害程度の認定申請

　国保が世帯単位で負担していただくのと異なり、後期高齢者医療制度
では、被保険者一人ひとりに保険料を負担していただきます。また、保
険料は年金からの引落しにより納付（特別徴収）いただくか、口座振替
又は納付書により金融機関で納付（普通徴収）いただきます。
※被扶養者であった方も、保険料を負担する必要があります。
※後期高齢者医療制度の被保険者になることにより、国民健康保険の保険料の負担はなくな
ります。

※特別徴収の方は、お申出により納付方法を口座振替に変更できます。ただし、変更後、翌
年度の時点で保険料の滞納があるときは、次回の本徴収（10月）から再び特別徴収となり
ますので、ご注意ください。

保険料

　世帯（被保険者全員と世帯主）の令和5年中の所得に応じて、以下のとおり
保険料の均等割額が減額されます。

保険料減額制度（令和6年度）

※１　年金収入につき公的年金等控除を受けた65歳以上の方は、均等割額の法定減額の判定に限って公的年金
等に係る所得金額から15万円が控除されます。

　　　専従者給与（控除）及び譲渡所得の特別控除の税法上の規定は適用されません。
※２　「給与所得者等の数」は、被保険者又は世帯主のうち一定の給与所得者（給与収入55万円超）と公的年

金に係る所得を有する方（公的年金等の収入金額60万円超（65歳未満）又は125万円超（65歳以上））
の人数です。

　◆　資格取得日前日において、被用者保険（国民健康保険や国民健康保険組合を除く。）の被扶養者として加
入されていた方は、所得割額がかからず、資格取得後24か月間に限り均等割額の5割が軽減されます。

　◆　災害その他の事情により、保険料の納付が困難な場合などに、申請により保険料の減額が受けられる場合
があります。

※１　令和6年度に75歳に到達された方は、80万円になります。
※２　総所得金額等－基礎控除額が58万円以下の場合は、10.11%になります。

４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数（※２）－１）

４３万円＋（54.5万円×被保険者数）
＋１０万円×（給与所得者等の数（※２）－１）

保険料
（限度額73万円）（※1）

均等割額
被保険者１人当たり
56,340円

所得割額

×10.95％（※2）
＝ ＋ 総所得金額等－基礎控除額

※75歳になるまでは、障害程度の認定を受けた方でも後期高齢者医療制度の加入につい
て撤回の意思表示をすることで、将来に向かって資格喪失し、他の健康保険に加入す
ることができます。また、喪失後であっても75歳になるまでは、再申請して後期高齢
者医療制度に再加入することができます。

後期高齢者医療制度

総所得金額等※1（被保険者＋世帯主）が
下記の基準を超えない世帯 軽減割合

４３万円＋（29.5万円×被保険者数）
＋１０万円×（給与所得者等の数（※２）－１） 5割

2割

7割

京都府における令和6年度の保険料（年額）（※1）

（※2）

50 51
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後期高齢者医療制度で受けられる給付

●医療機関にかかるとき

●医療費が高額になったとき

●主な給付

　１か月の医療費が高額になったときは、申請をすると（申請は初回のみ必
要)、自己負担限度額を超えた分が払い戻されます。

◆区分Ⅰ
　世帯員全員が市民税非課税であって、かつ、全員の各所得額（＊）が
　0円の世帯に属する方又は老齢福祉年金を受給している方
＊雑所得での公的年金等控除額は、80万円
＊給与所得を含む場合は、さらに給与所得の金額から10万円を控除します。
◆区分Ⅱ
　世帯員全員が市民税非課税で、区分Ⅰ以外の方

　後期高齢者医療制度に加入されている方は、次のような給付を受けら
れます。
　◆入院時の食事代及び居住費 ◆保険外併用療養費
　◆療養費 ◆訪問看護療養費
　◆移送費（※1） ◆高額療養費
　◆高額介護合算療養費（※2） ◆葬祭費
※1 緊急やむを得ないと京都府後期高齢者医療広域連合が認めた場合に限ります。
※2 医療保険と介護保険の両保険における1年間の計算期間（毎年8月1日～翌

年7月31日まで）の自己負担額が高額になった場合、負担を軽減するため
に自己負担限度額を超えた額が支給されます。

※1 年齢到達により資格取得した方は、年齢到達月に限り自己負担限度額が半額にな
ります。

※2 ［　］内は過去12か月以内に3回以上該当した場合の4回目以降の限度額です。
※3 暦月単位で計算した高額療養費支給後の自己負担額が、年間（毎年8月1日～翌年

7月31日まで）で144,000円を超えた場合、超えた額を支給します。
（注）上表の「総医療費」とは、10割分（保険者負担分＋被保険者自己負担分）の金

額です。
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負担割合
現役並みの所得の方 3割
一定以上の所得・収入の方 2割
上記以外の方 1割

※住民税非課税世帯の方は、1割負担となります。

現役並みの所得の方とは・・・
　世帯内に、市民税課税所得が 145万円以上の後期高齢者医療制度の被保険者
がいる方です。ただし、昭和 20年 1月 2日以降生まれの被保険者及びその世
帯に属する被保険者の基礎控除後の総所得金額等の合計額が 210万円以下の場
合を除きます。また、世帯内の被保険者の収入金額の合計（必要経費等の控除前
の金額）によっては、負担割合が 1割または 2割になる場合があります。

一定以上の所得・収入の方とは・・・
　世帯内に、1人でも住民税課税所得が 28万円以上の後期高齢者医療の被保険
者がいる方で、
・世帯内の後期高齢者医療制度の被保険者が 1人の場合
　年金収入＋その他の合計所得金額（＊）の合計額が 200万円以上
・世帯内の後期高齢者医療制度の被保険者が 2人以上いる場合
　年金収入＋その他の合計所得金額（＊）の合計額が 320万円以上
＊�必要経費や給与所得控除を差し引き後、基礎控除や社会保険料控除等の控除をする前の金額

負担区分
限度額※１

外来＋入院
（世帯）課税所得 外来（個人）

３
割
負
担

現
役
並
み
所
得
者

690万円以上
【現役Ⅲ】

252,600円＋総医療費の中で842,000円を超えた額の1％
［140,100 円］（※２）

380万円以上
【現役Ⅱ】

167,400円＋総医療費の中で558,000円を超えた額の1％
［93,000 円］（※２）

145万円以上
【現役Ⅰ】

  80,100円＋総医療費の中で267,000円を超えた額の1％
［44,400 円］（※２）

２
割
負
担

一般Ⅱ
18,000 円または

［6,000 円＋（医療費−
30,000 円）× 10％］
の低い方を適用（※３）

57,600 円
［44,400 円］（※２）

１
割
負
担

一般Ⅰ 18,000 円（※３）

区分Ⅱ
  8,000 円

24,600 円
区分Ⅰ 15,000 円
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後期高齢者医療制度で受けられる給付

●医療機関にかかるとき

●医療費が高額になったとき

●主な給付

　１か月の医療費が高額になったときは、申請をすると（申請は初回のみ必
要)、自己負担限度額を超えた分が払い戻されます。

◆区分Ⅰ
　世帯員全員が市民税非課税であって、かつ、全員の各所得額（＊）が
　0円の世帯に属する方又は老齢福祉年金を受給している方
＊雑所得での公的年金等控除額は、80万円
＊給与所得を含む場合は、さらに給与所得の金額から10万円を控除します。
◆区分Ⅱ
　世帯員全員が市民税非課税で、区分Ⅰ以外の方

　後期高齢者医療制度に加入されている方は、次のような給付を受けら
れます。
　◆入院時の食事代及び居住費 ◆保険外併用療養費
　◆療養費 ◆訪問看護療養費
　◆移送費（※1） ◆高額療養費
　◆高額介護合算療養費（※2） ◆葬祭費
※1 緊急やむを得ないと京都府後期高齢者医療広域連合が認めた場合に限ります。
※2 医療保険と介護保険の両保険における1年間の計算期間（毎年8月1日～翌

年7月31日まで）の自己負担額が高額になった場合、負担を軽減するため
に自己負担限度額を超えた額が支給されます。

※1 年齢到達により資格取得した方は、年齢到達月に限り自己負担限度額が半額にな
ります。

※2 ［　］内は過去12か月以内に3回以上該当した場合の4回目以降の限度額です。
※3 暦月単位で計算した高額療養費支給後の自己負担額が、年間（毎年8月1日～翌年

7月31日まで）で144,000円を超えた場合、超えた額を支給します。
（注）上表の「総医療費」とは、10割分（保険者負担分＋被保険者自己負担分）の金

額です。
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負担割合
現役並みの所得の方 3割
一定以上の所得・収入の方 2割
上記以外の方 1割

※住民税非課税世帯の方は、1割負担となります。

現役並みの所得の方とは・・・
　世帯内に、市民税課税所得が 145万円以上の後期高齢者医療制度の被保険者
がいる方です。ただし、昭和 20年 1月 2日以降生まれの被保険者及びその世
帯に属する被保険者の基礎控除後の総所得金額等の合計額が 210万円以下の場
合を除きます。また、世帯内の被保険者の収入金額の合計（必要経費等の控除前
の金額）によっては、負担割合が 1割または 2割になる場合があります。

一定以上の所得・収入の方とは・・・
　世帯内に、1人でも住民税課税所得が 28万円以上の後期高齢者医療の被保険
者がいる方で、
・世帯内の後期高齢者医療制度の被保険者が 1人の場合
　年金収入＋その他の合計所得金額（＊）の合計額が 200万円以上
・世帯内の後期高齢者医療制度の被保険者が 2人以上いる場合
　年金収入＋その他の合計所得金額（＊）の合計額が 320万円以上
＊�必要経費や給与所得控除を差し引き後、基礎控除や社会保険料控除等の控除をする前の金額

負担区分
限度額※１

外来＋入院
（世帯）課税所得 外来（個人）

３
割
負
担

現
役
並
み
所
得
者

690万円以上
【現役Ⅲ】

252,600円＋総医療費の中で842,000円を超えた額の1％
［140,100 円］（※２）

380万円以上
【現役Ⅱ】

167,400円＋総医療費の中で558,000円を超えた額の1％
［93,000 円］（※２）

145万円以上
【現役Ⅰ】

  80,100円＋総医療費の中で267,000円を超えた額の1％
［44,400 円］（※２）

２
割
負
担

一般Ⅱ
18,000 円または

［6,000 円＋（医療費−
30,000 円）× 10％］
の低い方を適用（※３）

57,600 円
［44,400 円］（※２）

１
割
負
担

一般Ⅰ 18,000 円（※３）

区分Ⅱ
  8,000 円

24,600 円
区分Ⅰ 15,000 円
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保健サービスを活用しましょう
　生活習慣病の早期発見など、市民の方の健康づくりに役立てていただくために、次の
ような事業を実施しています。

各種がん検診
　がんの早期発見・早期治療のため、下表のとおり各種がん検診を実施しています。

お問合せ先　　　�京都いつでもコール（電話 075-661-3755 ／ＦＡＸ 075-661-5855）�
受付時間：年中無休　午前８時から午後９時まで（おかけ間違いにご注意ください。）

青年期健診
　健診を受ける機会のない18歳～
39歳の方を対象にメタボリックシンド
ロームに着目した健康診査（問診、身
体測定、血液検査、尿検査等）を指定
医療機関で実施しています（受診料金
3,000円 ※免除規定あり）。

肝炎ウイルス（B型・C型） 
検査【要予約】
　京都市民の方を対象に、協力医療
機関において、肝炎ウイルス（B型・
C型）検査を実施しています（無料）。
※�検査当日は本人確認書類　（住所が確認できる
もの）を持参してください。

●各種健診等

検診・検査内容
対象者（※1）

受診料金（※2）
20・30歳代 40歳代 50歳以上

胃がん検診（胃内視鏡（胃カメラ）検査）
胃カメラで、直接、胃の粘膜を観察します。 50歳以上 

の市民
２年に１回

約18,000円
（保険外診療） →�3,000円

胃がん検診（胃部エックス線（バリウム）検査）
バリウム等を飲んでいただき、胃部のエックス線撮影を
行います。

約9,000円
（保険外診療） →�1,000円

胃がんリスク層別化検診（ABC 検診）
血液検査により、ピロリ菌感染の有無を調べる「ピロリ
菌抗体検査」と、胃の粘膜の状態を調べる「ペプシノゲ
ン検査」の２つの検査を組み合わせて、胃がんにかかる
リスクを判定します。

35・40歳の市民
上記年齢を通じて 
１回のみ

約5,000円
（保険外診療） →� 500円

肺がん検診（胸部エックス線検査）
胸部のエックス線撮影を行います。
問診の結果、必要に応じて喀痰検査（たんの検査）を行
います。

40歳以上の市民
１年に１回

約2,000円
（保険外診療） →� 無料
喀痰検査
約5,000円
（保険外診療）

→�1,000円

大腸がん検診（便潜血検査）
２日分の検便により、大腸内の出血の有無を調べます。

40歳以上の市民
１年に１回

約2,000円
（保険外診療） →� 300円

前立腺がん検診（PSA 検査）
血液検査により、PSA値（前立腺がん腫瘍マーカーとな
るタンパク質）を測定します。

50歳以上の
男性の市民
２年に１回

約4,000円
（保険外診療） →�1,500円

子宮頸がん検診（子宮頸部細胞診）
子宮内の入口（頸部）の細胞を採取し、異常な細胞がな
いかどうかを調べます。

20歳以上の女性の市民
２年に１回

約8,000円
（保険外診療） →�1,000円

乳がん検診（マンモグラフィ検査）
マンモグラフィ（エックス線）検査を行います。
※視触診は実施していません。

40歳以上の 
女性の市民
２年に１回

約9,000円
（保険外診療） →�1,300円

どちらか一方を
選んでください。

（ ）

※1	� 対象年齢は、受診する年の 12月 31日時点で判定します。2年に 1回の検診は、各年、偶数の年齢の方が対象です。
ただし、奇数の年齢の方でも、前年（偶数の年齢の年）に受診していない場合は受診できます。

※2	� 受診料金には免除制度があります。詳しくは下記の京都いつでもコールへお問い合わせください。

　生活習慣病予防など、健康づくりに関する知識を深めてい
ただくために健康教室等を開催しています。

お問合せ先　　�住所地の区役所・支所健康長寿推進課�
（京北地域にお住まいの方は京北出張所保健福祉第二担当）

胸部（結核・肺がん）検診【要予約】
　40歳以上の京都市民の方を対象に、各区役所・支所（健康長寿推進課）で胸
部エックス線検査を実施しています（要予約、無料）。
　65歳以上の方は、感染症法により、年 1回の結核健診の受診が義務付けら
れています。

お問合せ先　　住所地の区役所・支所健康長寿推進課

お問合せ先　　�住所地の区役所・支所健康長寿推進課（京北地域にお住まいの方は�
京北出張所保健福祉第二担当）

歯周疾患予防健診
　歯周病（歯周疾患）の早期発見の
ため、満 40、45、50、55、60、65、
70歳の方（健診当日の満年齢）を対
象に、歯科健診や歯周病予防を中心と
した歯科保健指導を指定医療機関で実
施しています（受診料金 500円、免
除規定あり）。
※エックス線検査は行っていません。
※�対象年齢は変更されることがあります
ので最新の情報は京都市歯周疾患予防
健診のホームページをご覧ください。

成人・妊婦歯科相談
　18歳以上の方及び妊産婦の方を対
象に、歯科健診（むし歯、歯周病な
ど）を含む歯科相談、歯科保健指導
を行っています（各区役所で月１回・
支所で隔月に１回実施、予約不要、無
料）。
※�京北出張所を除く。
※実施日はお問い合わせください。

●地域における健康づくり（健康教育）
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保健サービスを活用しましょう
　生活習慣病の早期発見など、市民の方の健康づくりに役立てていただくために、次の
ような事業を実施しています。

各種がん検診
　がんの早期発見・早期治療のため、下表のとおり各種がん検診を実施しています。

お問合せ先　　　�京都いつでもコール（電話 075-661-3755 ／ＦＡＸ 075-661-5855）�
受付時間：年中無休　午前８時から午後９時まで（おかけ間違いにご注意ください。）

青年期健診
　健診を受ける機会のない18歳～
39歳の方を対象にメタボリックシンド
ロームに着目した健康診査（問診、身
体測定、血液検査、尿検査等）を指定
医療機関で実施しています（受診料金
3,000円 ※免除規定あり）。

肝炎ウイルス（B型・C型） 
検査【要予約】
　京都市民の方を対象に、協力医療
機関において、肝炎ウイルス（B型・
C型）検査を実施しています（無料）。
※�検査当日は本人確認書類　（住所が確認できる
もの）を持参してください。

●各種健診等

検診・検査内容
対象者（※1）

受診料金（※2）
20・30歳代 40歳代 50歳以上

胃がん検診（胃内視鏡（胃カメラ）検査）
胃カメラで、直接、胃の粘膜を観察します。 50歳以上 

の市民
２年に１回

約18,000円
（保険外診療） →�3,000円

胃がん検診（胃部エックス線（バリウム）検査）
バリウム等を飲んでいただき、胃部のエックス線撮影を
行います。

約9,000円
（保険外診療） →�1,000円

胃がんリスク層別化検診（ABC 検診）
血液検査により、ピロリ菌感染の有無を調べる「ピロリ
菌抗体検査」と、胃の粘膜の状態を調べる「ペプシノゲ
ン検査」の２つの検査を組み合わせて、胃がんにかかる
リスクを判定します。

35・40歳の市民
上記年齢を通じて 
１回のみ

約5,000円
（保険外診療） →� 500円

肺がん検診（胸部エックス線検査）
胸部のエックス線撮影を行います。
問診の結果、必要に応じて喀痰検査（たんの検査）を行
います。

40歳以上の市民
１年に１回

約2,000円
（保険外診療） →� 無料
喀痰検査
約5,000円
（保険外診療）

→�1,000円

大腸がん検診（便潜血検査）
２日分の検便により、大腸内の出血の有無を調べます。

40歳以上の市民
１年に１回

約2,000円
（保険外診療） →� 300円

前立腺がん検診（PSA 検査）
血液検査により、PSA値（前立腺がん腫瘍マーカーとな
るタンパク質）を測定します。

50歳以上の
男性の市民
２年に１回

約4,000円
（保険外診療） →�1,500円

子宮頸がん検診（子宮頸部細胞診）
子宮内の入口（頸部）の細胞を採取し、異常な細胞がな
いかどうかを調べます。

20歳以上の女性の市民
２年に１回

約8,000円
（保険外診療） →�1,000円

乳がん検診（マンモグラフィ検査）
マンモグラフィ（エックス線）検査を行います。
※視触診は実施していません。

40歳以上の 
女性の市民
２年に１回

約9,000円
（保険外診療） →�1,300円

どちらか一方を
選んでください。

（ ）

※1	� 対象年齢は、受診する年の 12月 31日時点で判定します。2年に 1回の検診は、各年、偶数の年齢の方が対象です。
ただし、奇数の年齢の方でも、前年（偶数の年齢の年）に受診していない場合は受診できます。

※2	� 受診料金には免除制度があります。詳しくは下記の京都いつでもコールへお問い合わせください。

　生活習慣病予防など、健康づくりに関する知識を深めてい
ただくために健康教室等を開催しています。

お問合せ先　　�住所地の区役所・支所健康長寿推進課�
（京北地域にお住まいの方は京北出張所保健福祉第二担当）

胸部（結核・肺がん）検診【要予約】
　40歳以上の京都市民の方を対象に、各区役所・支所（健康長寿推進課）で胸
部エックス線検査を実施しています（要予約、無料）。
　65歳以上の方は、感染症法により、年 1回の結核健診の受診が義務付けら
れています。

お問合せ先　　住所地の区役所・支所健康長寿推進課

お問合せ先　　�住所地の区役所・支所健康長寿推進課（京北地域にお住まいの方は�
京北出張所保健福祉第二担当）

歯周疾患予防健診
　歯周病（歯周疾患）の早期発見の
ため、満 40、45、50、55、60、65、
70歳の方（健診当日の満年齢）を対
象に、歯科健診や歯周病予防を中心と
した歯科保健指導を指定医療機関で実
施しています（受診料金 500円、免
除規定あり）。
※エックス線検査は行っていません。
※�対象年齢は変更されることがあります
ので最新の情報は京都市歯周疾患予防
健診のホームページをご覧ください。

成人・妊婦歯科相談
　18歳以上の方及び妊産婦の方を対
象に、歯科健診（むし歯、歯周病な
ど）を含む歯科相談、歯科保健指導
を行っています（各区役所で月１回・
支所で隔月に１回実施、予約不要、無
料）。
※�京北出張所を除く。
※実施日はお問い合わせください。

●地域における健康づくり（健康教育）
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　自己負担を軽減し、又は免除する制度には様々なものがあ
り、法律によって実施しているものと、京都市が独自に実施
しているものがあります。

福祉医療費支給制度

制度名 対象となる方 一部負担金

子ども医療

0歳から中学校3年生（15歳に達する日以後の最
初の3月31日までが対象です。）
※所得制限はありません｡  
※適用は健康保険の加入日からになります｡  

・入院及び0歳～小学生の通院�1か月1
医療機関200円
・中学生の通院�1か月1,500円（※）
※�医療機関等での窓口負担は1か月1医療機

関1,500円までとなりますが、複数医療機
関等を受診するなど、1か月の自己負担額
合計が1,500円を超えた場合、超えた額を
申請により払い戻します。（対象:中学生）

※�令和元年9月診療分から令和5年8月診療
分までは、1か月上限1,500円（対象:3歳
から中学生まで）

※�令 和 元 年8月診 療 分 以 前 は1か 月-上 限
3,000円（対象:3歳から中学生まで）

ひ と り 親
家 庭 等
医 療

次のいずれかに該当する方
①�生計を一にする父又は母のない18歳到達後最初
の3月31日までにある児童
②①の児童と生計を一にする母又は父
③�両親のいない児童と、その児童を扶養する20歳
未満の方など

※所得制限があります｡  
※適用は申請日以後になります。

なし

重 度 心 身
障 害 者
医 療

次のいずれかに該当する方
①�1級又は2級の身体障害者手帳を持っている｡
②知能指数が35以下である（療育手帳A判定）｡
③�3級の身体障害者手帳を持ち、知能指数が50以
下である（療育手帳A判定相当）｡
④1級の精神障害者保健福祉手帳を持っている。
⑤�2級の精神障害者保健福祉手帳を持ち、次のい
ずれかに該当する。
　・直近の認定で1級から2級に変更になった。
　・3級の身体障害者手帳を持っている。
　・知能指数が50以下である。
※④及び⑤は、令和6年8月から対象になる予定です。 
※所得制限があります。
※適用は申請月の初日からになります。

なし

制度名 対象となる方 一部負担金

老 人 医 療

社会保険や国民健康保険などの医療保険に加入し
ている65歳以上70歳未満の方で、次の①～③の
いずれの方にも前年の所得税が課されていない方
①　本人
②　配偶者
③　同一住所にお住まいの方（住民基本台
　　帳上で世帯分離している方も含む。）
　　及び別住所にお住まいの方（扶養関係
　　がある方）のうち主たる生計維持者
※適用は申請月の初日からになります。

2割
（一定以上所得者世帯の方は3割）
※自己負担限度額あり

重 度 障 害
老 人 健 康
管 理 費

後期高齢者医療制度の資格がある方で、次のいず
れかに該当する方
①�1級又は2級の身体障害者手帳を持っている｡
②知能指数が35以下である（療育手帳A判定）｡
③�3級の身体障害者手帳を持ち、知能指数が50以
下である（療育手帳A判定相当）｡

④1級の精神障害者保健福祉手帳を持っている。
⑤�2級の精神障害者保健福祉手帳を持ち、次のい
ずれかに該当する。

　・直近の認定で1級から2級に変更になった。
　・3級の身体障害者手帳を持っている。
　・知能指数が50以下である。
※④及び⑤は、令和6年8月から対象になる予定です。 
※所得制限があります。
※適用は申請月の翌月の初日からになります。

なし

※いずれの制度も、京都市内にお住まいで、健康保険に加入していることが必要です。

　京都市では、健康保険の自己負担額を助成する福祉医療費支給制度
を実施しています。

申請に必要なもの申請に必要なもの 保険証　
制度により、身体障害者手帳、戸籍謄本などが必要です｡

56 57

お問合せ先

子ども医療 京都市子ども家庭支援課分室（251-1123）

ひとり親家庭等医療 住所地の区役所・支所子どもはぐくみ室
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）

重度心身障害者医療 住所地の区役所・支所障害保健福祉課
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）

老人医療 住所地の区役所・支所健康長寿推進課
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）

重度障害老人健康管理費 住所地の区役所・支所保険年金課
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）
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　自己負担を軽減し、又は免除する制度には様々なものがあ
り、法律によって実施しているものと、京都市が独自に実施
しているものがあります。

福祉医療費支給制度

制度名 対象となる方 一部負担金

子ども医療

0歳から中学校3年生（15歳に達する日以後の最
初の3月31日までが対象です。）
※所得制限はありません｡  
※適用は健康保険の加入日からになります｡  

・入院及び0歳～小学生の通院�1か月1
医療機関200円
・中学生の通院�1か月1,500円（※）
※�医療機関等での窓口負担は1か月1医療機

関1,500円までとなりますが、複数医療機
関等を受診するなど、1か月の自己負担額
合計が1,500円を超えた場合、超えた額を
申請により払い戻します。（対象:中学生）

※�令和元年9月診療分から令和5年8月診療
分までは、1か月上限1,500円（対象:3歳
から中学生まで）

※�令 和 元 年8月診 療 分 以 前 は1か 月-上 限
3,000円（対象:3歳から中学生まで）

ひ と り 親
家 庭 等
医 療

次のいずれかに該当する方
①�生計を一にする父又は母のない18歳到達後最初
の3月31日までにある児童

②①の児童と生計を一にする母又は父
③�両親のいない児童と、その児童を扶養する20歳
未満の方など

※所得制限があります｡  
※適用は申請日以後になります。

なし

重 度 心 身
障 害 者
医 療

次のいずれかに該当する方
①�1級又は2級の身体障害者手帳を持っている｡
②知能指数が35以下である（療育手帳A判定）｡
③�3級の身体障害者手帳を持ち、知能指数が50以
下である（療育手帳A判定相当）｡

④1級の精神障害者保健福祉手帳を持っている。
⑤�2級の精神障害者保健福祉手帳を持ち、次のい
ずれかに該当する。

　・直近の認定で1級から2級に変更になった。
　・3級の身体障害者手帳を持っている。
　・知能指数が50以下である。
※④及び⑤は、令和6年8月から対象になる予定です。 
※所得制限があります。
※適用は申請月の初日からになります。

なし

制度名 対象となる方 一部負担金

老 人 医 療

社会保険や国民健康保険などの医療保険に加入し
ている65歳以上70歳未満の方で、次の①～③の
いずれの方にも前年の所得税が課されていない方
①　本人
②　配偶者
③　同一住所にお住まいの方（住民基本台
　　帳上で世帯分離している方も含む。）
　　及び別住所にお住まいの方（扶養関係
　　がある方）のうち主たる生計維持者
※適用は申請月の初日からになります。

2割
（一定以上所得者世帯の方は3割）
※自己負担限度額あり

重 度 障 害
老 人 健 康
管 理 費

後期高齢者医療制度の資格がある方で、次のいず
れかに該当する方
①�1級又は2級の身体障害者手帳を持っている｡
②知能指数が35以下である（療育手帳A判定）｡
③�3級の身体障害者手帳を持ち、知能指数が50以
下である（療育手帳A判定相当）｡

④1級の精神障害者保健福祉手帳を持っている。
⑤�2級の精神障害者保健福祉手帳を持ち、次のい
ずれかに該当する。

　・直近の認定で1級から2級に変更になった。
　・3級の身体障害者手帳を持っている。
　・知能指数が50以下である。
※④及び⑤は、令和6年8月から対象になる予定です。 
※所得制限があります。
※適用は申請月の翌月の初日からになります。

なし

※いずれの制度も、京都市内にお住まいで、健康保険に加入していることが必要です。

　京都市では、健康保険の自己負担額を助成する福祉医療費支給制度
を実施しています。

申請に必要なもの申請に必要なもの 保険証　
制度により、身体障害者手帳、戸籍謄本などが必要です｡

56 57

お問合せ先

子ども医療 京都市子ども家庭支援課分室（251-1123）

ひとり親家庭等医療 住所地の区役所・支所子どもはぐくみ室
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）

重度心身障害者医療 住所地の区役所・支所障害保健福祉課
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）

老人医療 住所地の区役所・支所健康長寿推進課
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）

重度障害老人健康管理費 住所地の区役所・支所保険年金課
（京北地域にお住まいの方は、京北出張所保健福祉第一担当）
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　介護保険制度は、原則、40歳以上の全ての方が被保険者となり、保険料
と公費を財源として、寝たきりや認知症などにより介護が必要な高齢者に
サービスを提供することを目的としています。この制度は、第1号被保険者
と第2号被保険者とでは、サービスを利用するための条件や、保険料の計算
方法、納付方法が異なります。

第１号被保険者 第2号被保険者
65歳以上の方 40歳～64歳の医療保険

加入者 

初老期における認知症、
脳血管疾患など老化に伴
う病気（16種類の特定疾
病）が原因で介護・支援
が必要な方

＊寝たきりや認知症などで入浴、
排せつ、食事などの日常生
活動作について、介護が必
要な方

＊家事などの日常生活行為に 
支援が必要な方

加入している医療保険の
算定方法に基づいて決定
します。
★国保加入の方は、36
～38ページをご覧く
ださい。

市町村ごとに所得段階区分に
応じて決定します。

加入している医療保険の
保険料と一括して納付
★国保加入の方は、39
～42ページをご覧く
ださい。

＊老齢・退職・障害・遺族年金
の年額が18万円以上の方
　年金から引落し（特別徴収）
＊特別徴収以外の方
　納期ごとに納付書や口座振
替により納付（普通徴収）

※利用者負担は、原則として、サービス費用の1割、2
割又は3割となります。

※施設サービスなどを利用した場合は、別途、食費・居住費
（滞在費）・日常生活費などが自己負担となります。

　本市国保に加入している40歳～64歳の方も、自動的に介護保険の第2号
被保険者になります。この場合の介護保険分の保険料は、世帯の国民健康
保険料として、医療保険分の保険料と一括して世帯主の方に納付していた
だきます（保険料の計算方法については、36～38ページをご覧ください。）。

介護保険の第2号被保険者について介護保険の第2号被保険者について

対象となる方

保 険 料

保 険 料 の
納 付 方 法

サ ー ビ ス
の 利 用 料

介護予防サービス
・介護サービスを
利用できる方
※いずれも要介護
　認定等が必要

　次の施設に入所している方は、介護保険の被保険者とならず、障害者施
策などの適用を受けますので、入所・退所したときは届出が必要です。

指定障害者支援施設（生活介護と施設入所支援の支
給決定を受けているものに限る。）
障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）
医療型障害児入所施設
厚生労働大臣が指定する医療機関
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設
ハンセン病療養所
救護施設
被災労働者の援護に係る施設
指定障害福祉サービス事業者で療養介護を行う病院（療
養介護を行うものに限る。）

40歳～64歳の方

65歳以上の方

住所地の区役所・支所保険年金課
（京北地域にお住まいの方は、 京北出張所保健福祉第一担当）

住所地の区役所・支所健康長寿推進課
（京北地域にお住まいの方は、 京北出張所保健福祉第一担当）

介護保険の被保険者とならない方介護保険の被保険者とならない方

届　出　先

2
3
4
5
6
7
8
9

1

介護保険制度
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　介護保険制度は、原則、40歳以上の全ての方が被保険者となり、保険料
と公費を財源として、寝たきりや認知症などにより介護が必要な高齢者に
サービスを提供することを目的としています。この制度は、第1号被保険者
と第2号被保険者とでは、サービスを利用するための条件や、保険料の計算
方法、納付方法が異なります。

第１号被保険者 第2号被保険者
65歳以上の方 40歳～64歳の医療保険

加入者 

初老期における認知症、
脳血管疾患など老化に伴
う病気（16種類の特定疾
病）が原因で介護・支援
が必要な方

＊寝たきりや認知症などで入浴、
排せつ、食事などの日常生
活動作について、介護が必
要な方

＊家事などの日常生活行為に 
支援が必要な方

加入している医療保険の
算定方法に基づいて決定
します。
★国保加入の方は、36
～38ページをご覧く
ださい。

市町村ごとに所得段階区分に
応じて決定します。

加入している医療保険の
保険料と一括して納付
★国保加入の方は、39
～42ページをご覧く
ださい。

＊老齢・退職・障害・遺族年金
の年額が18万円以上の方
　年金から引落し（特別徴収）
＊特別徴収以外の方
　納期ごとに納付書や口座振
替により納付（普通徴収）

※利用者負担は、原則として、サービス費用の1割、2
割又は3割となります。

※施設サービスなどを利用した場合は、別途、食費・居住費
（滞在費）・日常生活費などが自己負担となります。

　本市国保に加入している40歳～64歳の方も、自動的に介護保険の第2号
被保険者になります。この場合の介護保険分の保険料は、世帯の国民健康
保険料として、医療保険分の保険料と一括して世帯主の方に納付していた
だきます（保険料の計算方法については、36～38ページをご覧ください。）。

介護保険の第2号被保険者について介護保険の第2号被保険者について

対象となる方

保 険 料

保 険 料 の
納 付 方 法

サ ー ビ ス
の 利 用 料

介護予防サービス
・介護サービスを
利用できる方
※いずれも要介護
　認定等が必要

　次の施設に入所している方は、介護保険の被保険者とならず、障害者施
策などの適用を受けますので、入所・退所したときは届出が必要です。

指定障害者支援施設（生活介護と施設入所支援の支
給決定を受けているものに限る。）
障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）
医療型障害児入所施設
厚生労働大臣が指定する医療機関
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設
ハンセン病療養所
救護施設
被災労働者の援護に係る施設
指定障害福祉サービス事業者で療養介護を行う病院（療
養介護を行うものに限る。）

40歳～64歳の方

65歳以上の方

住所地の区役所・支所保険年金課
（京北地域にお住まいの方は、 京北出張所保健福祉第一担当）

住所地の区役所・支所健康長寿推進課
（京北地域にお住まいの方は、 京北出張所保健福祉第一担当）

介護保険の被保険者とならない方介護保険の被保険者とならない方

届　出　先

2
3
4
5
6
7
8
9

1

介護保険制度

58 59
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診察日

１０：００～１７：００

受付時間

受診の際は、健康保険証（マイナンバーカードの健康保険証利用も可）などをお忘れなく
休日急病歯科中央診療所

受診の際は、健康保険証（マイナンバーカードの健康保険証利用も可）などをお忘れなく
急病診療所

内 　 科
（15歳以上）
眼 　 科

耳鼻咽喉科

歯　科

●国保などについてのお問合せ・ご相談は、お気軽に住所地の区役所・支所(京北地域にお住ま
　いの方は、京北出張所)までご連絡ください。

各種お問合せ先一覧

地下鉄
二条駅

御池通

三条通

千
本
通

急病診療所
（医師会館1階）

二条城押小路通

Ｊ
Ｒ
二
条
駅

地下鉄
二条駅

御池通

三条通

千
本
通

休日急病歯科
中央診療所

二条城押小路通

Ｊ
Ｒ
二
条
駅日曜日・祝日

お盆・年末年始

受付時間診療科目 診察日

小 児 科
（15歳未満）

月曜日～金曜日 ２0：００～２3：００

日曜日・祝日
お盆・年末年始

１０：００～１７：００
１８：００～２3：００

日曜日・祝日
お盆・年末年始

１０：００～１７：００
１８：００～２２：００

日曜日・祝日
お盆・年末年始 １０：００～１７：００

１８：００～２２：００土曜日

１４：００～１７：００
１８：００～翌８：００土曜日

小児科・内科
眼科・耳鼻咽喉科

歯　科

中・西ノ京東栂尾町6
（京都府医師会館1階）

中・西ノ京東栂尾町1
（京都府歯科医師会口腔保健センター1階）

※お盆（8／15、16）・年末年始（12／29～1／3）
※土曜日が祝日・お盆・年末年始と重なった場合は、祝日・お
盆・年末年始の受付時間帯となります。ただし、小児科につ
いては、深夜帯（23時～翌8時）も実施します（年末年始は
除く）。

※お盆（8／15、16）・年末年始（12／29～1／4）

60 61

区
役
所
・
支
所

・
京
北
出
張
所

（
代
表
）

保
険
年
金
課

子
ど
も
は
ぐ
く
み
室

障
害
保
健
福
祉
課

健
康
長
寿
推
進
課

国
保
・
後
期

高
齢
者
医
療
の

届
出
な
ど

国
保
・
後
期

高
齢
者
医
療
の

保
険
料
の
納
付

相
談
な
ど

国
保
・
後
期

高
齢
者
医
療
の

給
付・
国
民
年
金

に
関
す
る
こ
と

ひ
とり
親
家
庭
等

医
療

（
※
1）

障
害
者
医
療

介
護
保
険

老
人
医
療

（
※
2）

健
康
づ
くり

（健
康長
寿推
進担
当）

北
区
役
所

43
2
－
11
81

43
2-
12
57

43
2-
12
65

43
2-
12
73

43
2-
12
84

43
2-
12
85

43
2-
13
64

43
2-
14
38

上
京
区
役
所

44
1
－
01
11

44
1-
51
30

44
1-
51
37

44
1-
51
38

44
1-
51
19

44
1-
51
21

44
1-
51
06

44
1-
28
72

左
京
区
役
所

70
2
－
10
00

70
2-
11
68

70
2-
11
69

70
2-
11
70

70
2-
11
14

70
2-
11
31

70
2-
10
69

70
2-
12
19

中
京
区
役
所

81
2
－
00
61

81
2-
25
83

81
2-
25
84

81
2-
25
85

81
2-
25
43

81
2-
25
94

81
2-
25
66

81
2-
25
44

東
山
区
役
所

56
1
－
11
91

56
1-
91
97

56
1-
91
98

56
1-
91
99

56
1-
93
50

56
1-
91
30

56
1-
91
87

56
1-
91
28

山
科
区
役
所

59
2
－
30
50

59
2-
31
05

59
2-
31
07

59
2-
31
09

59
2-
32
47

59
2-
34
79

59
2-
32
90

59
2-
32
22

下
京
区
役
所

37
1
－
71
01

37
1-
72
52

37
1-
72
53

37
1-
72
54

37
1-
72
18

37
1-
72
17

37
1-
72
28

37
1-
72
92

南
区
役
所

68
1
－
31
11

68
1-
33
28

68
1-
33
56

68
1-
33
57

68
1-
32
81

68
1-
32
82

68
1-
32
96

68
1-
35
73

右
京
区
役
所

86
1
－
11
01

86
1-
20
32

86
1-
20
41

86
1-
20
64

86
1-
14
37

86
1-
14
51

86
1-
14
16

86
1-
21
77

京
北
出
張
所

保
健
福
祉
第
一
担
当
　
85
2－
18
15

保健
福祉
第二

担当
85
2-
18
16

西
京
区
役
所

38
1
－
71
21

38
1-
74
06

38
1-
74
07

38
1-
74
09

38
1-
76
65

38
1-
76
66

38
1-
76
38

38
1-
76
43

洛
西
支
所

33
2
－
81
11

33
2－
92
97

33
2-
92
98

33
2-
91
95

33
2-
92
75

33
2-
92
74

33
2-
81
40

伏
見
区
役
所

61
1
－
11
01

61
1-
18
64

61
1-
18
71

61
1-
18
75

61
1-
23
91

61
1-
23
92

61
1-
22
78

61
1-
11
62

深
草
支
所

64
2
－
31
01

64
2-
38
09

64
2-
38
13

64
2-
38
26

64
2-
35
64

64
2-
35
74

64
2-
36
03

64
2-
38
76

醍
醐
支
所

57
1
－
00
03

57
1－
65
68

57
1-
65
29

57
1-
63
92

57
1-
63
72

57
1-
64
71

57
1-
67
47

ご
希
望
の
方
に
は
、
本
市
国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
文
書
を
お
送
り
す
る
際
に
、
お
問
合
せ
先
の
点
字
シ
ー
ル
を
貼
付
け
い
た
し
ま
す
の
で
、
お
申
し
出
く
だ
さ
い
（
代
理
の
方
で
も

結
構
で
す
。）
。

※
１
　
子
ど
も
医
療
に
つ
い
て
は
、
25
1-
11
23
（
京
都
市
子
ど
も
家
庭
支
援
課
分
室
）ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※
2　
介
護
認
定
・
給
付
・
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
70
8-
77
11
（
京
都
市
介
護
認
定
給
付
事
務
セ
ン
タ
ー
）
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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診察日

１０：００～１７：００

受付時間

受診の際は、健康保険証（マイナンバーカードの健康保険証利用も可）などをお忘れなく
休日急病歯科中央診療所

受診の際は、健康保険証（マイナンバーカードの健康保険証利用も可）などをお忘れなく
急病診療所

内 　 科
（15歳以上）
眼 　 科

耳鼻咽喉科

歯　科

●国保などについてのお問合せ・ご相談は、お気軽に住所地の区役所・支所(京北地域にお住ま
　いの方は、京北出張所)までご連絡ください。

各種お問合せ先一覧

地下鉄
二条駅

御池通

三条通

千
本
通

急病診療所
（医師会館1階）

二条城押小路通

Ｊ
Ｒ
二
条
駅

地下鉄
二条駅

御池通

三条通

千
本
通

休日急病歯科
中央診療所

二条城押小路通

Ｊ
Ｒ
二
条
駅日曜日・祝日

お盆・年末年始

受付時間診療科目 診察日

小 児 科
（15歳未満）

月曜日～金曜日 ２0：００～２3：００

日曜日・祝日
お盆・年末年始

１０：００～１７：００
１８：００～２3：００

日曜日・祝日
お盆・年末年始

１０：００～１７：００
１８：００～２２：００

日曜日・祝日
お盆・年末年始 １０：００～１７：００

１８：００～２２：００土曜日

１４：００～１７：００
１８：００～翌８：００土曜日

小児科・内科
眼科・耳鼻咽喉科

歯　科

中・西ノ京東栂尾町6
（京都府医師会館1階）

中・西ノ京東栂尾町1
（京都府歯科医師会口腔保健センター1階）

※お盆（8／15、16）・年末年始（12／29～1／3）
※土曜日が祝日・お盆・年末年始と重なった場合は、祝日・お
盆・年末年始の受付時間帯となります。ただし、小児科につ
いては、深夜帯（23時～翌8時）も実施します（年末年始は
除く）。

※お盆（8／15、16）・年末年始（12／29～1／4）
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療
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な
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療
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付・
国
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に
関
す
る
こ
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ひ
とり
親
家
庭
等
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療

（
※
1）

障
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者
医
療

介
護
保
険

老
人
医
療

（
※
2）

健
康
づ
くり

（健
康長
寿推
進担
当）

北
区
役
所

43
2
－
11
81

43
2-
12
57
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2-
12
65

43
2-
12
73

43
2-
12
84

43
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12
85

43
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43
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上
京
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所

44
1
－
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1-
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所
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81
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25
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81
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25
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43

81
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25
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81
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25
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81
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25
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東
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役
所
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－
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91
97

56
1-
91
98

56
1-
91
99

56
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93
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56
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91
30

56
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91
87

56
1-
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28
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役
所
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31
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59
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31
07

59
2-
31
09

59
2-
32
47

59
2-
34
79

59
2-
32
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59
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下
京
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所

37
1
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37
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52

37
1-
72
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37
1-
72
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37
1-
72
18

37
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17

37
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28

37
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92

南
区
役
所

68
1
－
31
11

68
1-
33
28

68
1-
33
56

68
1-
33
57

68
1-
32
81

68
1-
32
82

68
1-
32
96

68
1-
35
73

右
京
区
役
所

86
1
－
11
01

86
1-
20
32

86
1-
20
41

86
1-
20
64

86
1-
14
37

86
1-
14
51

86
1-
14
16

86
1-
21
77

京
北
出
張
所

保
健
福
祉
第
一
担
当
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85
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16
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京
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所
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－
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21
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38
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役
所
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1
－
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61
1-
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23
91

61
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11
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草
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所
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－
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38
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26
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2-
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2-
35
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36
03
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2-
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醍
醐
支
所

57
1
－
00
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57
1－
65
68

57
1-
65
29

57
1-
63
92

57
1-
63
72

57
1-
64
71

57
1-
67
47

ご
希
望
の
方
に
は
、
本
市
国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
文
書
を
お
送
り
す
る
際
に
、
お
問
合
せ
先
の
点
字
シ
ー
ル
を
貼
付
け
い
た
し
ま
す
の
で
、
お
申
し
出
く
だ
さ
い
（
代
理
の
方
で
も

結
構
で
す
。）
。

※
１
　
子
ど
も
医
療
に
つ
い
て
は
、
25
1-
11
23
（
京
都
市
子
ど
も
家
庭
支
援
課
分
室
）ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※
2　
介
護
認
定
・
給
付
・
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
70
8-
77
11
（
京
都
市
介
護
認
定
給
付
事
務
セ
ン
タ
ー
）
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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この冊子は再生紙を使用しています｡
京都市印刷物　第063005号 

令和6年度版

京都市国民健康保険

このガイドは
ご家庭で大切に保管
してください。

国民健康保険料は必ず納期内に納めましょう。
（保険料の納付は口座振替が便利です。）
国保の届出は必ず14日以内にしましょう。

発行/令和6年5月
京都市保健福祉局生活福祉部保険年金課 
TEL 075-213-5861 FAX 075-213-5857

４月 ６月 ７月

下旬
特定健康診査受診券発送
※�年度当初から加入している40
歳以上の方が対象です。

下旬
令和6年度の保険料納入
通知書発送

下旬
高齢受給者証（更新分）発送
※70～74歳の方のみが対象です。

８月 11月 ３月

月初から
限度額適用認定証等の交付
申請受付開始
下旬
所得申告書発送（当年度所得不明者）

月末まで
保険証（更新分）発送

下旬
所得申告書発送
※翌年度保険料の決定に使います。

京都市国保のカレンダー（主なもの）

年間
・３月中旬～４月中旬（年度末・年度当初）
・�６月中旬～７月下旬（当年度の保険料納入
通知書の発送後）

・８月（限度額適用認定証等の受付）

その他
・�毎月下旬（保険料納入（変更）通知書の発
送後）

・休日明けの開庁日

国保の届出・申請は、一部を除き郵送での手続が可能です。
窓口が混雑する時期は、受付させていただくまでに長時間お待たせする場合がござい
ますので、郵送による手続をぜひご活用ください。

国保の届出・お問合せは住所地の区役所・支所保険年金課（京北地域にお住まいの方
は京北出張所保健福祉第一担当）まで。
※ お問合せ先については61ページ参照

窓口の混雑する時期
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